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1 
第１章 序論 
1.1 はじめに 
  
物質は温度変化によって伸縮する性質を持っており、建築物の骨組みを構成している
鉄やコンクリートもおよそ 1.0×10-5／℃の割合で長さが変化する。屋根梁の温度が外気
温と日射の影響で上昇すると梁の長さが伸び、端部では柱が外側に倒れるような向きに層
間変形を生じさせる。長大建物ではこの変形による柱梁の応力は地震荷重による応力と同
レベルの大きさとなり、また、変形により仕上げ材が損傷することもある。耐震壁、ブレ
ース等水平変形を拘束する要素があると梁の伸縮は低減されるが、拘束する耐震壁やブレ
ースに作用する力は耐震壁のひび割れやブレースの座屈を生じさせるほどの大きさにな
ることがある。このような現象を防止するためには荷重（温度変化量）を適切に設定して、
荷重効果を把握し、有効な対策を講じることが必要である。 
生産施設、倉庫等の長大な建築物や発電所等内部に熱源を持つ建築物の設計においては
温度荷重を考慮した設計が行われている。しかし、温度荷重を考慮した設計を行うための
情報は十分ではなく、橋梁等の設計規準 4)を参考にしていたが、外部に直接面している土
木構造物とは異なり建築物は屋根、壁で外部と遮断されていることが多く、断熱等の条件
も建物ごとに異なる。建築学会では 1993 年版の建築物荷重指針 3)から温度荷重を設計荷
重として取り上げた。筆者は建築学会温度荷重小委員会の発足当初から委員、主査として
他の委員と協力して温度荷重に関する情報の収集と研究に携わってきた。本論文は温度荷
重小委員会において収集した情報、検討した内容がベースとなっており、特に筆者が主体
的に取り組んだ課題を中心にまとめ、新に検討した内容を追加している。 
本論文ではまず温度荷重が建物に与える影響から問題となる事象を整理し、既往の研究
により解決されている問題と残された課題とを把握する（1 章）。また、温度荷重に対する
設計の現状を分析することにより設計を進める上での課題を把握する（2 章）。これらの課
題の一部について解決に向けて研究を行い（3 章 構造体温度の簡易な算定法、4 章 温
度荷重と他の荷重との組合せ）、研究の成果について設計例を用いて検証する（5 章）。研
究の成果をまとめると共に残された課題についても整理する（6 章）。 
1 章、2 章は小委員会として収集、整理した情報がベースとなっている。3 章は筆者が
主体的に取り組んだ研究であるが、理論式の展開とﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作成は小委員会委員である首
都大学東京の永田教授が行った。4 章は筆者が行った研究であるが、温度荷重小委員会に
おいて意見、助言をいただくと共に、建築学会信頼性工学利用小委員会の皆様にも助言を
いただいた。5 章の研究は筆者が行った。 
3 章の構造体温度の簡易な算定法、4 章の温度荷重と他の荷重との組合せについては、
本論文に記載した研究成果が 2015 年 2 月に刊行された最新の荷重指針 3）に反映されてい
る。本論文をまとめるにあたり、図、表などは荷重指針 3）からも引用している。  
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1.2 建築物に温度変化を生じさせる要因 
 
1.2.1 温度荷重の定義 
 
建築物に変形や、応力といった荷重効果を生じさせるのは構成材料の温度変化による歪
である。荷重指針 3)では「建築物に荷重効果を発生させる温度変化を温度荷重という(p483)」
と定義している。また、「温度差を求める基準となる温度を基準温度とし、構造体や 2 次
部材の温度による荷重効果が 0 になるか、または見なせる温度とする(p511)」としている。
従って、温度荷重とはある時点での温度と基準温度との温度差であると定義できる。 
 
1.2.2 温度変化の要因 
 
建築構造物に温度変化を生じさせる要因としては表 1.2.1 のようなものがある。個々の
要因と建築物への影響を整理する。 
 
 
 
温度変化の要因 現象 基準、文献等 
a.外気温、日射 外気温の変化、日射の影響により
構造部材に温度変化が生じる。温
度変化に伴う部材の長さ変化によ
り、建築物全体の変形や部材の応
力が生じる。 
建築物荷重指針 3) 
温度荷重設計資料集 6) 
b.内部熱源 内部熱源により構造部材に温度変
化が生じ、変形、応力が生じる。 
・蓄熱層 
・発電所 
・煙突 
・サイロ 
・冷蔵倉庫 
 
文献 51)等 
発電用原子力設備規格 52) 
煙突構造設計指針 53) 
文献 54)等 
日本冷蔵倉庫協会 58) 
c.ｺﾝｸﾘｰﾄの水和熱 ｺﾝｸﾘｰﾄの硬化時に発生する水和熱
により温度応力が生じる。ｺﾝｸﾘｰﾄ
にひび割れなどが生じる。 
ﾏｽｺﾝｸﾘｰﾄのひび割れ制御指針 55) 
d.火災 火災時の火炎により構造体温度が
上昇、部材の伸びによる変形（層
間変形）、温度上昇による構造材料
の強度低下が生じる。 
鋼構造耐火設計規準 56) 
 
  
表 1.2.1 温度変化の要因 
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a. 外気温、日射 
構造架構が外気に接している場合や、室内であっても外気が容易に侵入してくる環境に
おいては、構造体温度は外気温の変動の影響を受ける。外気温の変動は一年を周期とした
日平均気温の季節変動と一日を周期とした日変動との和と考えることができる。日平均気
温に関しては比較的長期に作用するため構造体温度もこれに追随して温度が変化するも
のと考えられる。一方、日変動に関しては鉄筋コンクリート造の柱、梁などのように断面
全体に温度が伝達するのに時間を要するものに関しては断面の大きさが大きい程温度変
動幅が小さくなると共にピーク温度となるタイミングも外気温とのずれ（位相差）が大き
くなる。 
日射は屋根や外壁等直接日射を受ける部分の表面温度を上昇させる。この効果は、構造
体に同じ温度変化を生じさせる等価な外気温変化に換算すると晴天時の水平面では 30℃
～40℃の温度上昇になる。夜間には日射はないため一日の日射の変動幅は 30℃～40℃と
なり、外気温の一日の変動幅（10℃程度）に比べて大きい。また、屋根などで梁の上面が
日射を受ける場合は、梁の上下で温度差が生じ、梁中央が上部に盛り上がるような変形を
生じることがある。 
温度荷重設計資料集 6)から図を引用して説明する。外気温、日射の影響を受ける部分と
影響のない部分があると相対的な変形差が生じる。例えば、屋根部の梁の温度が日射の影
響で上昇すると屋根の長さが長くなるような変形を生じる。この変形は建物端部では柱の
外側への倒れすなわち層間変形を生じさせることになり、ラーメン構造の場合にはその変
形による応力（せん断力、曲げモーメント）が生じる(図 1.2.1(a))。また、耐震壁、ブレ
ースのように屋根の水平方向への伸びを拘束する要素がある場合は、梁の伸びは小さくな
るが、拘束要素に応力が生じ、ブレースの座屈や耐震壁のひび割れを生じさせることがあ
る(図 1.2.1(b),(c))。屋根の伸びは屋根の長さに比例するため建物長さが長いほど温度変化
の影響（変形、拘束応力等）は大きくなる。 
荷重指針 3)では、日本の主要都市の日最高気温、日最低気温の再現期間 100 年に対する
値等と日射については理論的な最大値が示されている。これらについては 2 章で詳しく述
べる。 
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拘 束 す るブ レ ー ス
に、軸力が生じる 拘束される梁に軸力が発生する 
(b) ブレースにより変形が拘束される場合 
(a) ラーメン構造で比較的拘束が小さい場合 
層間変形により曲げモーメント・
せん断力が生じる 
梁の伸び出しにより
層間変形が生じる 
図 1.2.1 屋根梁が伸縮した場合の応力・変形 6) 
拘束する耐震壁にせん断力
が生じ、ひび割れが生じ
る場合がある 
(c) 耐震壁により変形が拘束される場合 
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b. 内部熱源 
建物内部に熱源を持つ建物では熱源に近い構造部材は熱源により加熱または冷却され構
造架構に変形や応力が生じる。熱源の温度はほほ一定であることが多い。熱源ごとにその
特徴を概観する。 
① 蓄熱槽 
蓄熱槽とは建築物の基礎にあるピット（底版と床スラブとの間にできる空間）等
を利用し空調等に必要な熱を温水、冷水等の形で貯蔵する施設である。水の温度は
通常 5～45℃程度の温度で管理される。水の温度の影響でピット周辺の底版、基礎梁、
床スラブなどの構造体に温度変化が生じ、温度応力によるひび割れが生じ水漏れや
地下水の浸入の原因となることがある。ひび割れ防止のため、温度差を制限するな
どの設計が行われている。 
② 発電所 
 火力発電所、原子力発電所等では水を熱し、水蒸気によりタービンを回転させる
ことで発電している。このような施設では熱源に近い部分の構造体温度が上昇し、
架構全体に温度応力が発生する。原子力発電所では、通常の運転時（定常状態）に
はコンクリート温度が 65℃以下（貫通部は 90℃以下）となるように制限されている
52)。コンクリート温度が 100℃以下の範囲では、構造体の剛性と耐力はほぼ変化が
ないとされている。一方、異常時（非定常状態）にはコンクリート温度は 175℃以
下（貫通部は 340℃以下）に制限されているが、100℃を超えるとコンクリートの乾
燥による物性の変化とひび割れ等により剛性が低下するとされている。 
③ 煙突 
 煙突により排気される燃焼ガスは発電所のガスタービンの場合には 400～500℃
に達する 53)。一方、煙突筒身の表面温度は鉄筋コンクリート煙突では 100℃以下、
鋼製煙突では 165℃以下と制限されており、断熱材（ライニング）により筒身の温
度制限を満たす設計が行われている。また、鉄筋コンクリート煙突の場合はひび割
れ防止の観点から筒身の内外表面温度差が 20℃以下に制限されており、これを超え
る場合はひび割れ幅を計算し 0.2～0.3mm 以下になるように設計するとしている。 
④ サイロ 
セメントを製造する過程では、石灰石等の原材料の粉末を最高 1450℃で焼成して
クリンカーという石状の中間製品が作成される。クリンカーは空冷された後、一旦
サイロに貯蔵される。クリンカーサイロの内部温度の実測例では 120℃程度の温度
が記録されている。このような高温物質を貯蔵するサイロでは、鉄筋コンクリート
壁体の膨張による応力（フープテンション）や壁体の内外温度差による曲げ応力が
生じ、ひび割れが生じることがある。 
⑤ 冷蔵倉庫 
冷蔵倉庫、冷凍倉庫は構造体を倉庫として用いる場合と、構造体内部に別途冷蔵、
冷凍室を設ける場合とがある。構造体を倉庫の壁、床、天井として用いる場合は構
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造体温が倉庫内温度に近くなるまで冷却されて他の部分との間に相対な温度差を生
じ、変形や応力によるひび割れを生じさせる場合がある。倉庫は規模が大きく建物
長さが長くいことも温度応力を増大させる要因となる。 
冷凍冷蔵倉庫の保管温度帯は表 1.3.2 のように 7 段階に分類されている 58)。 
 
表 1.2.2 冷凍冷蔵倉庫の級別と保管温度 58) 
 
冷蔵庫の級別 保管温度(℃) 
C3 級 +10 ～ -2 
C2 級 -2 ～ -10 
C1 級 -10 ～ -20 
F1 級 -20 ～ -30 
F2 級 -30 ～ -40 
F3 級 -40 ～ -50 
F4 級 -50℃以下 
 
 
c. コンクリートの水和熱 
生コンクリートが硬化する時に生じる水和反応は発熱を伴うため温度が上昇する。
マスコンクリート等では中心部では水和熱により温度が上昇し膨張しようとするが
コンクリート表面は外気によって冷却されるため温度上昇は小さい。このため内部
が膨張することにより表面に近い部分には引張応力が働きひび割れの原因となる。
ひび割れを低減するためには内外の温度差を小さくすることが有効である。対策と
しては、温度の上昇を抑える（発熱の原因となるセメントを減らす（スランプを小
さくするなどして単位水量を減らすことで強度を変えずに、セメント量を減らすこ
とができる）、低熱型のセメントを用いる）、表面の急激な温度低下を防ぐ（コンク
リート表面を断熱材で覆う）等が有効である。橋梁のアンカー基礎等厚さ 10ｍを超
えるようなマスコンクリートでは骨材を冷却するなどして生コンクリート自体の温
度を低下させたり（プレクーリング）、コンクリート中に冷水配管を施してコンクリ
ート温度を低下させたりするなどの対策がとられることもある。 
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d. 火災 
耐火設計の目標は建物内の延焼拡大の防止及び構造架構の崩壊の防止である 56)。火災の
性状の指標である「火災継続時間」と「火災温度上昇係数」は火災が発する室の大きさ、
開口の大きさ、壁、床の性能、可燃物の種類、量等によって推定することができる。一方、
構造架構の耐火性能に関する指標としては「保有耐火時間」があり、火災温度上昇係数、
構造種別、架構形式、構造断面等が影響する。耐火設計においては構造架構の崩壊防止を
目標とし、保有耐火時間が火災継続時間を上回ることを検証する。このような耐火設計の
手法は建築基準法に基づき「耐火性能検証法」（ルート C）として文献 56)にまとめられて
いる。 
上記のように火災の性状は室や可燃物の性質によってまちまちであるが、現実に起こり
うる火災を包絡する代表火災として ISO834 の標準火災温度曲線があり、発火 3 時間後に
は 1000℃を超える高温になる。火災によって発生した熱は対流と放射熱によって構造部
材に伝達される。鋼構造部材などでは耐火被覆により熱伝達量を減少させる対策がとられ
る 62) (図 1.2.3)。 
構造材料は高温になると強度が低下する。鋼材はおよそ 300℃を超えると強度が低下し
はじめ約 700℃で強度が 0 になる 63)(図 1.2.4)。鋼構造部材の保有耐火時間とは温度上昇に
よって部材の強度が低下し、その部材または架構が崩壊する限界の時間であり、温度の上
昇率（火災温度上昇係数）や支える荷重等によって影響される。 
コンクリート場合は高温時の圧縮強度のばらつきが大きいが、概ね 500℃で設計基準強
度の 2/3に低下する 61)（図 1.2.5）。また弾性係数も温度上昇に伴って低下する 61)（図 1.2.6）。
コンクリート強度、弾性係数は加熱後の冷却によりさらに低下する場合がある。耐火検証
法では 500℃を超える部分のコンクリートの強度は 0 とし、500℃以下の部分の強度は設
計基準強度の 2/3 として計算する事としている。設計規準強度が 60N/mm2を超えるコン
クリートは高密度なため熱応力や水分蒸発に伴う空隙圧上昇などに起因して表層部の爆
裂が生じやすい 60),61),65)（図 1.2.7）。そのため、耐火検証法では適用範囲をコンクリート
の設計基準強度で 60N/mm2以下に限定している。爆裂を抑制する対策としては、耐火被
覆、耐火塗装、メッシュ筋や合成繊維の混入などが検討されている。合成繊維は高温時に
減容・消失することにより空隙が形成され内部の空気の逃げ道を作るので、蒸発による空
隙圧を緩和する効果があるとされている（図 1.2.8）。 
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 図 1.2.3 耐火被覆された鋼構造部材の温度算定例 62) 
図 1.2.2 ISO834 標準火災温度曲線 56) 
図 1.2.2 ISO834 標準火災温度曲線 56) 
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図 1.2.4 高温時の鋼材の材料特性 63) 
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図 1.2.5 高温時のコンクリートの強度残存比 61) 
図 1.2.6 高温時におけるコンクリートの温度と弾性係数残存比強度残存比 
文献 61) に参考文献を加筆 
文献 62) 
文献 64) 
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図 1.2.7 耐火実験後の RC 造柱試験体の状況 65)  
図 1.2.8 繊維混入率と爆裂深さの関係 65)  
 
 
12 
1.2.3 本論文で対象とする温度変化の要因 
 
1.2 節では建築物に温度変化を与える要因について調査した。 
外気温、日射はほとんどの建築物がその影響を受ける。気温、日射に関する情報は気象
庁等により観測、蓄積されており、建築学会等はそのデータを統計処理して設計用データ
として荷重指針 3)等に反映している。しかし、その影響を受ける構造体温度の推定法につ
いては実務に適した簡易な方法が整備されていない状況である。 
内部熱源は外気温に比べ大きな温度差を構造体に生じさせる場合があり、設計に対する
影響が大きい。しかし、個々の熱源はいずれも特殊であり、その熱源に特化した研究が行
われた結果、対策も含めた設計体系が出来上がって設計指針としてまとめられている場合
が多い。コンクリートの水和熱、火災についても同様である。 
従って、本論文では、内部熱源、コンクリート水和熱、火災等の特殊な熱源は扱わず、
外気温、日射による温度変化に対象を限定して研究を進める。 
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1.3 温度変化が建築物に与える影響 
 
この節では外気温、日射による温度変化が建築物に与える影響を、実測例等を用いて分
析し、温度荷重を考慮する必要性について考察する。 
 
1.3.1 実測例、被害例の分析 
 
a. 鋼構造大スパン屋根の変形実測例 14) 
図 1.3.1 は大空間建築（アリーナ）のトラス屋根の温度と変形の実測例である。屋根は
鋼製トラスで支えられており、支点間の距離は 108ｍある。平面図（上図）に示されてい
るようにトラスは一端でピン支持されるが、他端ではローラー支持により温度変形に追随
させている。ローラー支持端には地震時の変形を吸収するための粘性ダンパーが設置され
ている。図 1.3.1 下図はある日の鋼材表面温度とローラー支持部における変位（粘性ダン
パーの変位）との関係を示したものである。 
鋼材の線膨張係数を 1.0×10-5/℃とすると 108ｍのトラス梁の長さは 1℃の温度上昇に
対し、1.0×10-5 × 1.0 × 108000mm ＝1.08mm 伸びることになる。この関係を図中に
破線で追記する。温度上昇時と低下時で若干の変化率の違いはあるものの破線は概ね実測
値の変化率と一致しており、トラスは温度変化に対しほぼ自由伸縮していることがわかる。
年間で 50℃の温度変化が生じたとするとトラス長さの変化は約 54mm となり、仕上げ材
の追随性や防水性、外気の遮断などに影響を与えると考えられる。 
両端がピン支持され温度変化による伸縮が拘束された場合にどのような応力が発生す
るかを考えてみる。 
トラスには温度変化⊿T による歪み 1.0×10-5 ×⊿T が発生しようとするが、変形が拘
束されているためこの歪みをキャンセルする方向に軸力が発生することになる。その応力
度はヤング係数を 205000N/mm2と仮定すると 205000 ×1.0×10-5 × ⊿T となる。温度
変化が 50℃であるとすると軸方向の応力度は 102.5 N/mm2と SS400の降伏応力度の 215 
N/mm2.の約半分の大きさとなり、部材の細長比が大きい場合には座屈が生じる可能性も
ある。 
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図 1.3.1 アリーナ屋根トラスの温度と変形の実測例 14) 
線膨張率（1.0×10-5/℃）を用いて計算
したトラス温度と水平変位の関係 
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b. 折版屋根のボルト破断事例 
温度荷重が主因と考えられる被害が報告された例として Spring-8 の屋根の被害 7)があ
る。この事例では、台風による屋根折版の剥離被害が生じたが、折版を固定しているボル
トの強度は風圧力に対して十分な余裕があり、また破断面に錆が発生していたことなどか
ら、ボルトが台風による被害を受ける以前から折版の熱伸縮により疲労損傷していたこと
が明らかにされた。折版とボルトとの間のスライド機構が所定の性能を発揮せず折版の熱
伸縮を拘束していたため、ボルトに繰り返しせん断力が加わり、破断したものと考えられ
ている。この被害をきっかけとして社団法人日本建築学会、独立行政法人建築研究所等で
調査、研究がなされ、建築基準法の改正(2007 年 6 月)、鋼板製屋根構法標準 8)の改訂(2008
年 1 月)等が行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 1.3.2 2004 年台風 18 号による Spring-8蓄積リング棟屋根の被害 7) 
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c. 鉄筋コンクリート長大建物の温度変化による変形の実測例 
鉄筋コンクリート造建築物における実測例としては大野らによる平屋建物での実測
9),10)、串山らによる 6 階建て建物での実測 11)などがある。 
大野らは文献 9)で長さ85.5mの平屋鉄筋コンクリート造建物の中央にあるエキスパンシ
ョンジョイントの間隔を測ることで温度変化による屋根の伸縮量を推定している。日変
化においては伸縮の最大、最小値は気温の最高最低の時刻より概ね 3～4 時間遅れている。
年変化に関しては、構造体温度が外気温と等しいとして計算した伸縮量の 11.8mm に対し
実測された伸縮量 9.8mm は 83％となっており比較的近い値となっている。 
文献 10)では長さ約220mの鉄筋コンクリート造平屋建て校舎の中間2ヶ所に設けられた
エキスパンションジョイントにおいて外気温とエキスパンションジョイントの間隔の変
化を実測し、外気温変化から求めた伸縮に対し実測値は 55～67％の値であったと報告し
ている。また、基礎梁の長さ変化は地中温度の変化より計算された伸縮量よりも大きく、
構造架構の温度応力が基礎梁に伝達されていると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
串山らは文献 11)で長さ 157.5m の 6 階建て鉄筋コンクリート造建物で、中間にある 2 ヶ
所のエキスパンションジョイントの間隔の変化と温度変化を実測している。計測された伸
縮量は外気温から計算した伸縮量に対し、日間の変形では 0.82 倍、年間の変形では 0.89
倍と大野ら 9),10)の計測と同様の傾向が得られている。また、晴天時の伸縮の温度変化に対
する割合が曇天時に比べ 1.33～2.07 倍と大きくなっているのは、日射の影響であるとし
ている。 
これらの鉄筋コンクリート造建物では外気温から計算された自由伸縮に対して実測値
が小さくなっているがその原因として構造体温度の変化の度合いが外気温よりも小さい
ことが考えられ、構造体温度の把握が必要なことが指摘されている。 
図 1.3.3 平屋鉄筋コンクリート造建物のエキスパンション部の変形と気温の変化 9） 
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  図 1.3.4 6 階建鉄筋コンクリート造建物のエキスパンション部の伸縮の実測 11
） 
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d. 鉄筋コンクリート壁の温度応力によるひび割れ被害例 57) 
文献 57)には鉄筋コンクリート造建物のひび割れ被害例が多数掲載されている。図 1.3.5
はその中で温度変化がひび割れの原因と特定された一例である。最上階右端の壁には右
下がりのひび割れが発生しひび割れ幅は最大 0.7mm に達している。外気温や日射の影響
で屋根面のスラブや梁の温度が上昇して膨張した場合、屋根の梁は外側（図では右側）に
伸びだそうとし壁の上部を右側に押すようなせん断力が加わり、このようなひび割れが生
じたと考えられている。コンクリートが乾燥収縮した場合は屋根面が収縮する方向に変形
し、壁のひび割れは左下がりとなるので区別がつく。屋根面に断熱が無いか、あっても内
断熱（部屋内側に断熱材がある。部屋内への熱の貫流は低減できるが梁やスラブの温度は
逆に高くなる。）の場合にこのようなひび割れが生じることが多く、近年では外断熱工法
を採用することが多くなっている。 
 
 
 
  
図 1.3.5 6 階建鉄筋コンクリート造建物の壁面のひび割れ発生状況 
文献 57)に加筆 
温度上昇による最上階梁ののび 
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e. 鉄筋コンクリート造駐車場の日射による変形とひび割れ 37) 
文献 37）は日射による屋根スラブ及び梁の変形により柱、梁にひび割れが生じた事例で
ある。建物は米国、アラバマにある鉄筋コンクリート造 9 階建て、110.6m×54.9m の平
面を持つ駐車場である。外壁はなく、構造体が直接外気温の影響を受けている。また、最
上階床スラブと梁は日射による温度上昇の影響を受ける。床が上階へのスロープを兼用し
て緩やかに傾斜しているため図 1.3.7 のように柱の左右で床のレベルが異なっている。ス
パン方向の梁は現場打コンクリートにプレストレスを導入している。 
図 1.3.8 は柱周辺の梁の底面および側面に入ったひび割れを示したものであり、梁の伸
縮による引張力と梁の上面が熱せられて曲げ変形が生じたことが原因であるとしている。
実測によれば屋根スラブ上面の温度は最高で 54.4℃に達しており、その時の外気温の
32.8℃に対して 21.6℃高く、日射による温度上昇であると考えられる。梁の下面の温度は
37.8℃と外気温に近い値となっており、梁上下面で 16.6℃の温度差が生じている。この部
材内の温度勾配は屋根面を上にむくらせるような曲げ変形を生じさせ、梁は中央で
10.8mm レベルが上昇している。梁の曲げ変形は端部で柱により拘束されているため拘束
応力により梁のジョイント部目地の開きと柱上部の水平方向の曲げひび割れが生じてい
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 1.3.6 建物平面図 文献 37)に寸法を追記 
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図 1.3.7 建物上部断面図 37) 
図 1.3.8 梁のひび割れ発生状況 37) 
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f. 免震建物の変形実測例 32) 
免震構造は地震後の機能維持などの目的から適用が広まり、倉庫や生産施設などの長大
建物にも採用されるようになってきている。このような長大建物では上部構造物の温度変
化による伸縮が免震装置に剪断変形を与えることになる。中山は文献 32）で長さ 280m の
物流倉庫建物の免震層内外の気温と免震装置上下の躯体の水平方向の相対変形を実測し
ている（図 1.3.9）。観測は 2008 年 6 月 12 日～2009 年 7 月 14 日まで 398 日間行われた。
隅角部の免震装置では長手方向に 19.4mm、短手方向に 9.32mm の相対変位（水平方向）
が観測されているが、免震装置の限界変形（400～600mm 程度）に比べて小さな値であ
る。 
ここで実測結果をもとに疲労に対する安全性を検討する。図 1.3.10 は免震用鉛ダンパー
の疲労曲線 59)を示している。年間の変位はベクトル方向では 21.5mm であり、片振幅を
その半分の 10.75mm としてプロットすると亀裂発生に至る繰返し回数は 558 回となる。
耐用年数（50～100 年程度）に比べて余裕があるが、建物長さがさらに長くなると影響が
無視できないことが示唆される。 
実測では相対変形のみ計測されているため構造体の伸縮量はわからないが、仮に基礎の
長さが不変で、免震層上部躯体の長さがピット内温度に対し線膨張係数 1.0×10-5/℃で変
形すると仮定すると年間で 30.0mm 変形することになり、実測値はその 65％になる。こ
の違いは基礎が変形していることと、上部躯体の温度変化がピット内温度の変化に対して
小さい事、1 階の室内温度の影響などが考えられる。文献 32)では別途数値解析を行って実
測値と対応がよいことを示している。 
図 1.3.9 に示したように、長大免震建物の変形とピット内の気温には比例関係がある。
一方、文献 32)では日平均気温の変化に対してピット内の平均気温の変化の割合は 0.88 で
あるとしている。免震装置の剛性、減衰性能には温度依存性があり設計上その上下限温度
を設定することが重要であることから、免震建物において免震装置の温度、免震層内の気
温等の実測が行われている 33）～36)。これらも含めて免震ピット内の気温に関する実測結果
を整理する。 
図 1.3.11 は文献 33)における免震層内の気温実測結果を引用したものである。免震層内
の気温は日変動が小さい。年間の変動幅は 17.8℃であり、免震層外部の外気温の変動幅
34.8℃の約半分となっている。 
文献 32)～36)の実測例から外気温、免震層内温度の測定結果を抽出し表 1.3.1にまとめた。
温度差が建物により異なるのは免震層の密閉度、上階の温度条件等が影響しているものと
考えられる。 
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図 1.3.9 免震建物のピット内温度と免震層の相対変形の実測例 32) 
図 1.3.10 免震用鉛ダンパーの疲労特性（文献 59)に加筆） 
10.75mm 
558 回 
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文献  最高温度(℃) 最低温度(℃) 備考 
外気温 免震層 差 外気温 免震層 差 
32 神奈川 30.0 27.9 -2.1 3.3 6.5 +3.2 日平均気温 
33  大阪 42.3 33.6 -8.7 -1.7 2.8 +4.5 施工時 
  34.7 27.3 -7.4 -0.1 9.5 +9.6 建物使用時 
34 神奈川 31.5 29.0 -2.5 3.0 12.0 +9.0 図より読取り 
35 釧路 25.7 23.3 -2.4 -22.3 -2.0 +20.3 地下駐車場 
耐火被覆表面 
  25.7 18.0 -7.7 -22.3 -2.3 +20.0 地下ピット 
積層ゴム表面 
36 八戸 30.4 21.1 -9.3 -9.6 2.3 +11.9  
 
図 1.3.11 大阪市内の超高層免震集合住宅の免震層内の気温の測定 33） 
表 1.3.1 免震層内気温と外気温の比較（文献 32）～36)より抽出） 
 
 
24 
 
1.3.2 温度変化によって生じる現象と不具合の分類 
 
文献 6)では温度変化によって生じる不具合を温度変化の原因別に整理しているので引用
する。 
 
表 1.3.2 温度変化によって生じる現象と起こりうる不具合 6) 
温度変化の種類 現象 起こりうる不具合 
＜建物全体の温度変化＞ 
外気温・日射の影響を受けて屋根
または建築物全体の温度が変化
する 
屋根または建築物全体が伸縮し、
梁が伸びる事によって外端の柱
が傾き層間変形を生じる 
内外壁などの仕上げ材やファス
ナーが層間変形に追随できなく
て損傷する 
外壁パネル間の目地幅が変化し、
シールの劣化により防水性能が
低下する 
扉、窓の枠が変形し開閉しづらく
なる 
強制変形による曲げ応力などで
柱・梁に損傷を生じる 
 ブレースや耐震壁などが梁の伸
縮を拘束する場合、梁は伸縮を拘
束されて軸力が生じ、耐震壁やブ
レースなどの拘束部材にはせん
断力・軸力が生じる 
梁の軸力による局部座屈 
鉄筋コンクリート壁のせん断ひ
び割れ 
 
ブレースの座屈、引張り破断 
鉄骨部材、接合部の疲労破壊 
＜建物の部分的な温度変化＞ 
室内の部材と外気に接している
部材など、建物のある部分に温度
変化が生じる場合や、建物の部分
によって温度変化の度合いが異
なる場合 
工場、倉庫などで外部に長大な庇
がある場合、室内の部材（室温）
と外部にある庇（外気温、日射）
との間の温度差により、相対的な
変形の差が生じ、両者の接合部分
に応力を生じる 
庇と建物の接合部分の過大な変
形 
庇鉄骨の局部座屈、破断 
＜内部熱源＞ 
蓄熱層・冷蔵庫・サイロ・煙突な
ど、建物内部の特殊熱源の影響
で、建物全体または部分的に温度
変化が生じる 
特殊熱源による温度変化により、
建物全体または部分が伸縮する 
鉄筋コンクリート壁・床・スラブ
のひび割れ、鉄骨部材の座屈・破
断 
＜２次部材＞ 
外壁、屋根の仕上げ材の温度が外
気温、日射の影響で変化する 
仕上げ材に過大な変形が生じる 
 
仕上げ材の取り付け部分が変形
に追随できない 
仕上げ材や取り付け部が変形す
る時にきしみ音が生じる 
仕上げ材、取付け部の損傷、疲労
破壊 
 
屋根の防水押さえコンクリート
が伸縮してパラペットを押し出
しひび割れが生じる 
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1.3.3 温度変化が建築物に与える影響のまとめ 
 
1.3 節では実測例、被害例を通じて温度変化が建築物に与える影響を調査した。 
鋼製トラス屋根の温度と変形の実測からは温度変化による変形がほぼ自由伸縮に近い
値で推移していること、そしてスパン 100m 程度の梁の伸縮は 50mm となり、仕上げ材
などへの影響が大きいことがわかった。この変形を拘束した場合の応力は鋼材の降伏強度
の 1/2 程度に達し、構造安全上も考慮すべき荷重であることがわかった。屋根の折版の被
害例では、折板が日射の影響で温度上昇し、温度による伸び出しによって取付ボルトを破
断させている。日射の影響が大きいことから、日射による構造体の温度上昇量を評価する
手法の開発が必要であると考えられる。 
鉄筋コンクリート造建物における実測例では、長大建物のエキスパンション部の間隔が
年間で 10mm 程度変動していることが観測されている。観測された変形は構造体温度が
外気温変化と等しいとして計算される変形に対しては若干小さく、それが外気温と構造体
温度との差によるものなのか、架構等の拘束によるものかについては明らかになっていな
い。鉄筋コンクリート構造においては日常的に変化する外気温に対して構造体の温度がど
のように変化するかを把握することが課題である。 
また、駐車場の屋根では、長スパンのプレストレス梁において日射を受ける上部と日陰
部の下部とで温度差が生じ、中央がむくりあがるような曲げ変形が観測されている。端部
では柱が梁の回転を拘束しているため曲げモーメントが発生し、柱とのジョイント部と柱
にひび割れの被害が生じている。また、最上階に壁を持つ建物では屋根梁が外気温と日射
の影響で伸び出そうとし、直下の壁にひび割れが生じる被害が出ている。 
このように温度荷重は建築物や建築物の部分に対し安全上、使用上影響を与える可能性
のある荷重であることがわかる。 
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1.4 既往の研究、基規準に関する調査 
 
1.4 節では温度荷重に関する既往の研究、基規準を調査し、残された課題について整理
する。 
 
1.4.1 気温、構造体温度に関する研究 
 
a. 外気温の分布に関する研究 
北沢ら 12)は、日本全国の代表的な気象官署 56 地点において 1984 年までの最大 102 年
間の年最高、最低気温のデータを収集し、極値分布の当てはめによるモデル化を行った。
表 1.4.1 に示す 3 種類の極値分布を用い、2 乗誤差により適合度を判定して最適な極値分
布を求めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
表 1.4.1 当てはめに用いた極値分布 12） 
 
 
27 
 荷重指針 3)では北沢らの方法を踏襲して、主要 12 都市の 1961 年～2012 年の 52 年間の
年最高、最低気温の最適な分布形を求めている。表 1.4.2 に荷重指針 3)で示された再現期
間 100 年に対する値を示す。この表で、グンベル分布とは極値Ⅰ型を、フレッシェ分布と
は極値Ⅱ型を、ワイブル分布とは極値Ⅲ型分布を指している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b. 鉄骨造構造物の構造体温度の実測例 
鉄骨造構造物における実測例としては、北沢らによる鋼製橋脚における構造物温度の実
測 12)、寺本らによるアトリウム屋根鉄骨の温度実測 13)、柳沢らによる大スパントラス屋
根における温度と変形の実測 14)等がある。 
文献 12)では鋼製橋脚の各部の温度を実測し、日射の影響について分析している。日射の
影響を受けない部分では鋼材温度は外気温とほぼ等しく、日射を受ける部分では外気温に
対して最大 25℃程度の温度上昇が見られた。 
文献 13)のアトリウム屋根鉄骨の温度実測では外気温に対し、冬期は 25～30℃の温度上
昇が、夏期には 30～45℃の温度上昇が観測されたとしている。しかし、同時に観測され
た鋼材近傍の室内温度を見ると鋼材温度との差は 10℃以下であり、鋼材の温度上昇の要
因はアトリウム上部の気温の上昇と日射の影響の 2 つが原因であると考えられる。 
文献 14)（前出）では横浜アリーナのスパン 108m の屋根トラスについて温度と変形を実
測している。トラスは 1 端がピン支持、他端がローラー支持されており、ローラー支承部
には速度比例型の粘性ダンパーが取り付けられているが、温度変化のような緩やかな変化
に対してはローラー支持と考えられる。ローラー部の水平変形を測定したところトラス表
面温度から計算したトラスの伸縮量と近い値となっている。 
  
決定分
布形
グンベル
分布
フレッシェ
分布
ワイブル
分布
決定分
布形
グンベル
分布
フレッシェ
分布
ワイブル
分布
札幌 ワイブル 38.3 41.4 36.9 ワイブル -23.1 -27.9 -20.9 36.2 -23.9
仙台 同上 39.6 44.0 38.0 同上 -12.2 -15.1 -10.8 37.2 -11.7
新潟 同上 40.2 42.0 39.2 グンベル -12.0 -14.2 -10.7 39.1 -13.0
長野 同上 39.7 42.8 38.5 ワイブル -16.0 -19.2 -14.7 38.7 -17.0
前橋 同上 42.5 46.0 41.0 同上 -11.2 -14.8 -9.8 40.0 -11.8
名古屋 同上 41.2 43.6 40.2 同上 -9.2 -12.1 -7.9 39.9 -10.3
東京 同上 41.5 44.2 40.1 同上 -6.9 -9.1 -5.8 39.5 -9.2
広島 同上 40.6 43.5 39.3 グンベル -9.2 -11.7 -8.3 38.7 -8.6
大阪 同上 40.4 42.1 39.5 ワイブル -6.9 -9.3 -5.7 39.1 -5.5
福岡 同上 39.3 42.0 38.3 同上 -6.8 -9.4 -5.6 37.7 -8.2
高松 同上 40.1 42.4 39.0 同上 -8.0 -10.8 -6.8 38.2 -7.7
那覇 グンベル 36.5 37.7 35.9 グンベル 5.6 4.1 6.4 35.6 6.6
但し、太枠囲いは適合度判定により決定したことを示す。
地点名
年最高気温（℃）
再現期間100年に対する値
(1961年～2012年）
年最低気温（℃）
再現期間100年に対する値
（1961年～2012年)
観測記録
（観測開始～2012年）
分布形状 分布形状 過去
最高気温
（℃）
過去
最低気温
（℃）
表 1.4.2 主要 12都市の再現期間 100年に対する値（年最高・最低外気温度）3） 
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図 1.4.1 鋼製橋脚の構造物温度の実測例 12） 
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c. 大空間における温度分布に関する実測、解析例 
大空間おける温度分布の実測例としてはホテルのアトリウム 47）、オフィスに付随したア
トリウム 48）、多目的ホール,49）等がある。図 1.4.2 は 8 層分のガラスアトリウム内の温度
実測例 48）で、頂部で最高 51℃を記録しており、空調によりコントロールされている下層
部との温度差は 20℃以上となっている。アトリウム内の気温は上部程高くなる傾向があ
り、屋根を構成する梁等の構造体を設計する際は気温の設定が重要になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.4.2 ガラスアトリウム内の気温実測例 48) 
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戸河里ら 50)は大空間においては水平方向の温度分布が均一になりやすいことを利用し
て対象空間を上下方向のみに分割する「ブロックモデル」を提案し、予測値は概ね実測結
果を再現できるとしている（図 1.4.3）。 
アトリウム内の気温分布は実測例、解析例は参考にはなるものの、実際の温度分布は
個々の空間の形状や諸条件によって変わるため、一般化は難しく、シミュレーション等に
より建物ごとに予測することが必要である。100 年に一度程度の異常時の安全性を検討す
るためには、通常時を対象とした空調シミュレーションと異なる条件設定が必要になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1.4.3 アトリウム内温度の実測値とブロックモデルによる予測値 50） 
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d. 構造体温度の評価法に関する研究 
ISO Technical Report 949230)は変動する外気温と日射に対して構造体温度を算定する
方法を定式化している。3 章において内容を紹介すると共にこの方法を参考にして構造体
温度の「簡易算定法」の検討を行う。 
 
e. 外装材の温度の実測例 
外装材についてはジョイントや目地の動きに着目して温度と変形に関する実測事例 15)～
20)がある。 
加藤らは文献 15)でアルミカーテンウォールの温度と変形の実測を行い、その変形が温度
から計算した計算値とほぼ一致することを示した。一方、寺内らの実測 16),17)では変形は
計算値の 0.75～0.95 倍となっており、シール材による変形の拘束が原因であるとしてい
る。加藤らの行ったＰＣカーテンウォール（厚さ 150mm）の実測 18),19)では変形と外気温
との相関は低く、日射の影響が大きいとしている。また、こげ茶色に塗装された笠木は日
射の吸収率が高く、夏期に最高 75.5℃に達し、冬期でも 49℃を記録している。窓ガラス
の温度を実測 20)し、クリアーガラスに対し熱吸収ガラスでは約 10℃の温度上昇が見られ
た。 
これらの実測例は日射の影響を把握する上で貴重なデータであり、3 章において相当外
気温による推定を試みる。 
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1.4.2 温度応力に関する研究 
 
高橋正元、高橋武雄らはラーメン構造の温度応力について固定法、撓角法による算定法
を示した 21),22)。電子計算機のない時代に実用的な温度応力の解法が提案されていたこと
は貴重な業績である。 
大野、小幡はラーメン応力に関する一連の研究 23)を行い、「温度応力計算規準試案」24)
を提案している。ここではラーメンの温度応力算定のための図表を示した他、応力算定用
の構造体温度として日平均温度の年変動幅に日変動の 2/3 を加えた次式を提案している。 
 
𝑡𝑒 = 𝑡 + (∆𝑡1 + ∆𝑡2) ∙ 23       （1.4.1） 
     
ここで、 t = 日平均温度の最大及び最小値の差 
   ⊿t1 =日平均温度が最大の時の日間温度差の 1/2 
   ⊿t2 =日平均温度が最小の時の日間温度差の 1/2 
また、コンクリートのクリープを考慮しながら繰返し温度変化による応力を求めると有
効温度の 1/2 について弾性計算して求められた応力に近づくとしている。 
串山、小幡は(1.4.1)式にさらに夏期の日射の影響を加算した計算用温度を試算している
25)。別途行った実在建物の屋根スラブの温度実測と温度解析によれば、日射の影響がない
場合の屋根スラブの有効温度の外気温変動に対する振幅比は約 0.5 であった。また、日射
の影響がある場合の屋根スラブの温度の外気温に対する振幅比は平均 1.1 程度と 1.0 を上
回っていた。これらを考慮し札幌の場合、夏期と冬期の日間変動幅を 8.1℃、2.0℃とし、
年間の日平均気温変動幅 31.5℃に加え、設計用の構造体温度変化 45℃を提案している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
河辺らは温度上昇時にひずみを拘束されたコンクリートの拘束応力がクリープによっ
て緩和されることを実験により確認し、緩和された応力は「温度時間換算測」により算出
可能であるとしている 28)。 
一方、中西は、実大試験体による躯体温度の実測と解析的な検討を行い、気象変化によ
る「急激な表面温度の降下」が生じた場合は、乾燥収縮に比べクリープによる応力緩和の
度合いが小さく、ひび割れの原因になっていると指摘している 29)。 
図 1.4.4 鉄筋コンクリート建物の温度変形解析例 25） 
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1.4.3 温度変化時の部材耐力に関する研究 
 
温度応力は温度変化に伴い発生する「自己歪」に起因しており、拘束条件に左右される
応力である。従って、温度応力は、部材が降伏し剛性が低下するに従い低下し、終局状態
においては無視できると考えられる。 
青山らは自己歪を持つ鉄筋コンクリートラーメンに関する一連の破壊実験 26)を行い、ラ
ーメンの剛性、降伏強度、終局耐力等に関する影響を報告している 27)。図 1.4.5 の試験体
は両側部材がラーメンの梁材を上下部材が柱を模擬している。中央のジャッキによって柱
を上下に押し広げ、温度応力に相当する初期歪を加えた上で中央部を下方向に加力し、地
震時応力に相当する力を加えている。初期応力として曲げひび割れが発生するレベルから
曲げ降伏が発生するレベルまでの応力を与えた結果、初期応力が大きい程、地震時の剛性
が低くなる傾向が見られ明瞭な降伏点が見られないことから、振動特性に影響があるとし
ている。剛性低下は曲げひび割れによるものと考えられる。しかし、どのケースにおいて
も終局耐力は温度応力がない場合と変わらず、終局強度設計を行う場合には温度応力を無
視できるとしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1.4.5 自己歪を持つ鉄筋コンクリートラーメンの破壊実験 27） 
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原子力発電所等では原子炉等の熱源により格納容器の内外で温度差が生じ、格納容器の
鉄筋コンクリート壁体において面内方向の軸力に加えて面外曲げモーメントが生じる。ま
た、このような温度条件は長期間作用しつづける 45),46)。 
吉田らはこのような現象を対象として梁の上下面に温度差 40℃程度を生じさせて温度
応力を与える一連の構造実験を行い（図 1.4.6）、剛性、応力の評価方法について検討を行
っている 38),39),40),41)。これらの研究の成果として、曲げ剛性は応力の増大と共に低下し、
長期許容応力度レベルで弾性剛性の約 1/2 に、短期許容応力度レベルで約 1/3 に低下する
ことが分かった。また剛性低下率はひび割れによる剛性低下を考慮した M-φ関係を用い
て説明できることが示されている(図 1.4.7)。また、長期載荷によりクリープの影響を観察
した実験においては載荷 2 ケ月後に応力が 1/2（クリープ係数＝1.0）となり、長期載荷に
対してクリープの影響が大きいことが明らかとなった（図 1.4.8）。 
100℃を超える温度条件化での鉄筋コンクリート部材の性状については文献 42),43),44)な
どの研究がある。これらの研究においてはコンクリート圧力容器の設計基準 52)に規定され
ているコンクリート構造一般部に対する設計の温度制限値175℃までの温度条件を対象と
し、コンクリート構造物の熱変形、熱応力、ひび割れ等の特性を実験及び解析により明ら
かにしている。材料特性としては、高温下のコンクリートの強度として、圧縮強度、付着
強度はほとんど低下しないが、弾性係数、割裂強度、微小抜け出し時付着強度はコンクリ
ートからの水分蒸発がある場合には低下した。熱変形に関しては 100℃を超え、水分蒸発
が進行すると温度上昇に対しても膨張せず、逆に加熱終了時には 750μ程度の収縮歪が生
じた。熱伝導率に関しても水分蒸発により低下し、絶乾状態のコンクリートの値に近づく
傾向が見られた。また、梁部材の曲げ耐力については 175℃12 ケ月加熱後においても低下
は見られなかった。剪断力耐力に関しては 90℃片面加熱 12 ケ月で 20％の低下、175℃片
面加熱１ヶ月で 15％の低下が見られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1.4.6 温度応力を与えた梁の曲げ試験 27） 
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図 1.4.7 温度勾配を生じさせた鉄筋コンクリート梁の曲げ応力実験 41） 
図 1.4.8 長期的に温度荷重を与えた梁の曲げ応力の変化 40） 
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1.4.4 温度荷重に関する基規準 
 
a. 鉄筋コンクリート構造計算規準・解説 1) 
 22 条 1 項に「温度変化による自己ひずみ応力、ねじり応力などを考慮し、特に問題と
なるものについては、必要に応じて構造部材を補強する。」とある。解説において「剛節
骨組の自己ひずみ応力」は「①温度差が大きい、②部材長さが長い、③拘束が大きい」場
合に大きくなるため「大スパン屋根部材を受ける部材を有する建物においては….設計用の
温度変動を適切に設定して設計することが望ましい。」としている。また、応力にはクリ
ープが影響すること、終局の構造耐力にはあまり影響しないこと、「長大な建物では伸縮
継手を設けるなど、自己ひずみ応力の発生を防止するようにするのがよい」ことなどが述
べられている。しかし、温度荷重の設定方法、クライテリア等については触れていない。 
 
b. 建築物荷重指針・同解説 3) 
 1993 年版より 8 章として温度荷重を独立させたが、温度荷重の具体的な計算方法等に
ついては 2004 年版から記述された。2015 年版からは構造体温度の算定法も追加され、よ
り設計に取り入れやすくなっている。  
 
c. Minimum Design Loads for Buildings and Other Structures (ASCE/SEI 7-10), 20135)  
荷重の組合せ式に温度荷重による応力 T が反映されており、常時作用する荷重として固
定荷重や積載荷重と同等の扱いとなっている。 
終局強度設計に対して 
 
1.2(D+F+T)+1.6(L+H)+0.5(Lr or S orR)     (1.4.1) 
 
許容応力度設計に対して 
 
D+H+F+L+T        (1.4.2) 
D+H+F+0.75(L+T)+0.75(Lr or S or R)     (1.4.3) 
ここで、D:固定荷重 
 F:水圧力 
 T:自己ひずみ応力（温度荷重） 
 L:積載荷重 
 H:地下壁が受ける水平力、土圧、水圧等 
 Lr:屋根の積載荷重 
 S:雪荷重 
 R:降雨による応力 
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d. 道路橋示方書・同解説 4) 
道路橋示方書・同解説では対象とする構造物を「鋼構造」、「コンクリート床版と鋼げた
橋」、「コンクリート構造」に大別し、それぞれに対して考慮するべき温度荷重を与えてい
る。（表 1.4.3） 
「設計図に示された構造物の形状や寸法が再現される時の温度であるとともに、設計にお
いて温度による影響を考慮する場合の基準となる温度」を「基準温度」と定義し、+20℃
（寒冷な地域においては+10℃）としている。コンクリート構造の場合、基準温度と施工
時の温度が異なる場合があり、その場合は下記で示す温度変化よりも大きな温度変化が生
じることがあるが、「この応力はコンクリートのクリープや乾燥収縮によって大半が解放
されるものである」としている。 
構造物全体に考慮すべき温度変化の範囲は鋼構造物では-10℃～+50℃（寒冷な地域にお
いては-30℃～+50℃）、コンクリート構造では基準温度±15℃（断面の最小寸法が 700mm
以上の場合は±10℃としてもよい）としている。 
日射の影響を受ける上部の床版部分と日陰部の橋げたなど部材各部における相対的な
温度差としては、鋼構造においては 15℃、コンクリート床版を有する鋼げた橋では 10℃
（コンクリート床版と鋼げたの温度差）、コンクリート構造では 5℃（床版とその他の部分
の温度差）としている。ただし、床版、その他の部分それぞれについて温度は一定である
として応力、変形を算定することを前提としているので、それぞれの部分について平均的
な温度を考えており、床版の上部表面（もっとも温度が高い）と橋げたの下部（もっとも
温度が低い）の温度差が上記の温度差になっていると仮定しているわけではない。 
 
表 1.4.3 対象構造物と温度変化 4) 
対象構造物 部材全体の温度変化 部材各部の相対的
な温度差 
鋼構造の橋 -10℃～+50℃ 
（寒冷な地域においては 
-30℃～+50℃） 
15℃ 
コンクリート床版と鋼げた橋 
 
 10℃ 
コンクリート構造の橋 基準温度±15℃ 
（断面の最小寸法が700mm以
上の場合は±10℃） 
5℃ 
 
鋼構造の場合の荷重の組み合わせと許容応力度の割り増し係数は表 1.4.4 のようになっ
ている。荷重及び許容応力度の体系が異なるので、そのまま建築に適用できるわけではな
いことに注意する必要がある。 
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表 1.4.4 荷重の組合せと許容応力度の割増し係数 4) 
荷重の組合せ 許容応力度の割
増し係数 
主荷重（P）+主荷重に相当する特殊荷重（PP） 1.00 
主荷重（P）+主荷重に相当する特殊荷重（PP）+温度変化の影響(T) 1.15 
主荷重（P）+主荷重に相当する特殊荷重（PP）+風荷重(W) 1.25 
主荷重（P）+主荷重に相当する特殊荷重（PP）+温度変化の影響(T) 
+風荷重（W） 
1.35 
 
e. BS 5400 Steel, concrete and composite bridges: PART 2. Specification for loads: 
2006 31) 
British Standards Institution による橋梁の設計に関する基準。道路橋示方書・同解説
と同じく、部材の平均的な温度と部材内の温度分布についてそれぞれ算定基準が与えられ
ている。 
まずイギリス全土について再現期間 120 年に対する最高外気温と最低外気温が等高線
分布で与えられている。当該建設地の最高、最低外気温が分かると部材温度は橋の構造種
別毎（鋼橋、コンクリート床版と鋼製けたの橋、コンクリート構造の橋）に外気温に対応
する形で与えられている。例えばロンドンの最高外気温は同基準に掲載の等高線図
（Figure 8 Isotherms of maximum shade air temperature）から 37℃と読み取ることが
できる。一方、表(Table 11 Maximum effective bridge temperature)では外気温 37℃に相
当する構造体温度として、鋼製橋の場合 51℃、コンクリート構造の橋では 36℃、と定義
されている。最低温度についても同様に最低外気温－12℃に対して鋼製橋の場合－14℃
（放射冷却を考慮して外気温より低い値となっている）、コンクリート構造の橋では－7℃、
と定義されている。「基準温度」としては、橋梁が固定されたときの温度を用いるものと
されている。 
部材内の温度差として橋梁断面の高さ方向の温度差分布が与えられている。鋼製橋では
最高温度時には上下部の温度差は 24℃となっているのに対しコンクリート構造の橋では
13.5℃の差（けたの成が 800mm 以上の場合）となっている（最も温度の低いのは中間の
ウエブ部分）。 
 
f. American Concrete Institute: ACI 349-13 Code Requirements for Nuclear 
Safety-Related Concrete Structures, June 201466) 
通常運転時の温度応力 T0と事故時の温度応力 Taについてそれぞれ他の荷重による応力
との組合せが示されている。T0 は固定荷重等常時作用する荷重と同等の荷重係数（1.2）
が与えられている。 
  
 
 
39 
1.4.5 既往の研究のまとめと残された課題 
  
 外気温に関しては、荷重指針 3)において国内の主要都市における最低、最高温度の確率
分布が整理されており、再現期間 100 年に対する値として示されている。 
 鋼構造物の鋼材温度の実測からは、日陰部分において鋼材温度はほぼ外気温と等しいこ
とがわかっている。また、日射部において鋼材温度や外装材温度が上昇することも実測さ
れている。設計に反映するためには日射による温度上昇効果を定式化し、簡易な方法で構
造体温度を推定する方法を開発する必要がある。 
 鉄筋コンクリート造建物についても温度変化による変形が実測されており、外気温変化
から計算した変形に対し実際の変形が小さい（0.6～0.9 倍）関係がわかっている。薄い鉄
板で構成される鋼構造部材と異なり、鉄筋コンクリート部材は断面が大きく熱伝導に時間
がかかることから、外気温に対して部材温度の変化が小さい事が推測されているが、設計
に適用な形での一般化はなされていない。鉄筋コンクリート部材の温度の簡易算定法を開
発する必要がある。 
 大空間の室内温度分布については、実測例、解析例があり、一般的な傾向を知る上で参
考になる。しかし、個々の施設によって条件が異なるため、個別に解析等で温度設定を行
う必要があり、一般化は困難である。 
 鉄筋コンクリート部材の剛性、耐力については実験的な研究があり、応力が大きくなる
とひび割れ、クリープ等により剛性が低下すること、終局耐力には温度荷重が影響しない
ことがわかっている。 
 基規準において温度荷重の設定や設計法に触れているものは土木構造物に関するもの
が多く、条件の複雑な建築にそのまま適用はできない。地震等他の荷重との組合せに関し
ては土木構造物を対象とした設計式が提示されているが、建築物とは設計体系が異なるた
めそのまま適用することはできない。 
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1.5   1 章のまとめ 
 
1 章では温度変化の要因（1.2）、温度変化が建築物に与える影響（1.3）、既往の研究（1.4）
について分析した。 
建築物に温度変化を生じさせる要因としては「外気温、日射」、「内部熱源」、「コンクリ
ート硬化時の水和熱」、「火災」等がある。この内、「外気温、日射」以外の要因について
は、それぞれの分野で熱源の性質、建築物への影響、影響の緩和方法が体系的に研究され、
基準等の形で体系化されている。「外気温、日射」に関しては建築物の構造体温度の実用
的な算定法を開発する必要があり、本論文で取組む課題とした。 
建築物の部材の温度に上昇、下降などの変化が生じると、長さを膨張、収縮させる歪（自
己歪）が生じる。この変形を拘束すると拘束の剛性に応じた応力が発生する。変形はスパ
ン 100ｍの屋根梁では 5cm 程度に達することがあり、長大鉄筋コンクリート造の中間に設
けたエキスパンションの幅が１cm 以上変動する。これらの変形は建物物の地上げ材に使
用性上問題となるひび割れなどの影響を与える可能性がある。温度変化による変形を拘束
する部材がある場合、拘束部材の強度が不足すると、屋根折版では取付けボルトの破断が
生じ、構造架構においてもブレースの座屈や鉄筋コンクリートのひび割れが生じる。この
ように温度荷重は、建築物の条件（温度条件、規模、構造形式等）によっては安全性、使
用性の観点から考慮すべき荷重であることを示した。 
既往の文献は気温、構造体温度、温度応力、温度変化時の部材耐力、基規準に分類して
分析した。気温については気象データを用いた極値分布への当てはめが行われており、全
国主要都市において再現期間に応じた最高、最低気温が得られている。鋼構造部材の温度
実測例からは日陰部の鋼板温度は外気温と等しいとみなしてよいことがわかっている。日
射部においては 20℃近い温度上昇が観測されているが、温度上昇量を定量的に評価する
手法を確立することが課題として残っている。アトリウム等の大空間内の気温分布につい
て実測例と解析例を調査した結果、上下方向に大きい時は 20℃近い温度差が生じること
がわかったが、建物ごとに条件が異なり、一般化することは困難であり、個別に解析等で
温度設定する必要があると考えられる。温度応力の算定法では鉄筋コンクリート造におい
て長期的に温度応力が作用する場合においてはクリープの影響があることが指摘されて
いる。また、温度変化時の部材の耐力に関する研究では終局耐力に温度応力が影響しない
ことが実験的にも検証されているが、鉄筋コンクリート造では温度応力によるひび割れが
剛性低下をもたらすことがわかっている。 
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第 2 章 温度荷重を考慮した建築物の設計  
  現状と課題 
2.1 目的 
 
 この章では温度荷重に対する設計の現状を調査し、課題を抽出する。まず、設計の流れ
に従って設計の各ステップにおいて設計者に提供されている情報を整理し、課題を抽出す
る。次に、設計者に対して行ったアンケートから実際の建物の設計において何が問題にな
っているかを分析する。 
 なお、課題の内、「荷重レベル（再現期間）とクライテリアの関係」、「繰返し荷重に対
する疲労の検討」についてはこの章で検討、考察を試みる。 
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2.2 温度荷重を考慮した建築物の設計の流れ 
 
2.2.1 設計のフロー 
 
 図 2.2.1 に温度荷重を考慮した設計のフローを示す（文献 1）より引用）。 
設計は要求性能の把握から始まり、応力と変形が目標性能を満たしているかを確認する
ことで終わる。通常の設計と特に異なるのは「温度荷重に対する設計の要否」、「温度条件
の設定」、「構造体温度の算定」のステップが付加されている点である。 
以下の節では、このフローの各ステップについて現状どのような設計が行われているか
を分析し、課題を抽出する。 
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ＳＴＡＲＴ 
目標性能・クライテリアの設定 
必要 
要求性能の把握 
終了 
ＮＧ 
温度条件の設定 
構造体温度の算定 
構造体の応力・変形の算定 
 
他の荷重との組み合せ 
応力・変形に対する検討 
構造架構、断面の見直し 
温度条件の見直し 
Ｏ.Ｋ 
ＥＮＤ 
図 2.2.1 温度荷重に対する設計のフロー(文献 1)に加筆） 
 
温度荷重に対する設計が 
必要かどうか 
不要 
必要 
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2.2.2 要求性能、目標性能、クライテリアの設定 
  
 温度荷重は変動しながらも常に建築物に作用している荷重である。また、積載荷重、地
震荷重等と異なり、温度変化による「自己歪」が変形、部材応力といった荷重効果の主因
となっていることも特徴である。温度荷重に対する要求性能および目標性能はこれらの温
度荷重の性質を理解した上で設定する必要がある。 
この節では、まず、温度荷重に対する要求性能、目標性能を分析する。次に、荷重のレ
ベル（再現期間等）とクライテリアに関して考察する。また、外気温、日射の変動が 1 日
を周期として繰り返されることから「疲労」に対する安全性についてスタディーを行い、
その影響について考察する。 
 
a. 温度荷重に対する要求性能、目標性能、クライテリア 
温度荷重によって生じる不具合は、建具の開閉障害や変形に伴う軋み音などのような使
用性に対する不具合と、構造骨組の損傷のように安全性に係るものの2種類に大別できる。
目標性能もこれらの不具合を防止するため使用性と安全性に分けて考える。 
 使用性に対しては日常的な温度変化に対し仕上げ材のひび割れや損傷、それらに伴う防
水性、気密性などの喪失を防止するため、主に変形制限をクライテリアとする。 
 安全性に関しては、再現期間 100 年程度に対する温度荷重に対し、構造部材の応力が許
容応力以下であることや、日常的な温度変化の繰返しに対して疲労に対する許容応力以下
に抑えること、過大な変形による仕上げ材の脱落を防止することなどがあげられる。 
 
 
目標性能 荷重 限界状態 クライテリア 
＜使用性＞ 
日常的に作用する温
度変化に対して建築
物の居住性、機能性、
美観を確保する 
日常的な温度変化に基
づき設定する 
平均的な年変動 
平均的な日変化 
平均的な日射の影
響 
美観：変形に伴う仕上げ材
鉄筋コンクリート部
材のひび割れ、損傷 
感覚：変形に伴う軋み音 
機能：扉、窓の開閉障害 
   仕上げ材の損傷、ひ
び割れによる防水
性、気密性、遮音性
の障害 
層間変形の制限 
カーテンウォール等の
変形追随性能（1/200rad
など） 
目地幅、防水シールの変
形限界（1/300rad など） 
鉄筋コンクリート壁の
ひび割れ限界（1/800rad
など） 
＜安全性＞ 
稀に生じる温度変化
に対して構造部材に
損傷を生じさせない
ことで建物の安全性
を確保する 
稀に生じる温度変化を
想定する 
再現期間 100 年に対
する温度変化 
空調機の停止によ
る温度条件の変化 
構造部材の応力が弾性限
界を超える 
部材の降伏により残留
変形が生じる 
構造部材の疲労破壊 
仕上げ材の落下 
構造部材の応力の制限 
弾性限応力以下 
繰り返し荷重に対して
疲労限界応力以下 
層間変形の制限 
仕上げ材のジョイント
の 変 形 制 限 以 下
(1/100rad など) 
表 2.2.1 温度荷重に対する目標性能(文献 1)より引用、加筆） 
 
 
 
49 
b. 荷重レベルとクライテリアに関する考察 
 外気温、日射に起因する温度荷重は 1 日を周期とした変動を繰り返しながら、1 年を周
期とした変動により夏期、冬期にピーク持つ。そのピーク荷重の大きさは再現期間が長い
ほど大きくなる。また、日常的に作用している荷重であるから、雪、風、地震といった稀
に発生する荷重時にも温度荷重が作用しているが、特に極稀に発生する地震動（いわゆる
レベル 2 地震動）に対して構造部材の降伏を許容するような場合に、温度荷重が建築物に
対しどのような作用をするかについては整理された文献はない。ここでは温度荷重のレベ
ル（再現期間）とそれに対応する目標性能、クライテリアとの関係について考察する。 
 図 2.2.2 は札幌における温度荷重、雪荷重、風荷重の年最大値(1961 年～2013 年)と再現
期間との関係をグンベルの確率紙を用いてプロットしたものである。各荷重は下記に示す
方法で計算し、それぞれ再現期間 100 年に対する値が 1.0 になるように基準化している。 
  
 温度荷重＝max(年最高気温－基準温度、基準温度－年最低温度)  （2.2.1） 
  基準温度＝年平均気温（8.6℃） 
 雪荷重＝年最大積雪深・等価単位積雪重量 3)    （2.2.2） 
  
風荷重＝年最大風速 2       （2.2.3） 
 
温度荷重は雪、風荷重に比べて再現期間に対する変動が小さい(ばらつきが小さい)こと
がわかる。仮に再現期間 100 年に対する荷重を安全性検討用荷重、年最大値の平均値を使
用性検討用荷重とすると、使用性検討用荷重の安全性検討用荷重に対する比は、雪荷重で
は 0.628、風荷重では 0.557 であるのに対し、温度荷重では 0.789 と大きい。 
部材応力の安全性に対するクライテリアとして短期許容応力度を用いた場合、使用性検
討荷重に対しては長期許容応力度(短期許容応力度の 2/3 と仮定)を超えることになる。こ
のことから温度荷重を長期荷重として扱う設計も行われている 6)。また、日常的に繰返し
発生している荷重に対し、しかるべき安全率を設定するべきであるという考え方もあるだ
ろう。しかし、長期許容応力度は長期的に作用する荷重に対し、クリープ等による変形の
増大を防止する目的から便法的に定められた面もある。使用性に関する目標性能は主に変
形を制限することで満足できると考えられるので、温度荷重による変形を確認することが
より本質的な検討になると考えられる。繰返し荷重に対する検討は別途行う。 
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c. 極稀に発生する（レベル 2 荷重）に対する設計の考え方 
 極稀に発生する温度荷重に対する設計に関して考察する。 
 図 2.2.2 において温度荷重年最大値の上位 1/3（18 データ）の直線近似を行い、直線の
延長上で再現期間 500 年に対する温度荷重を算定すると、再現期間 100 年に対する値に対
して 1.073 倍となり増分は 10％以下である。再現期間 100 年に対する温度荷重に対して
部材の応力度が短期許容応力度以下となっていれば、再現期間 500 年に対する荷重に対し
ては部材の一部が降伏することはあっても建物の倒壊、崩壊に至ることはないと考えられ
る。 
 次に、極稀に発生する雪、風、地震荷重等と、温度荷重とが組み合わされる場合につい
て考える。通常の設計において、このレベル（レベル 2）の荷重に対しては、部材の降伏
が許容され、クライテリアとしては「倒壊、崩壊に至らないこと」とされる。部材が降伏
した状態では架構の剛性が低下し、温度変形に対する拘束が減少するため、温度応力は減
少する。また、温度応力のような自己歪応力は架構の終局耐力には影響しないことが知ら
れている 4)。一方、温度応力の影響で部材の剛性が低下し、降伏も早まるので、変形は増
大傾向にあり、変形の検討の際に温度荷重の影響を考慮する必要がある。 
 
図 2.2.2 温度、雪、風荷重の年最大値の分布（札幌、1961～2013年） 
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0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
-2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0
基準化荷重
基準化雪荷重
基準化風荷重
基準化温度荷重
再現期間（年）5 10 50 100 500
基準化変数
（-LN（-LN（F（ｘ）））
温度荷重平年値
0.789
雪荷重平年値
0.628
風荷重平年値
0.557
温度荷重500年
1.073
 
 
51 
d. 繰り返し荷重に対する疲労の検討 
外気温、日射を原因とする温度変化は 1 日を周期とした変動が繰り返されるため、建築
物の供用期間中の日数だけ温度荷重が繰り返し作用することになる。このような繰り返し
荷重により疲労破壊が生じるかどうかを検討する。 
「鋼構造物の疲労設計指針・同解説」7)に準拠して、鋼構造部材の疲労を検討する。使
用期間は100年とし、繰返し回数365×100＝36500回に対する疲労最大応力を計算する。
部材応力の最大値が疲労最大応力以下であれば疲労破壊は生じないと判断する。 
指針によれば繰返し応力範囲⊿σと疲労寿命 N（疲労限界状態に至るまでの応力の繰返
し数）との関係は次式で与えられる曲線となる（図 2.2.3）。 
 
  ∆𝜎𝑚 ∙ 𝑁 = 𝐶0        (2.2.4) 
    𝐶0   ∶継手の等級により定まる定数、𝐶0 = 2 × 106 ∙ ∆𝜎𝑓𝑚  
 ∆𝜎𝑓 ：2 × 106回基本疲労強度(𝑁/𝑚𝑚2) 
    m ：疲労設計曲線の傾きを表すための定数 
 
検討対象として、梁端部フランジ溶接継手（完全溶け込み溶接）を考える。指針表 3.4
より強度等級は D となり、2×106回基本疲労強度⊿σfは 100N／mm2となる。また、「直
応力を受ける継手」に相当するので疲労曲線の傾きを表す指数 m は 3 となる。以上の値
を(2.2.4)式に代入すると C0は下記の値をとる。 
 
(2.2.5) 
 
応力振幅が一定でない場合は、応力振幅⊿σi 毎に頻度ｎi をその振幅に対する疲労寿命
Ni で除した疲労損傷比 ni/Ni を算出し、その合計 D（累積疲労損傷比）が 1 となった時、
疲労破壊が生じるとする。 
 
  𝐷 = ∑�𝑛𝑖
𝑁𝑖
�        (2.2.6) 
 
ここで、応力振幅⊿σiは日毎の温度荷重⊿Ti（基準温度と日最高または最低気温との差
の内絶対値の大きい値）に比例するものとし、比例定数αを用いて次式で表す。 
 
  ∆𝜎𝑖 = 𝛼 ∙ ∆𝑇𝑖       (2.2.7) 
 
(2.2.4)式に(2.2.7)式を代入して温度荷重⊿Tiに対する疲労寿命 Ni を求める。 
 
 (2.2.8) 
𝐶0 = ∆𝜎𝑚 ∙ 𝑁 = 1003 ∙ 2 ∙ 106 = 2 ∙ 1012 
𝑁𝑖 = 𝐶0∆𝜎𝑖𝑚 = 𝐶0(𝛼∆𝑇𝑖)𝑚 = 𝐶0𝛼𝑚∆𝑇𝑖𝑚 
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(2.2.6)式に(2.2.8)式を代入して温度差⊿Ti の分布に対する累積損傷比 D を求める。Ni
は日毎に求めるものとし、ni=1 とする。 
 
(2.2.9) 
 
東京における 1961 年～2013 年までの 53 年間の日毎の最高、最低気温を用いて日毎の
温度荷重⊿Tiを求める。基準温度としては年平均気温、夏期平均気温（月平均気温の最大
値）、冬期平均気温（月平均気温の最小値）の 3 ケースを考える。⊿Ti の発生頻度分布を
図 2.2.4 に示す。 
(2.2.9)式に⊿Ti を代入し、D=1.0(疲労限界)となる比例係数αを求める。⊿Ti は 53 年間
のデータであるが建物の供用期間（指針では「設計寿命」）を 100 年と仮定し、発生頻度
を 100/53 に割り増す。 
 
(2.2.10)  
 
疲労限界に対する応力度はαに再現期間 100年に対する温度荷重⊿Tを乗じた値とする
（表 2.2.2）。疲労限界応力度は鋼構造建物に一般的に用いられる鋼材の中で強度が高い
SN490B の引張降伏応力度 325 N/mm2より大きく、温度荷重による部材応力度を引張降
伏応力度以下に抑えれば疲労破壊は生じないと考えられる。 
ただし、この検討は鋼材が降伏しないことを前提としており、また継手の形式によって
は疲労強度が低下することも考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 2.2.3 疲労曲線（文献 7）より引用） 
𝐷 = 𝛴 � 1
𝑁𝑖
� = 𝛼𝑚
𝐶0
𝛴∆𝑇𝑖
𝑚 
𝛼𝑚 = 53100 ∙ 𝐶0𝛴𝛥𝑇𝑖m 
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基準温度 年平均 夏期平均 冬期平均 
疲労最大応力(N/mm2) 743 680 721 
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図 2.2.4 基準温度からの温度差毎の発生日数（東京、1961～2013年） 
表 2.2.2 供用期間 100年に対する疲労最大応力 
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2.2.3 温度荷重に対する設計の要否判断 
 
構造体が室内にあり外気温、日射の影響を受けにくい場合や、建物長さが短い場合など
温度荷重が建築物に及ぼす影響が小さい場合も少なくない。そこで、具体的な設計作業を
始める前に「温度荷重に対する設計を行うべきか」を簡易に判断することが必要とされる。 
文献 2)は設計温度変化に対して許容される建物長さの限界値を建物の形状（整形、不整
形）、構造種別（鉄骨造、鉄筋コンクリート造）ごとに示している。考慮する温度変化量
が大きくなる程、建物長さを短く制限している。 
一方、温度変化により生じる歪を完全に拘束した場合に生じる応力は、部材長さの影響
を受けない。また、温度応力が小さくても、後述する「荷重組合せ」を考えた場合には温
度応力によるわずかな増分により許容応力を超えることも考えられる。 
そこで本論文では、温度変化による変形、応力を簡易に推定する手法を示し、温度荷重
を考慮した設計を行うかどうかの判断の材料として提供する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 2.2.5 温度荷重に対して許容される建物長さ(文献 2)より引用） 
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a. 温度荷重による変形の推定手法 
 ここでは、平屋建物を対象に屋根梁の伸び出しにより生じる建物端部における層間変形
角（図 2.2.6 の⊿L/2h）を推定する。梁部材に温度変化⊿T が生じた場合の梁の長さ変化
⊿L は線膨張係数をαとすると下式となる。 
 
(2.2.11) 
 
 梁が建物の両側に均等に伸び出すとすると、建物端部における層間変形角は下式となる。 
 
 (2.2.12) 
 
図 2.2.7 に L/h と層間変形角の関係を示した。代表的な例として外気温による温度変化
30℃（夏期最高気温 40℃－基準温度（冬期）10℃）の場合と日射による温度上昇を勘案
して 45℃とした場合について示している。線膨張係数αは 1.0×10-5 (1/℃)とした。 
 参考として層間変形角のクライテリアの例として下記の値を併記した。 
 
1/200：レベル 1 地震に対する構造骨組の変形制限 
1/300：外壁防水シールの変形限界 
1/800：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ壁のひび割れ限界 
 
層間変形角のクライテリアとしては、温度荷重の再現期間に対する変化が小さいため再
現期間 100 年に対する温度荷重に近い値が毎年作用することを勘案して、使用限界状態
（1/300 程度）を想定すべきである。 
横軸には階高 h の例として 3m（住宅を想定）、6m（倉庫、工場を想定）とした場合の
建物長さ L を併記した。クライテリアとして層間変形角 1/300 を採用した場合、日射の影
響がある場合には住宅で 37m、倉庫、工場では 74m が温度荷重を設計上考慮すべき建物
長さとなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
∆𝐿 =  α ∙ ⊿𝑇 ∙ 𝐿2 
∆𝐿
2ℎ
=  α ∙ ⊿𝑇 ∙ 𝐿2 ∙ 1ℎ = α ∙ ⊿𝑇 ∙ 𝐿2ℎ 
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h ⊿L/2h 
図 2.2.6 平屋建築物の屋根梁の温度変形 
 
図 2.2.7 平屋建築物の相関変形角と L/h の関係 
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b. 温度荷重による拘束応力の推定手法 
温度荷重による拘束応力を推定する手法を示す。両端が固定された梁に温度変化⊿T が
生じた場合の軸力 P0 は、梁の断面積 A、ﾔﾝｸﾞ係数 E、線膨張係数αを用い下式で表わさ
れる。 
 
𝑃0 = 𝐸𝐸𝛼𝛥𝑇       (2.2.13) 
 
上式より両端が固定された梁の拘束軸力は長さに無関係である。実際には拘束部材も剛
性を持つので、拘束応力は低減される。梁の軸力の軸変形に対する剛性を KG、拘束材（例
えばブレース）の水平力の水平変形に対する剛性を KB とすると拘束応力 P は下式で表す
ことができる。
𝐾𝐵
2𝐾𝐺+𝐾𝐵
は両端固定時の応力に対する低減係数であり、図 2.2.8 のように表
され
𝐾𝐵
𝐾𝐺
が大きくなる程、小さくなる。例えば、梁長さ LG（＝建物長さ）が長くなると KG
が小さくなるため拘束応力は大きくなる。 
 
 𝑃 = 𝑃0 𝐾𝐵2𝐾𝐺 + 𝐾𝐵                     (2.2.14)  
       
 KB：ブレースの水平剛性 KB＝EABcos3θ/LB 
 AB：ブレースの断面積 
 θ：ブレースの水平面からの角度 
 LB：ブレースの水平長さ 
 KG：梁の軸剛性 KG=EAG/LG 
 AG：梁の断面積 
 LG：梁の長さ 
 
 拘束部材にはいわゆる「引張ブレース」が圧縮材となっている場合もある。圧縮耐力を
期待しない引張ブレースではあるが、座屈により外観が損なわれる他、内外壁等の仕上げ
材に損傷を与えることがあるので配慮する必要がある。 
 温度荷重による応力のみではなく、他の荷重と組合せた応力が過大にならないかどうか
も考慮する必要がある。組合せ応力については 4 章で検討する。 
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図 2.2.8 拘束応力の低減係数 
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2.2.4 温度条件の設定 
 
構造体の温度変化の要因としては外気温、日射、地中温度、室内温度の他、冷凍倉庫な
どの特殊な内部熱源がある。ここでは日本建築学会建築物荷重指針 3)に示されたデータを
抜粋して概要を示す。 
 
a. 外気温度 
 荷重指針 3)では我が国の代表的な 56 地点について 1961 年から 2012 年までの 52 年間
の気象データに基づいて再現期間 100 年に対する値を算出している。図 2.2.9 はそれらを
過去の観測記録の最高、最低値との比較で示したものである。ここで年最高気温について
は地点による差が小さいのに対し年最低気温は那覇の 6.4℃と札幌の-20.9℃とで 27.3℃
の差がある。温度荷重とは温度変化であるので沖縄よりも札幌の方が大きいことになる。 
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図 2.2.9 気象庁データ(1961 年～2012 年)による年最高・最低温度の再現期間 100 年
に対する値(文献 3)より引用） 
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b. 日射 
日射は部材表面で吸収されることで熱に変わり、部材温度を上昇させる。雲のない晴
天時の日射量は場所（緯度）と季節および時刻が決まればほぼ同じ値となることから、文
献 3)は大気圏外の法線面日射量 1367W/m2に対してエアロゾルによる散乱、水蒸気による
吸収量を仮定して理論的に求めた日射量を設計上の基本値として与えている。夏期におけ
る日平均日射量および日最大日射量の例を図 2.2.10 に示す。ここで、日平均日射量とは一
日の総日射量を 24 時間で除した値である。 
温度荷重に対する設計においては、構造部材が日射を受けた場合にどのように温度上昇
するかが問題となる。この課題に対しては 3 章において詳細に検討することとする。 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
日平均日射量基本値（夏期） 日最大日射量基本値（夏期） 
0
50
100
150
200
250
300
350
20 25 30 35 40 45 50
緯度 [°N]
日
平
均
日
射
量
 [W
/m
2 ]
N
NE,NW
E,W
H
S
SE,SW
0
100
200
300
400
500
600
700
800
900
1000
1100
20 25 30 35 40 45 50
緯度 [°N]
日
最
大
日
射
量
 [W
/m
2 ]
N
NE,NW
E,W
H
S
SE,SW
図 2.2.10 日射量の基本値(文献 3)より引用） 
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c. 地中温度 
地中温度は外気温や日射の影響を受け変化しているが、変化の度合いは地上からの深さ
が深くなるほど小さくなる。日変化の影響深さは 0.5ｍ程度、年変化は 10ｍ程度と考えら
れている。10ｍ以深の地中温度は年平均気温に等しくなると言われている。 
図2.2.11は半無限個体理論解により周期を1年として計算された地中温度分布の例であ
る。ここでは地表面における温度振幅を 15.75℃、平均温度を 14.35℃、温度伝播率を
0.0018m2/hとしている。地中の温度の年間の変動幅は深くなる程小さくなる傾向があり、
深さが 10m を超えると年間を通してほぼ一定温度となっている。また、深くなる程地表
面との時間のずれが生じていることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 2.2.11 半無限個体理論解の例 (文献 3)より引用） 
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d. 室内温度 
室内温度は建築物の温度条件を考える上で、外気温、日射と同様重要な要素である。空
調時の室内温度の目安としては表 2.2.3 等がある。 
 
表 2.2.3 空調時の室内温度 
 
 夏期 中間期 冬期 
一般建築物（事務所等） 26～28 ℃ 24 ℃ 19～22 ℃ 
一般建築物（許容値）* 28 ℃ - 17 ℃ 
学校（推奨値）** 28 ℃ - 18 ℃ 
学校（許容値）** 30 ℃ - 10 ℃ 
工業用建築物（工場など） 28 ℃ 24 ℃ 20 ℃ 
    * 建築物衛生法 ** 学校環境衛生の基準 
 
一方、建築物の安全性を検討する際には夏、冬の長期休暇時に空調が停止した状態が最
も厳しい温度条件となる場合がある。 
また、1.4.1 節で紹介したように、アトリウム、体育館などの大空間においては、室内
温度は均一ではなく、床面からの高さが高いほど気温が高くなる傾向がある。 
 
e. 基準温度 
温度荷重による荷重効果（変形、応力）は部材の温度変化に起因している。荷重効果が
生じていない状態、すなわち温度変化がない状態の温度を「基準温度」と呼ぶ。基準温度
は構造体の建設時の温度に相当する。設計時点で建設時期が想定できる場合もあるが、工
程がずれることも予想してある程度幅を持った基準温度の設定を行うことが望ましい。 
図 2.2.12 は東京における 1 年の外気温の変化を示したものである。構造体の構築に必要
な時間を 1 ヶ月と仮定し、月平均気温を基準温度とすると夏期、冬期及び中間期（年平均）
を仮定した基準温度は下記のような値となる。 
 
年平均気温    16.0℃ 
夏期平均気温：月平均気温の最大値 27.3℃ 
冬期平均気温：月平均気温の最低値  5.6℃ 
 
基準温度の幅 27.3―5.6=21.7℃は、年間の気温の変動幅（再現期間 100 年に対する最高、
最低気温の差とすると 45.9℃）の約半分であり、基準温度の設定が温度荷重に大きな影響
があることがわかる。 
実現象に置き換えて考えてみる。多雪地域では冬期の建設が困難であるため、構造体の
建設が夏期となることが多いので基準温度として夏期平均気温を考えると、温度荷重が最
大となるのは冬期に最低気温を記録する時となる。逆に、冬期に建設された建築物は夏期
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の最高気温の時に最も大きな温度荷重が作用することになる。 
このように基準温度（建設時温度）は温度荷重に対して大きな影響を持つが、その設定
方法に関して研究した文献や基準等はない。また、建設期間が長い大規模建築物において
は部位ごとに構造体の建設時期が異なるが、そのことが温度応力、変形にどのように影響
するか検討しておく必要がある。今後の検討課題である。 
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図 2.2.12 外気温の年変化(東京、2004 年)と基準温度 
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2.2.5 温度荷重に対する設計 
 
a. 構造体温度の算定 
温度条件等を用いて構造体の温度を算定する。日陰部の鋼材の温度はほぼ外気温と等し
いことが知られている。一方、日射を受ける部材の温度や、ある程度の断面の大きさがあ
り温度の伝達過程を時間的に解析する必要がある鉄筋コンクリート部材の場合には、FEM
解析などによる「精算法」以外の方法がなく、簡易に推定する手法の開発が必要である。 
 
b. 構造体の応力、変形の算定 
構造体温度（温度変化量）を用いて応力と変形を計算する。構造体が弾性範囲にある場
合には、温度応力解析は自己歪を仮定した解析ができる解析プログラムで容易に算定でき
る。 
基礎の固定度の有無は応力、変形に対する影響が大きいが、1 章で紹介した実測例など
では基礎梁の伸縮も観測されているので、基礎梁の温度、剛性を適切に考慮することが望
ましい。 
鉄筋コンクリート構造の場合、日平均気温の１年を周期とした変動のように長期間作用
する荷重に対しては、クリープによる応力緩和（剛性低下）を考慮することができる。 
主な建築材料の線膨張係数を下記に示す。鋼材とコンクリートとの線膨張係数がほぼ等
しいことは鉄筋コンクリート構造が成立する重要な条件であることはよく知られている。
ステンレス鋼、アルミニウムの線膨張係数は鋼材、コンクリートよりも大きいため、温度
変形の差について設計上の配慮が必要である。木材の繊維方向の線膨張係数は鋼材、コン
クリートの半分程度である。 
 
表 2.2.4 主な建築材料の 20℃(293K)における線膨張係数 5) 
 
 線膨張係数 ×10-6K-1 
鉄 11.8 
炭素鋼 10.7  
コンクリート 7-14 
ステンレス鋼（18Cr,8Ni） 14.7 
アルミニウム 23.1 
銅 16.5 
木材（繊維方向） 3-6 
木材（繊維直交方向） 35-60 
ガラス 8-10 
花コウ岩 4-10 
レンガ 3-10 
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c. 応力、変形に対する検討、荷重組合せ 
算定された応力に対し、部材の設計を行う。なお、温度応力は自己歪応力であり、温度
変化が生じる部材の断面積や拘束部材の剛性の影響を受けるため、部材断面を変更する場
合には再解析が必要になる。設計用応力には他の荷重との組合せを考慮する。荷重の組合
せに関しては 4 章で扱う。 
温度荷重に対する変形がクライテリアを満足することを確認する。必要に応じ、変形に
ついても荷重組合せを考慮する。 
 
d. 温度荷重の影響を緩和する対策 
計画時点において、あるいは、算定した応力、変形がクライテリアに収まらない場合は
構造架構の強度、剛性を増大させるだけでなく、下記の方法等によって温度荷重の影響を
緩和することを検討する。 
① 構造部材の温度変化を小さくする。具体的には日射を遮断したり、断熱材を施した
りすることにより外部からの熱の伝達を減らす等。 
② 建築物の長さを短くする。長大建物の場合はエキスパンションジョイントを設けて
構造的に分割し、個々の建物の長さを短くする。ただし、エキスパンションジョイ
ント部分は両側の架構の変形が集中するので変形に追随できるディテールを用いる。 
③ ブレース、耐震壁など温度変形を拘束する部材に作用する応力が過大となる場合に
は、拘束部材を無くすか、拘束部材の位置を温度変形が小さい建物内側に変更する。 
④ 内外装材の損傷を防止するため材料やジョイント部に変形に追随性のよいものを選
択する。 
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2.3 温度荷重に対する設計の現状に関する調査 
 
2.3.1 目的 
  
 温度荷重に対する建築物の設計に関しては、他の荷重のように法規や設計規準が十分に
整備されていないのが現状である。このような状態において、設計者はどのような建物の
設計に対して温度荷重を考慮しているか。温度条件やクライテリアはどのように設定した
か。設計を進める上で、どのような情報が不足していているかをアンケート形式で調査し
た。調査結果を分析し本研究が取組むべき課題の抽出を行う。 
 
2.3.2 アンケートの概要 
 
 温度荷重に対する設計がどのように行われているか、その現状と課題を把握するため
に構造設計者に対してアンケート調査を行った。アンケートは、日本建築学会荷重運営委
員会積載荷重小委員会（当時は、積載荷重小委員会の温度荷重ＷＧとして活動していた）
名で 1994 年 2 月に発送し、3 月に回収した。送付先は設計事務所 56 社、建設会社 49 社
で、32 社からのべ 56 件の回答を得た。 
 アンケートの主な質問は設計者が行った温度荷重に対する設計例に関するものである。
アンケートを通して、2.2 で示した設計の流れが実際にどのように行われているか、各ス
テップにおいてどのような問題意識で何を判断基準とし、どのような設計を行ったかを明
らかにする。アンケートの後半では温度荷重に対する設計を行う際にどのような問題点が
あるか、不足している情報は何か、今後の研究に期待することも含めて聞いた。 
 温度荷重 WG で回答を集計し、文献 6)にまとめている。以下、文献 6)の集計結果を引用
して分析を加える。 
以下にアンケートの概要を示す。 
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実施時期 アンケート発送 1994 年 2 月 
  アンケート回収 1994 年 3 月末 
対象  設計事務所 56 社 
  建設会社 49 社 
  合計  105 社 
回答数 設計事務所 20 社（36％）、29 件 
  建設会社 12 社（24％）、27 件 
  合計  32 社（30％）、56 件 
質問項目 温度荷重を考慮した設計例について 
   所在地、用途、規模、構造種別 
   想定した不具合 
   温度荷重を考慮した理由 
   温度荷重発生時期 
   基準温度、最低、最高温度 
   想定した部位、応力と変形の計算方法 
   荷重組合せ 
   クライテリア 
   設計上の配慮 
  荷重指針に期待すること 
  自由意見 
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図 2.3.1 a 温度荷重に関するアンケート 
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図 2.3.1 b 温度荷重に関するアンケート 
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図 2.3.1 c 温度荷重に関するアンケート 
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図 2.3.1 d 温度荷重に関するアンケート 
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2.3.3 設計例に関する分析 
 
アンケートでは温度荷重を考慮して設計した建築物について質問している。回答された
設計例に関し分析を行う。 
 
a．用途、規模、構造種別と温度荷重の要因 
建築物の用途はスポーツ施設、 ハンガー（ 旅客機の格納庫）、 アト リ ウム、 工場、 展示
場など建物長さが長いものと、 貯蔵庫、 サイロ、 発電所、 水槽など熱源が内在するものに
大別され、 前者は主に鉄骨造、 後者は主に鉄筋コンクリート 造であった(図 2.3.2)。  
構造種別で見ると鉄骨造が 64％を占め、 コンクリート 系建物（ 鉄筋コンクリート 造、
鉄骨鉄筋コンクリート 造） が 32％と鉄骨造の半分であった(図 2.3.3)。  
構造種別ごとに建築物の規模（ 長さ ） を分類すると 、 鉄骨造では 150～200ｍが最も多
く 、 鉄筋コンクリート 造ではほとんどの建物が 100ｍ以下であった(表 2.3.1)。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3.2 用途による分類 6) 
 
図 2.3.3 構造種別による分類 6) 
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構造体が置かれている温度環境に関しては「 外気にさらされている」 が 59％と最も多
く 、 次いで「 熱源がある」 が 19％であった。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の、建築物の用途、 構造種別、 規模、 温度変化の要因の 4種類の項目には相関があ
り 、 2つのグループに種類に大別できる（ 表 2.3.3）。１ つはスポース施設、 格納庫、工場、
展示場などの長大建物であり 、構造種別は鉄骨造で、温度荷重の要因は気温の変化である。
もう 一つの分類は貯蔵庫、 サイロ、 発電所など内部に熱源を持つ建物であり 、 建物長さは
100ｍ以下と短く 、 構造種別は鉄筋コンクリート 造である。  
 
  
 
用途 規模（ 長辺長さ ）  温度荷重を考慮し
た理由 
構造種別 
ｽﾎﾟ ｰﾂ施設、 航空機ﾊﾝｶﾞ
、ｰ ｱﾄﾘｳﾑ、 工場、 倉庫、展
示場、 ｱｰ ｹｰ ﾄﾞ 等 
建物長さ 100ｍ以上
が 63％( 22 棟)  
外気温の変動の影
響を受ける  
鉄骨造 
35 件 
貯蔵庫、 ｻｲﾛ、 発電所 建物長さ 100ｍ未満
が 67％( 10 棟)  
内部熱源により 建
物に温度差が生じ
る  
鉄筋ｺﾝｸﾘ ﾄｰ造 
15 件 
 
  
表 2.3.1 建築物の規模（長さ）6) 
 
表 2.3.3 建物概要の分析 
表 2.3.2 構造体が置かれている温度環境 6) 
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b．想定した不具合 
設計者は温度荷重により どのよう な不具合が生じる可能性があると考えたかを選択形
式で聞いた。 事象毎の回答件数の比率を構造種別別に図 2.3.4に示す。  
鋼構造では、「 梁の座屈」、「 柱、 梁の曲げ降伏」、「 ブレースの座屈・ 破断」 と構造安全
性に係る不具合が 61％を占める。 これは、 必ずしも「 温度荷重により部材の降伏、 座屈
の発生する可能性が高い」 という 意味ではなく （ そのよう な事象が報告されたケースは少
ない）、「 降伏、 座屈を起こさないよう に部材応力のチェ ッ クを行った」 という 趣旨である
と解釈する。  
鉄筋コンクリート 造においては約半数がひび割れによる不具合を想定している。これは
屋根などの梁が温度変化により 伸縮する際に梁の下階にある鉄筋コンクリ ート 壁に強制
的に剪断変形が生じ、 ひび割れが発生するといった事象や、サイロなどの内部熱源により
鉄筋コンクリ ート の壁体が膨張する際に生じるフープテンショ ンによるひび割れなどを
想定しているものと考えられる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3.4 設計者が想定した不具合 6) 
 
 
鋼構造で想定した不具合 
 
 
鉄筋コンクリート造（SRC 造を含む）で想定した不具合 
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c. 温度荷重の設定 
表 2.3.4 に温度変化が発生する期間に関するアンケート 結果を季節変動、 日間変動など
5 種類に分類して構造種別ごとに示す。 鉄骨造（ Ｓ造） では夏期と冬期の気温差を考える
場合が半分程度を占め、 他は日間変動、 鉄骨建方時の温度変化を対象としたものである。
鉄筋コンクリート 造でも夏期と冬期の温度変化が約半数を占めるが、残りの半分の「 常時」
あるのは内部熱源による温度変化である。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
温度荷重を「 基準温度」（ 温度荷重が 0 であると考えられる時の温度、 建設時の温度に
相当する） と最大の温度変化を生じた時（ 夏期の最高温度、 冬期の最低温度等） の温度と
いう 観点から質問した。  
図 2.3.5に設計者が想定した基準温度を集計して示す。回答のあった 20件の内、半数の
10 件は 15～20℃の範囲にある。 この温度は北海道、 東北、 沖縄を除く 地域での年平均気
温（ 東京： 15.4℃、 鹿児島： 18.6℃等） に相当することから、 設計者は年平均気温を基準
温度として想定していることが多いと考えられる。 しかし 、 この仮定は建設時期が冬期、
夏期となった場合は温度荷重が想定を上回る結果となるため危険である。何らかの注意喚
起が必要と考えられる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2.3.4 温度変化の発生する時期 6) 
図 2.3.5 設計例で想定されている基準温度の頻度分布 6) 
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図 2.3.6,7に設計例で想定されている最高温度、 最低温度の頻度分布を示す。  
鉄骨造では最高温度は 50℃～60℃の範囲が最も多い。 年最高気温は 40℃程度であるの
で日射による温度上昇を見込んでいるものと考えられる。最低温度は-10℃～0℃の範囲が
多く 、 年最低気温を参考に定めていると考えられる。  
鉄筋コンクリート 造、 鉄骨鉄筋コンクリート 造では、 最高温度は 30℃～40℃と 70℃以
上と 2 つの範囲で頻度が高く なっているが、前者は年最高気温に相当すると考えられ、後
者は内部熱源によるものと考えられる。 最低温度は 0℃～10℃の範囲が多く 、 年最低気温
よりは若干高めである。また、－30℃～－20℃の範囲に 2件あるのは冷凍倉庫と考えられ
る。  
構造体の温度変化量の頻度分布は図2.3.8のよう に鉄骨造では20℃～40℃の範囲が多い
が、 60℃以上の温度差を考慮しているものがあり 、内部熱源を有する建築物であると考え
られる。  
設計上考慮した構造体の温度変化と建物長さの関係を見たものが図 2.3.9 である。 長さ
250ｍを超える建物では一律 30℃の温度変化を考えている。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3.6 最高温度の頻度分布 6) 
図 2.3.7 最低温度の頻度分布 6) 
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図 2.3.9 構造体の温度変化量と建物長さの関係 6) 
図 2.3.8 構造体の温度変化量の頻度分布 6) 
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d．温度応力の計算方法 
表 2.3.5に温度応力解析時に温度荷重をどのよう に与えたかを整理した。「 平均温度」 は
部材の平均温度を部材中心に与えたもの、「 温度勾配」 とは屋根梁など屋根側と室内側で
温度差がある場合に断面内の温度勾配を与えたもの、温度解析とはＦ Ｅ Ｍ解析などで解析
した温度を入力値として採用した場合を示す。  
部材の剛性は鋼構造ではほとんどの設計例で「 弾性」 と して扱っているが、 鉄筋コンク
リート 造、 鉄骨鉄筋コンクリート 造では、約半数でひび割れやクリープの影響と思われる
剛性低下を考慮している。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
表 2.3.5 温度荷重の与え方、部材の剛性 6) 
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e．許容応力度、荷重組合せ 
設計例で考慮された許容応力度と荷重組合せの関係を表 2.3.6 に示す。 設計例のほとん
どで鉛直荷重と温度荷重との組合せを「 長期荷重」 として扱っている。 長期荷重で考慮す
る場合と短期荷重で考慮する場合とで温度荷重の大きさを変えている例も 3 件ある。地震
荷重との組合せは 22例、 風荷重との組合せは 13 例、 雪荷重との組合せは 12例あった。
地震、 風、 雪荷重との組合せに対して荷重係数 0.5 を乗じて温度荷重を低減した設計例が
１ 件あったが、 他の設計例では温度荷重に対する荷重係数（ 低減係数） は用いず単純和と
している。荷重組合せ時の温度荷重に対する荷重係数に関しては情報がないことが原因と
考えられる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
表 2.3.6 設計例で採用された荷重組合せ 6) 
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f．クライテリア、対策 
設計例で考慮された部材の応力に対するクライテリアを図 2.3.10 に示す。ほとんどが許
容応力度以下と答えており 、 一部に「 弾性限以下」 と しているものがあった。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
応力以外のクライテリアとしてはコンクリート のひび割れ幅を制限するもの、変形制限
に関するものがあった。コンクリート のひび割れ幅としては 0.1～0.3ｍｍ以下とするもの
が 6 件あった。 また相関変形を 1/200 以下に制限している例が 12 件、 長期たわみを制限
している例（ 1/500、 1/750） が 2 件あった。  
表 2.3.7 では温度荷重に対してどのよう な対策が採用されたかをまとめている。 温度荷
重に対し何らかの対策をとった例は 36 件（ 61％） あった。 部材断面を大きく したものが
最も多く 30.5％あった。 それ以外に「（ 建物長さを短く するために） エキスパンショ ンジ
ョ イント を設けた」、「 ブレースや壁の位置を温度変形が小さい位置に変更した」、「 仕上げ
材等で断熱性を向上して構造体温度の変化量を減少させた」、「 変形の大きい部材の脚部を
拘束せず滑り支承とした」 などの対策がとられている。 他の荷重に対する対策と異なり 、
断熱により荷重そのものを低減させたり 、拘束条件を緩和させたりすることで応力を低減
することができるのが温度荷重の特徴と言える。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3.10 部材応力に関するクライテリア 6) 
表 2.3.7 温度荷重に対する対策 6) 
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2.3.4 荷重指針に期待すること、自由意見 
 
設計者がどんな情報を必要としているかを把握するため、「荷重指針に期待すること」
と「自由意見」の 2 種類の質問をした。 
荷重指針に期待することとして 7 項目の選択（複数選択可）としたところ以下のような
回答が得られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、自由意見では温度荷重ＷＧへの要望として表 2.3.9 に示す回答があった。 
2 つの質問に対する回答は重複する内容が多いので、 両者を総合して７ 項目に分類し、
要望が多い順に並べた。  
 
1. 温度荷重を考慮した設計をすべきかどう かの判断基準 
2. 温度を設定するため温度データの整備 
3. 他の荷重との組合せに関する指針 
4. クライテリアの整理 
5. 応力解析方法に関する指針 
6. 不具合事例、 実測例、 対策例の収集と提示 
7. 設計例の提示 
 
これらの課題はアンケートで要望されていることからもわかるように、1993 年刊行の
旧荷重指針には網羅されていなかった。建築学会温度荷重小委員会において筆者らが順次
課題に取り組んだ結果、現在では後述するように最新の荷重指針（2015 年 2 月刊行）に
反映されているものもある。 
  
表 2.3.8 荷重指針に期待すること 6) 
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表 2.3.9 自由意見 6) 
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2.4  2 章のまとめ 
 
 2 章では温度荷重に対する設計の流れと実態を調査し、課題の抽出を行った。 
2.2 では、温度荷重に対する設計の流れをたどり、課題、不足する情報を洗い出した。 
温度荷重は再現期間による変化が小さく、再現期間 100 年に対する値に対し、使用性検
討レベルで約 0.8 倍、レベル 2(再現期間 500 年)で約 1.1 倍程度の違いしかない。従来の
設計法は「長期許容荷重」、「短期許容荷重」により間接的に過大な変形を防止して使用性
を確保する側面があったが、温度荷重に対しては要求性能に対してより直接的なクライテ
リアを設定し性能を確保する必要があると考えられる。再現期間 100 年程度の温度荷重に
対して許容応力度設計がされていればレベル 2 の温度荷重に対しては倒壊、崩壊に至るこ
とはなく、また自己歪が地震に対する保有耐力を低減させない事も明らかにした。 
温度変化が１日を周期として繰り返されることから、疲労に関する検討を行った。鋼構
造の突き合せ溶接継手に対する疲労限界応力度は SN490B 鋼材の降伏応力度より大きく、
弾性範囲では疲労による影響は小さいと考えられる。 
温度荷重に対する設計を行うかどうかを判断するために温度荷重による変形と応力の
推定方法を提案した。 
外気温、日射、地中温度等の温度条件については気象観測データや解析により情報が整
理されており、設計に用いるデータとして十分なレベルにあると考えられる。しかし、建
設時の温度である「基準温度」をどのように設定するかは定説がなく、その影響が大きい
ことからも検討が必要と考えられる。 
構造体温度の推定法は FEM 等の高度な解析による方法以外には確立された方法がない。
簡易に推定する方法の開発が必要である。 
温度荷重の影響を緩和する対策として、断熱、エキスパンションジョイント、拘束部材
の位置の変更などの対策を示した。 
2.3 では設計者に対してアンケートを実施し、実務における設計の現状を分析した。 
基準温度として年平均気温を採用しているケースが多いが、設計上は危険側の仮定とな
る可能性がある。基準温度の設定方法を確立することが必要である。 
雪、風、地震荷重と温度荷重との組合せを考慮した設計例の内、荷重係数を考慮したも
のは１例しかなく、荷重係数を適切に設定する方法を示すことが必要である。 
設計者が必要としている情報は下記の７項目であった。 
1. 温度荷重を考慮した設計をすべきかどう かの判断基準 
2. 温度を設定するため温度データの整備 
3. 他の荷重との組合せに関する指針 
4. クライテリアの整理 
5. 応力解析方法に関する指針 
6. 不具合事例、 実測例、 対策例の収集と提示 
7. 設計例の提示 
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2.5  課題の整理と本論文で取組む課題 
 
1、2 章では温度荷重の影響、既往の文献、設計の実態について検討を行った。その中
で抽出した課題を改めて整理するとともに、本論文で取組む課題について特定する。 
 
1.2 では建築物に温度変化を生じさせる要因について分類し、内部熱源等は研究の成果
に基づき基準、指針が整備されていることから、本論文では「外気温、日射による温度変
化」を対象とすることとした。 
 
1.3 では温度変化が建築物に与える影響、不具合について検討した。不具合事例では日
射による温度上昇が原因と思われるものが多く、 
① 日射の影響を評価する手法 
が必要であることが明らかとなった。 
 
1.4 では既往の研究と基規準について調査した。鉄筋コンクリート造建物に関する研究
では、実測された変形が、外気温変化から計算した変形に対して 0.6～0.9 倍程度であり、
構造体温度の変化が外気温変化より小さい事が予測された。 
② 構造体温度を簡易に評価する手法の開発 
が課題である。 
 
2.2 では設計の流れに即して課題を抽出した結果、下記の課題が明らかとなった。 
③ 荷重レベルとクライテリアの関係 
④ 繰返し返し荷重に対する疲労の考え方 
⑤ 温度荷重を考慮した設計を行うかどうかの判断基準 
⑥ 基準温度の合理的な設定方法 
 
2.3 では設計者へのアンケートを通して設計の実態を調査したところ前出の課題以外に
下記の課題が明らかになった。 
⑦ 温度を設定するための温度データの整備 
⑧ 他の荷重との組合せに関する指針 
⑨ クライテリアの整理 
⑩ 応力解析法に関する指針 
⑪ 不具合事例、実測例、対策例の収集と提示 
⑫ 設計例の提示 
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これらの課題の内、本論文では①、②、③、④、⑤、⑧、⑪、⑫を検討対象とし、以下
の章で検討結果を示す。 
 
1 章 
⑪ 不具合事例、実測例、対策例の収集と提示 
 
2 章 
③ 荷重レベルとクライテリアの関係 
④ 繰返し返し荷重に対する疲労の考え方 
⑤ 温度荷重を考慮した設計を行うかどうかの判断基準 
 
3 章 
① 日射の影響を評価する手法 
② 構造体温度を簡易に評価する手法の開発 
 
4 章 
⑧ 他の荷重との組合せに関する指針 
 
5 章 
⑫ 設計例の提示 
 
 
 
それ以外の課題の内、 
⑦ 温度を設定するための温度データの整備 
⑨ クライテリアの整理 
⑩ 応力解析法に関する指針 
 に関しては、建築学会温度荷重小委員会において検討を行い、成果は荷重指針 3)、温度
荷重設計資料集 6)として公表されている。 
 
また、本論文において扱った①、②、⑧の課題についても、最新の荷重指針（2015 年 2
月刊行）にその成果が反映されている。 
 
⑥ 基準温度の合理的な設定方法 
に関しては今後の検討課題としたい。 
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第３章 構造体温度の簡易算定法に関する研究 
3.1 研究の目的 
 
 構造体温度はそれを取りまく気温や日射の影響を受ける。1 章で紹介した不具合事例で
は日射による温度上昇が原因と考えられるものが多かった。しかし、日射の影響を簡易に
構造体温度に換算する手法はなかった。また、外気温、日射は 1 日を周期として変動して
いるが、鉄筋コンクリート部材のように熱容量の大きい部材は温度の伝達に時間を要し、
外気温変化に対して温度振幅は小さくなる。しかし、そのような部材の温度を評価するに
は、FEM モデルを用いた時刻歴解析等の高度な解析手法によるしかなかった。構造設計
者が温度荷重を考慮して構造設計を進めるためには、簡易に構造体温度を予測する手法が
不可欠であり、3 章はその手法の開発を目的とする。 
 構造体温度を簡易に予測する方法として、外気温、日射が最大値（最小値）のまま一定
と仮定し構造体温度を算定する方法（定常解析）がある。この方法は時間による変化を考
慮する必要がないので簡易に計算できる方法である。例えば、部材が外気温にのみ接して
いる場合は、部材温度は外気温と等しくなる。鋼構造部材のように比較的薄い板材で構成
される場合にはこのような仮定で鋼材温度を推定できることがわかっている 2)。 
 3.2 では「定常解析」を用いた鋼構造部材の温度計算法を検討する。ここでは課題であ
る「日射による温度上昇を評価する手法」についても検討する。日射を受ける金属材料の
温度実測例に対して予測値との比較を行いこの手法の適用性を検証する。 
鉄筋コンクリートの梁や柱などのように熱容量の大きい（正確には、熱伝導率を容積比
熱で除した値－熱拡散率－の小さい）部材では外気温等の温度変化が部材全体に伝達され
るのに時間がかかり、1 日を周期とする温度変化において、構造体温度の振幅は外気温の
振幅より小さくなる傾向がある。従って、定常解析では部材温度を過大に評価してしまう
可能性があり鉄筋コンクリート部材温度の算定法としては適さない。このような大きな断
面を持つ部材の温度は、FEM モデルを用いた非定常熱伝導解析によって算定することが
できる。実際、時々刻々の気象データを用いて、部材温度を計算するソフトウェアは、す
でに数多く公開されている。しかしながら、境界条件となる気象データ（すなわち再現期
間 100 年に対する気温変化の時刻歴データ等）が未整備なため、他の荷重と同様に再現期
間 100 年に対する温度荷重を算定することは困難である。空調設備設計用の気象データは
整備されているものの、温度荷重の場合とは再現期間等の考え方が異なるためそのまま利
用することができない。そこで、整備すべき気象データがわずかですむ、温度変化を日周
期の正弦波で近似する簡易算定法について検討することとした。 
3.3 では周期定常解析により構造体温度を求める手法の 1 つとして、ISO のテクニカル
レポート、ISO/TR 9492:1987, "Bases for design of structures - Temperature climatic 
actions" 1)の計算法を調査する。 
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3.4 では、ISO テクニカルレポートの手法を発展させ、断熱材がある場合など、温度伝
達過程が複層にまたがるケースや部材が板状ではなく、柱や、梁のような 2 次元に広がり
を持つ断面に対する周期定常解析の手法を検討する。また、表計算ソフト上で計算できる
ようプログラム化することで設計者が利用しやすい環境を整える。また、FEM モデルを
用いた時刻歴応答解析を行い、解析結果を比較することで簡易算定法の精度を検証し、設
計への適用性を判断する。 
周期定常解の展開と表計算ソフト上でのプログラミングは温度荷重小委員会委員であ
る永田明寛博士（首都大学東京 都市環境学部 教授）が行ったものである。 
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3.2 鋼構造部材の温度の予測 
 
 この節では、鋼構造部材の温度を予測する手法を検討する。日陰部の鋼構造部材の温度
はほぼ外気温に等しいことがわかっている 2)。そこで、この節では日射による構造体温度
に関して検討を行う。3.2.2 b 及び 3.2.3 は文献 9)にて発表した内容に加筆している。 
 
3.2.1 日射による温度上昇の評価法 
 
環境解析や空調設計においては日射などの放射熱を等価な気温として評価する「相当外
気温度（Sol-Air Temperature：SAT）」が用いられている。文献 11)から引用すると相当外
気温は(3.2.1)式のように外気温度 𝑡0 に日射による等価な温度上昇 𝜖𝑠𝛼0 𝐽 と、夜間放射 – 𝜀𝐿
𝛼0
𝐽𝐿 を加えたものである。  
  
𝑇𝑆𝐴𝑇 = 𝑡0 + 𝜖𝑠𝛼0 𝐽 − 𝜀𝐿𝛼0 𝐽𝐿                                                                                                     (3.2.1) 
 
ここで、𝑇𝑆𝐴𝑇   ：相当外気温度 
𝑡0  ：外気温度 
 𝜀𝑆  ：短波吸収率 
 𝜀𝐿  ：長波吸収率 
 𝛼0  ：外表面総合熱伝達率(W/m2・K) 
 𝐽   ：表面に入射する日射量(W/m2) 
 𝐽𝐿  ：表面に入射する日射量(W/m2) 
 𝛼0  ：表面総合熱伝達率(W/(m2・K) 
 
構造部材の内日射を受けている面が相当外気温度に相当する外気温に接していると考
える。日射を受けていない部分は外気（または室内気温）に接していると考える。鋼構造
部材は比較的薄い鋼板で構成され、熱伝達に要する時間が短いため、相当外気温度に接し
ている面の面積と外気温に接している面の面積の重さ付き平均によって部材の平均温度
が計算できると仮定する。 
以下、数例の温度実測例を用いてこの手法の妥当性を検証する。 
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3.2.2 金属系部材の温度実測結果による検証 
 
a. 屋根トラス温度実測結果 
構造体温度への日射の影響を把握するためガラス屋根を支えているトラス部材の温度
と周辺の気温を実測した。屋根周囲には壁がなく外気に解放されている（図 3.2.1）。トラ
スはアルミ製の中空円形断面であり、白色系塗装で塗装されている。実測は 2002 年 6 月
5 日から 2004 年 6 月 5 日まで 2 年間 30 分毎に行われた。 
 
 
 
 
 
図 3.2.2 は期間中にトラス温度が最大値となった日を中心とした 3 日間のトラス周辺の
気温、トラス温度の推移を示している。A 点では最高気温 35.7℃に対してトラス温度は
41.8℃と 6.1℃の上昇が見られる。C 点では気温 36.6℃に対しトラス温度は 41℃と 4.4℃
の上昇が見られる。グラフからわかるように気温が最高となる時刻とトラス温度が最高と
なる時刻は必ずしも一致しない。図 3.2.3 は期間中の日最高気温とトラスの日最高温度と
の関係を示したものである。トラス温度は気温より高くなる傾向が見られる。 
日射の当たる面の等価な気温を(3.2.1)式を用いて評価し、トラス温度を推定する。推定
に用いる諸定数を下記に示す。 
 
日射量（夏期、水平面、東京）3)     ：1000W/m2 
ガラスの透過率(日射取得率) 透明ガラス厚さ 10mm に対する値 13) ：0.82 
トラス表面の日射吸収率（白色ペイントの平均値）14)  ：0.36 
総合熱伝達率(室内)12)       ：9.0 
 
以上を用いて(3.2.1)式の内、日射による等価な温度上昇量 𝜖𝑠
𝛼0
𝐽 を算定する。 
 
𝜖𝑠
𝛼0
𝐽 = 0.82 ∙ 0.369.0 ∙ 1000 = 32.8℃                    (3.2.2) 
 
対象とするトラスの弦材はアルミ製で中空の円形断面を持つ。日射の投影幅は円の直径
図 3.2.1 屋根トラスの形状と温度計測位置 
ガラス屋根 
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に等しく、断面の外周長さは直径×πであるので、断面全体に対する日射の影響は投影面
積/全表面積の比、すなわち 1/πに低減される。これらの影響を考慮した部材温度 𝑡部材 は
下式となる。 
 
𝑡部材   =   𝑡0 + 32.8 ∙ 1𝜋   =   𝑡0 + 10.4                     (3.2.3) 
 
図 3.2.3 に上式で推定した部材温度を鎖線で示す。鎖線はトラス温度の実測値のほぼ上
限となっており、構造部材の温度に対して相当外気温を用いた日射の評価が有効であると
言える。 
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図 3.2.3 日最高外気温と日最高トラス温度との関係 
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b. 鋼製橋脚の温度実測例 2)を用いた検証 
図 3.2.4 は文献 2)における高速道路の鋼製橋脚の温度測定位置を示している。梁及び柱
には鋼板を溶接して組立てた箱型断面が用いられている。鋼材の温度は同じ梁上で日射部
と日陰部とで測定されているため、両者と比較することで日射の影響を分析することがで
きる。図 3.2.5 は「快晴または晴れの日」の鋼材の日最高温度と外気温との関係を、梁上
面の日照部と日陰部とで比較したものである。 
図(e)は日陰部では鋼材温度は外気温とほぼ等しいことを示している。 
一方、図(d)によると、日照部では鋼材温度は外気温より高く、外気温が 25℃より高い
日のデータの回帰直線は次式のようになり、平均で約 18.63℃の温度上昇がある。 
 
梁上（日照部）鋼材温度 = 0.98×外気温+18.63    (3.2.4) 
標準偏差＝2.62℃ 
 
相当外気温度 TSAT を用いて日射部の鋼材温度を推定してみる。 
梁上鋼板の上部の相当外気温度 TSATを(3.2.1)式で推定する。日射量等の値を下記のよう
に仮定すると相当外気温度は次式のような直線となる。日射量は測定値と緯度がほぼ同じ
東京における水平面の値を参考に 1000 W/m2と仮定する。 
                    𝑇𝑆𝐴𝑇 = 𝑇0 + 𝑎𝛼0 ∙ 𝐼 = 𝑇0 + 0.823 ∙ 1000 = 𝑇0 + 34.8                                                   (3.2.5) 
  𝑎：日射吸収率、𝑎 = 0.814) 
  𝛼0：外表面総合熱伝達率(W/(m2・K) 、 𝛼0=23W/m2hr℃12) 
  I：日射量(W/m2)、I=1000W/m2 
 
一方箱型断面梁内部は日射を受けていないので気温は外気温と同じであると仮定する。
梁上の鋼板は、上面は相当外気温度の影響を受け、下面は外気温に接していると考えると
鋼板温度は両者の平均となる。上面は外表面熱伝達率（屋根面、夏）として 23 W/m2hr℃
とし、下面は箱型梁内が閉鎖空間であるので、内表面熱伝達率（水平、下向き）の値
6W/m2hr℃とする 12)。また、日照部と日陰部で外気温の差が 1.58℃と測定されているた
めその増分も考慮すると鋼板温度は下式で推定できる。図 3.2.5 に推定式を鎖線で追記し
た。推定式は観測された鋼板温度の上限を与えている。 
 
 鋼材温度 = 𝑇𝑆𝐴𝑇 ∙ 23 + 𝑇0 ∙ 623 + 6 + 1.58               = (𝑇0 + 34.8) ∙ 23 + 𝑇0 ∙ 623 + 6 + 1.58 =  𝑇0 + 27.6                                             (3.2.6) 
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図 3.2.4 阪神高速道路橋脚の温度測定位置 2) 
図 3.2.5 日照を受ける部分と受けない部分の鋼材温度の実測例 2) 
(3.2.6)式（相当外気温度を用いた鋼材推定温度） 
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3.2.3 金属系仕上材温度の実測結果による検証 
 
アルミ、ステンレス、鋼板などの金属系外壁、笠木等は日射による伸縮により目地幅が
変動し、シーリング材の耐久性に影響を与えるため、実測等の研究が行われている。加藤
ら 10)は、各種金属系外装材の表面温度と変形を計測し、目地のシーリング材設計のための
基礎資料としている。文献より外気温と金属の温度を抽出し、その温度差から日射の影響
について検討する。 
計測された外気温と金属表面温度の関係を図 3.2.6,7 に示す。外装材の金属の厚さは
2mm 程度であるので金属温度は相当外気温度（3.2.1）式と等しいと仮定して予測値を計
算する。 
笠木はパラペットの上面を保護する部材であり、ほぼ水平面と考えられる。外壁は面す
る方角によって日射量が異なるがここでは東、又は西面と仮定する。最高温度の計算を目
的としているので夏期を対象としてパラメータを設定する 12)。 
 
 
 
 笠木（水平面） 外壁（東西面） 
日射量 I(W/m2) 1000 835 
外表面総合熱伝達率 α0 (W/(m2・K)12) 23 17 
 
上記パラメータを(3.2.1)式に代入し、相当外気温度 𝑇𝑆𝐴𝑇（＝金属温度の予測値）を計算
する。𝑡0は外気温を示す。日射吸収率 𝜀𝑆 は 0.8 する。 
 
笠木温度 
               𝑇𝑆𝐴𝑇 = 𝑡0 + 0.823 ∙ 1000 = 𝑡0 + 34.8 
 
外壁温度 
               𝑇𝑆𝐴𝑇 = 𝑡0 + 0.817 ∙ 835 = 𝑡0 + 39.3 
 
 相当外気温度による外装材温度の予測値を図 3.2.6,7 に破線で示す。破線は実測値のほ
ぼ上限を与えており、相当外気温度を用いることで金属外装材の温度の最大値を予測でき
る。 
 
表 3.2.1 相当外気温度に関するパラメータ 
 
(3.2.7) 
 
(3.2.8) 
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図 3.2.7 日射を受ける金属系外壁温度の実測値と予測値 
図 3.2.6 日射を受ける金属系笠木温度の実測値と予測値 
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3.3 鉄筋コンクリート部材の温度の簡易算定法      
 その１ ⅠＳＯ Technical Report における構造体温度の算定法 
 
3.3、3.4 節では鉄筋コンクリート部材の温度の簡易算定法について検討する。 
簡易算定法では外気温、日射の変化を日平均気温の年変化と、日平均気温を中心とした
外気温、日射の日変動の和としてモデル化する（図 3.3.1）。日平均気温の変動は 1 年を周
期とした緩やかな変動であるので対象とする日の前後で日平均気温が一定であると仮定
すれば「定常」解析により構造体温度を簡易に求めることができる。一方、外気温、日射
の日変動は、１日を周期とした正弦波としてモデル化することで、構造体温度も「周期定
常」解として解くことができる。構造体温度はこのようにして求めた平均温度と日変化の
和として算定できる。時刻歴解析に比べて計算時間が大幅に短くなり、構造設計者が容易
に扱うことができる。 
本節では、この手法を取り入れた ISO のテクニカルレポート、ISO/TR 9492:1987, 
"Bases for design of structures - Temperature climatic actions" 1)（以下、ISO/TR 9492）
の計算手法を調査し、設計への適用可能性を検討する。 
次節ではこの手法をさらに発展させ、断熱材や複雑な形状を持った構造部材にも適用で
きる簡易算定法を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 3.3.1 外気温、日射の変動モデル 3)  
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3.3.1 温度変動の正弦波へのモデル化 
 
外気温は年変化と日変化を繰り返している。ISO/TR 9492 ではこの 2 つの変化をそれぞ
れ正弦波としてモデル化している。 
平均気温の年変化については最も寒い月を最低気温とし、最も暑い月を最高気温とした
正弦波としてモデル化することで十分な精度が得られるとしている。図 3.3.2 はモスクワ
における月平均気温の年変化をモデル化したものである。 
日変化に関しても正弦波としてモデル化が可能だとしているが、振幅は季節によって異
なる。図 3.3.3 はモスクワにおける 1 月（Ⅰ）と 7 月（Ⅶ）の気温の日変化をモデル化し
たものである。 
設計上必要なのは最高、または最低気温である。図 3.3.4 は日平均気温が年最高、最低
を記録した日を中央として、その前後の日平均気温の推移を見たものである。年ごとの最
高、最低気温を記録した日を中央として、前後数日間でそれぞれ対象年数分の平均温度を
計算している。ピークを記録した日の前後 4 日程度は、ピークの日に近づく程、平均より
年最高、最低に近づいている様子が見られ、この傾向は旧ソ連（USSR）の多数の地点で
確認されているとしている。また、ピーク温度と平均温度との差は冬期最低気温の方が夏
期最高気温よりも大きい。 
鉄筋コンクリート構造の橋梁のように大断面を持つ構造物では構造体温度の変化は外
気温に対し数日の遅れ（位相差）が生じるため、構造体温度として気温のピークの値を用
いるのではなく、ピーク前後の何日かの平均を用いることができるとしている。 
 この図の目的は気温の日変化を周期定常としてモデル化する際に、日平均気温が一定で
あると仮定することにある程度妥当性があることを示すことにあると考えられる。すなわ
ち、ピーク日の気温は突出しているのではなく、ピーク日の前後では通常よりもピークに
近い気温で推移しているからである。 
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月平均気温(℃) 
時刻 
図 3.3.2 モスクワにおける月平均気温の年変化 1)  
図 3.3.3 モスクワにおける外気温の日変化 
（1 月と 7 月における各時温度の月平均値）1)  
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図 3.3.4 モスクワにおける年最高、最低値を記録した日を中心とした 
日平均気温の推移 1)  
夏期 
冬期 
日平均気温（℃） 
日平均気温の
最高、最低値を
記録した日か
らの日数 
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3.3.2 日射のモデル化と外気温変化との組合せ 
 
ISO/TR 9492 では、日射も正弦波としてモデル化する。 
まず、単位面積当たりの日射量を、その地域における観測データに基づくか、そのよう
なデータが得られない地域では、緯度、太陽高度（degree）から推定する。 
また、この関係を用いて、壁などの垂直面に対する日射量を計算している。 
3.2 節で示した「相当外気温」と同様、ISO/TR 9492 においても日射量を等価な外気温
の上昇分として評価している。 
日射量がピークとなる時刻は東に面した壁面では午前中に、西に面した壁面では午後に
現れ、外気温のピーク時刻とは時間的な差が生じる。外気温による影響と日射による影響
を考慮して構造体の温度を求める際に、両者のピーク時刻のずれを考慮する必要がある。
すなわち構造体の温度の最大値は外気温、日射それぞれの影響による最大値の発生時刻が
違うことから両者の単純和より小さくなる。TR では単純和した温度振幅に対してその面
が面する方向別に下記の低減係数ψを乗じることで構造体温度の最大値を近似している。 
 
ψ＝1.0 水平面、南面 
ψ＝0.9 西面、南西面 
ψ＝0.8 南東面、北西面 
ψ＝0.7 東面、北東面 
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3.3.3 構造体温度の簡易算定法 
 
ISO/TR 9492 では、構造部材が板要素の集合体であると考え、板要素の温度変化を求め
ている。外気温の日変動を一定振幅の正弦波（周期定常）でモデル化することにより、板
要素の内部の温度の変動も同じ周期の正弦波として解いている。両面が外気温に接してい
る板要素の平均温度振幅の外気温振幅に対する比率 𝜉1 を図 3.3.5 に、片面が外気温に接
し他の面が一定の温度に接している板要素の、平均温度振幅の外気温振幅に対する比率 
𝜉2 を図 3.3.6 に示す。断面平均温度の日変動幅の外気温日変動幅に対する比率は板要素
の厚さが厚くなる程小さくなる。 
ここで、 
b：板要素の厚さ 
𝜇 = �𝜋
𝑍
∙
𝑐𝑐
𝜆
 
   c：熱容量 (J/kgK) 
  Q：比重(kg/m3) 
  λ：熱伝導率(W/mK) 
  𝛼𝑒：外表面熱伝達率(W/m2K) 
𝑅 = 𝑏
𝜆
 
 
TR の手法はこのように外気温、日射の日変化を周期定常としてモデル化することで板
要素の温度を簡易に計算することを可能にした。 
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図 3.3.6 板要素の平均温度振幅の外気温振幅に対する比と板厚の関係 1)  
片面が外気に接し、他面は一定温度に接している場合  
 
図 3.3.5 板要素の平均温度振幅の外気温振幅に対する比と板厚の関係 1)  
両面が外気に接している場合 
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3.3.4  ISO/TR 9492 の計算方法の評価 
 
ISO/TR 9492 の計算方法によれば 1 日を周期として変動する外気温、日射に対して熱容
量の大きな鉄筋コンクリート部材の最高、最低温度を簡易に評価することができる。簡易
に推定する方法としては他に外気温、日射が最大値のまま一定であると仮定する「定常解
析」を行う方法もあるが、図 3.3.5,6 に示したように部材寸法が大きくなると温度変動幅
が小さくなる傾向を無視し、過大、過小な構造体温度を与えることになる。 
しかし、ISO/TR 9492 の手法は単体の板要素を対象としており、断熱材などを持つ複層
の熱伝搬経路には対応していない。また、柱、梁のような 2 次元的な断面にも対応してい
ない。 
次節ではこの手法を発展し、複層の熱伝達経路を持つ 2 次元断面の構造体温度を推定す
る手法を検討する。 
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3.4 鉄筋コンクリート部材の温度の簡易算定法      
 その 2 熱伝達過程の複層化とモデルの 2 次元化 
  
3.3 節では、構造体温度を簡易に評価する手法の 1 つである ISO/TR 9492 の計算方法に
ついて調査した。これは、外気温、日射の 1 日を周期とする時間的な変動を「周期定常」
としてモデル化することにより、構造体温度の最大、最低値を簡易に求める方法である。
しかし、この手法は複層の熱伝達経路や 2 次元的な断面形状には対応していないため、限
定した部材にしか適用できない。 
この節では ISO/TR 9492 の計算方法を発展させ、断熱層などを含む複層の熱伝達経路
を持ち、2 次元的な断面形状にも対応できる算定法を開発する。また、FEM モデルを用
いた時刻歴解析による精算解との比較を行うことにより計算精度の検証を行い、設計への
適用性を評価する。 
ここで紹介する内容は日本建築学会温度荷重設計資料集 4)（2010 年 1 月刊行）で発表
している。図、表は資料集 4)から引用した。 
 
3.4.1 簡易算定法の解析手法 
 
a. 簡易算定法の概要と外気温変化のモデル化 
ISO/TR 9492 の手法を発展させ複層の熱伝達経路を持ち、2 次元的な断面形状にも対応
できる算定法を検討する。 
日周期の周期定常状態を仮定するということはピーク日の変動が毎日繰り返されるこ
とを意味するため常に過大評価となるが、空調分野では古くから用いられている方法であ
り、ISO/TR 9492 でも同様の仮定がなされている。この仮定の妥当性を検討してみる。 
図 3.4.1 は東京で年最高（最低）気温を記録した日（ピーク日）を基準に取り、その日
の前後の気温の日平均値・日最高値・日最低値の 1963 年～2004 年までの平均を示したも
のである（1963 年より前は日最低気温の日界が異なるため除外した）。夏期のデータをみ
るとピーク日を中心に前後 5 日程度の山があり、数日間気温が高い状態が継続することが
わかる。従って、過大評価になるのは確かだが、ピーク日が繰り返すという仮定はある程
度妥当と言える。冬期についても同様のことが言える。 
図 3.4.2、図 3.4.3 に、1981～2004 年の各年において東京で年最高気温・年最低気温を
記録した日の毎時の変動を示す（破線）。一般に毎時のデータをそれぞれ独立に極値解析
した日変動パターンの日平均値は、時刻間の相関を考慮していないため日平均値を極値解
析した値とは異なる。そこで時別値が必要な場合のパターンとして、ピーク日の各年の値
を時刻別に平均し、日平均・日振幅が合うよう伸張したものを作成し図中に示した。 
  
 
 
107 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
-10
-5
0
5
10
15
00 03 06 09 12 15 18 21 24
時刻 [h]
気
温
 [
℃
]
100年再現期
待値の日変
動パターン
最低気温を記録した日(1981-
02-27)の日変動パターン
東京
(1981-2004)
 
20
25
30
35
40
45
00 03 06 09 12 15 18 21 24
時刻 [h]
気
温
 [
℃
]
100年再現期
待値の日変
動パターン
最高気温を記
録した日
(2004-07-20)
の日変動パ
ターン
東京
(1981-2004)
-5
0
5
10
15
20
25
30
35
40
-10 -5 0 5 10
年最高/最低気温を記録した日を基準とした日
日
平
均
/最
高
/最
低
気
温
の
平
均
値
 [
℃
]
東京(1963-2004)
日最高気温(夏)
日平均気温(夏)
日最低気温(夏)
日最高気温(冬)
日平均気温(冬)
日最低気温(冬)
 
図 3.4.1 年最高、最低気温を記録した日の前後の気温の推移 4) 
（東京、1963～2004 年の平均値）  
図 3.4.2 年最高気温を記録した日の 
気温の日変動（東京、1981～2004 年）4)  
図 3.4.3 年最低気温を記録した日の 
気温の日変動（東京、1981～2004 年）4)  
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ISO/TR 9492 の最大の特徴は、日変動を日平均値まわりの日周期正弦波 1 項のみで表現
する点にある。空調分野で周波数応答法により周期定常計算をする場合は、日変動パター
ンを Fourier 級数展開し高次項まで考慮して計算するが、ここでは 1 項で打ち切るかわり
にピーク値が保存されるよう振幅を決定する。例えば、最高気温について示してみると図
3.4.4 のようになり、日平均気温と日最高気温は一致するが日最低気温は一致しない。し
かし、関心があるのは部材の最高温度なので、最低温度が一致している必要はない。
Fourier 級数展開したときの日周期成分の振幅は大抵上述の振幅より小さくなるので、壁
体内温度のピーク値は精算値より大抵の場合、過大になるが（矩形波を考えればわかるよ
うに、数学的に保証されているわけではない）、これも妥当な仮定と言えよう。 
このように、日平均値と日最大値（最小値）が一致すれば良いと考えると、整備すべき
気象データが非常に少なくてすむメリットがある。例えば、年最高気温について考えてみ
ると、日周期の周期定常を仮定するとしても、毎時のデータを用いた場合、24 データ必
要となるが、平均と最大だけあればよいので、基本値としては、2 データだけでよい。 
年最高気温を HT 、年最低気温を LT とする。対応する日平均気温を HT 、 LT 、日振幅を HT
~
、
LT
~
として、 
 (3.4.1) 
 
 (3.4.2) 
 
となるようにしたい。そこで、日平均気温は再現期間 100 年に対する値を採用し、日振幅
は(3.4.1)式、(3.4.2)式を満足するように決定する。ISO/TR 9492 では、日振幅についても
極値解析により決定する方法をとっているが、ここでは、年最高/最低気温との整合を図る
ことを優先する。 
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図 3.4.4 気温の日変動の正弦波近似 4) 図 3.4.5 水平面日射量日変動の正弦波近似 4) 
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b. 日射量変動の正弦波近似 
日射量の日変動を正弦波近似した場合には、夜間に日射量が 0 になることを表現できな
いため精度が良いとは言えないが、日最大と日平均が一致するよう正弦波近似すると図
3.4.5 のようになる。 
気温の場合と同様に、日射量の日振幅 I~ は、日最大日射量を I 、日平均日射量を I として、 
 
 (3.4.3) 
 
を満たすように決定する。これは、ISO/TR 9492 と同じ方法である。 
 
相当外気温度を用いることで、外気温と日射の影響を一括して扱うことができる。相当
外気温度（夏期）の日平均値 SATT は次式のように、それぞれの日平均値から算出すること
ができる。 
 
  
(3.4.4) 
 
ただし、 は日射吸収率[-]、 は外表面の総合熱伝達率[W/(m2·K)]である。 
一方、気温の振幅と日射量の振幅を組み合わせ、相当外気温度の振幅を計算するときに
は位相差が問題となる。すなわち、気温は 14 時頃に最高になるが、日射量が最大になる
時刻は、東西では午前、西南では午後など方位によって異なり、気温が最高となる時刻と
は一致しないため、単純に気温の日振幅と日射量の日振幅を相当する温度上昇に変換した
値を加えた場合は過大評価となる。そのため、ISO/TR 9492 では日振幅低減係数 が提案
されている（表 3.4.1）。具体的には、及び日振幅 は下式で算出する。 
 
 
 (3.4.5) 
 
図 3.4.6 に示した水平面の場合は、外気温が最大になる時刻（14 時頃）と日射量が最大
になる時刻（12 時頃）に大きな違いが無いため、 として算出された正弦波（実線）
のピークの値と、時別データを用意して組み合わせた相当外気温の日変動（白抜○の点線）
のピークはほぼ一致しており、 で問題ないことがわかる。 
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図 3.4.6 相当外気温度日変動の正弦波近似 4) 
表 3.4.1 日振幅低減係数Ψ4) 
方位 
水平面 
南面 
西面 
南西面 
南東面 
北西面 
東面 
北東面 
 1.0 0.9 0.8 0.7 
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aiωβ = 、Δ x ：層厚[m]、α：熱拡散率[m2/s] (=λ/ρc)、ρ：密度[kg/m3]、c：比熱
[J/(kg⋅K)]、 
3.4.2 １次元簡易算定法 
 
多層平面壁の周波数領域での解は良く知られており、層平均温度や勾配についても解析
的に求めることができる。ISO/TR 94921)では両側表面境界層のみを考えた単層壁に関し
て容易に計算できるよう図が整備されているが、本節では、より一般的な多層壁の計算方
法に基づいた、1 次元簡易算定法について検討する。 
 
a. 計算法 
図 3.4.7 に示すような多層壁を考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
多層壁から 1 層だけを取り出し、その両界面温度をそれぞれ ( ) ( )ω=ω 1,0 TT 、
( ) ( )ω=ω∆ 2, TxT とすると、層内の位置 x [m]における温度は、 
 
 (3.4.6) 
 
となる。 
ただし、 
   
 
 
 
 
 
である。これから、層の空間平均温度は、 
  
(3.4.7) 
 
層内の温度分布を線形近似したときの勾配は、下式となる。 
  
(3.4.8) 
 
     
     
  
  
    
 
 
図 3.4.7 多層壁 44) 
λ ：熱伝導率[W/(m⋅K)]、ω ：角振動数[Hz] ( )Pπ= 2 、 
P ：周期[s] 1 日を想定しているので P=86400s 
i ：虚数単位 ( )1−=  
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それぞれの振幅（絶対値）のみが必要となる。定常状態ω=0 の場合、 
  
(3.4.9) 
 
 (3.4.10) 
 
となるのは明らかである。しかし、一般には層の両表面温度は未知であるから、まずこれ
らを求める必要がある 5),6)。室内側から第 1 層、第 2 層として第 n 層まである多層壁を考
える。両側の境界層もそれぞれ一つの層と考えて、第 0 層、第 n +1 層とする。第 k 層の
界面温度を kT 、界面熱流量を kq とし、ω を省略して記すと、 
 
 (3.4.11) 
 
という関係が成り立っている。ただし、 kF は、4 端子行列（遷移行列）、 
 
 (3.4.12) 
 
である。これから、 
 
 (3.4.13) 
 
ただし、 
 
 (3.4.14) 
 
と 4 端子行列の積の形で層の界面の温度・熱流量が結び付けられる。室温 Tj・室内側熱流
量 iq と外気温 Tθ、屋外側熱流量 eq の間の関係は、 
 
 (3.4.15) 
 
 
 (3.4.16) 
 
であり、これから、室温 inT と外気温 exT が与えられれば、 
 
 (3.4.17) 
 
 (3.4.18) 
 
と室内側及び屋外側の熱流量を求めることができる。(3.4.17)式、(3.4.18)式中の各係数、 
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 (3.4.19) 
 
 (3.4.20) 
 
 (3.4.21) 
 
 
はそれぞれ室内側吸熱応答、屋外側吸熱応答、貫流応答と呼ばれている。室温と外気温を
与えたときの壁内部の層界面温度は、今までの関係式を用いて容易に、 
 
 (3.4.22) 
 
と求めることができる。 
以上の方法で、界面温度の周波数領域での解が得られれば、直ちに、(3.4.7) 式、(3.4.8) 
式によって、各層の層平均温度、勾配をもとめることができる。 
 
 
b. 試算例による検証 
屋上水平スラブを例に取り、無断熱、内断熱、外断熱の場合の壁体内温度を簡易算定法
と精算法で計算し精度を確認した。計算に用いた物性値を表 3.4.2 示す。 
図 3.4.8 に、精算法の計算に用いた東京の相当外気温（夏）と外気温を示す。外気温は
図 3.4.2、図 3.4.3 に示したものであるが、日射に関しては毎時の値を理論的に求めて相当
外気温の計算に用いている。冬期は最低温度を求める目的から日射は 0 としている。 
図 3.4.9 に計算結果を示す。各図の中央の薄くハッチングされた部分が RC スラブ
（150mm 厚さ）であり、左が室内、右が外部を示す。すなわち図の右が上、左が下とい
う位置関係にある。プログラムのアウトプットの形式が壁を対象として設定されているた
め、このような位置関係になっている。3 タイプのモデルの内、中央の「内断熱」は床下
（図では左）に断熱層を有し、右の「外断熱」は床上（図では右）に断熱層を有する。 
実線は簡易算定法による温度予測値を示し、点線は精算値を示す。夏期の日最高温度、
冬期の日最低温度において、簡易算定法によりどのケースでも十分満足のいく精度で予測
できることがわかる。床の平均温度で比較すると、簡易法と精算値との差は最大で 1.7℃
（内断熱、年最高温度）と小さく、安全側（温度差を大きく評価する）の誤差であること
からも実用上十分な精度であると考えられる。 
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日最高床平均温度 
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図 3.4.8 外気温と相当外気温 4) 図 3.4.9 断面温度分布(水平屋根スラブ) 4) 
 
 
①普通コンクリート λ: 1.60, ρc: 1690 
②断熱材   λ: 0.04, ρc:  25 
λ : 熱伝導率[W/(m⋅K)]  ρc: 容積比熱
[kJ/(m3K)] 
内表面熱伝達率 :   8 
外表面熱伝達率 :  25 [W/(m2K)] 
外表面日射吸収率 a : 0.8 [-] 
 
表 3.4.2 計算条件（材料物性値）4) 
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3.4.3  2次元簡易算定法 
 
3.4.2 節では 1 次元的な熱流が想定できる多層壁体（以下、平面壁）を対象に、日周期
定常計算による温度の簡易算定法を示した。しかし、柱・梁などの主要な構造部材につい
ては、平面壁として扱うことはできないため、適用範囲は限定されている。そこで、本節
では種々の断面形状に対応できるように 2 次元の有限体積法 7)（以下、CVM: Control 
Volume Method）による Microsoft EXCEL を用いた 2 次元簡易算定法について検討する。 
 
a. 計算法の概要 
熱伝導方程式を空間領域に関して離散化すると（今回は 2 次元直交メッシュによる CVM
を用いている）、一般に、次式となる。 
 
( ) ( ) ( )tTKtTKtTC ΓΩΓΩΩΩΩ +=  (3.4.23) 
ここに、 ΩT ：内部温度ベクトル、 ΓT ：境界温度ベクトル、 ΩC ：熱容量行列、 ΩK 、 ΩΓK ：
熱伝導行列、 t ：時刻[s]。周期定常解は、通常、 
 
tieTT ω= ~  (3.4.24) 
 
とおいて、次式を解く。 
 
( ) ΓΩΓΩΩΩ =−ω TKTKCi
~~  (3.4.25) 
 
ただし、ω：角振動数[Hz] ( )P/2π= 、 P ：周期[s]、 i ：虚数単位 1−= である。 
複素数計算ではなく、 
 
tTtTT sc ω+ω= ΓΓΓ sin
~cos~~  (3.2.26) 
tTtTT sc ω+ω= ΩΩΩ sin
~cos~~  (3.4.27) 
 
とおいて、次式を反復法で解いても良い。 
 
ccs TKTKTC ΓΩΓΩΩΩΩ +=ω−
~~~
 (3.4.28) 
ssc TKTKTC ΓΩΓΩΩΩΩ +=ω
~~~
 (3.4.29) 
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b. 部材平均温度・温度勾配の最大・最小値 
部材平均温度は軸力に、温度勾配（ここでは部材ごとに温度分布を線形近似している）
は曲げ応力に関係するため、これらを出力項目とする。温度勾配は 2 次元計算であるため
2 方向ある。平均温度、x 方向温度勾配、y 方向温度勾配の 3 項目について、夏期（年最
高）・冬期（年最低）それぞれの結果が必要なため、部材ごとに 2×3=6 つの出力がある。
部材間の拘束は考えていない。温度勾配を線形近似した値は、曲げモーメントがもとの温
度分布から生じる曲げモーメントと等価になるよう決定している。ある部材の ij 要素の面
積を ijA [m2]、要素中心座標を ( )ji yx , とすると、部材断面積 A [m2]、部材重心 ( )oo yx , 、部材
断面 2 次モーメント（重心原点の x 軸・y 軸回り） xI 、 yI A [m4]は次式となる。 
 
∑= ijAA  (3.4.30) 
A
xA
x iijo
∑= 、
A
yA
y jijo
∑=  (3.4.31) 
( )∑ −= 2ojijx yyAI 、 ( )∑ −= 2oiijy xxAI  (3.4.32) 
ただし、総和は部材に属するセルすべてに関して行う．すると、ij 要素の温度を ijT [℃]と
して、部材平均温度 aveT [℃]、部材温度勾配（x 方向、y 方向） xθ 、 yθ [K/m]は次式で算出
することができる。 
 
A
TA
T ijijave
∑=  (3.4.33) 
( )
y
oiijij
x I
xxTA∑ −=θ 、 ( )
x
ojijij
y I
yyTA∑ −=θ  (3.4.34) 
実際は周期定常計算であるため、温度は、 
tTtTTT sijcijijij ω+ω+= sin
~cos~ ,,  (3.4.35) 
と変動する。したがって、部材平均温度、部材温度勾配も変動するため、最大値（最小値）
を求めるには、 
( ) ( )
A
TATATA
T
sijijcijijijij
ave
2
,
2
,
~~ ∑∑∑ +±
=  (3.4.36) 
( ) ( )[ ] ( )[ ]
y
oisijijoicijijoiijij
x I
xxTAxxTAxxTA
2
,
2
,
~~ ∑∑∑ −+−±−
=θ  (3.4.37) 
( ) ( )[ ] ( )[ ]
x
ojsijijojcijijojijij
y I
yyTAyyTAyyTA∑ ∑∑ −+−±−
=θ
2
,
2
,
~~
 (3.4.38) 
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とする必要がある。なお、 (3.4.36) 式、(3.4.37) 式、(3.4.38) 式中の±は絶対値が大き
くなる方をとる。 
 
c. 2次元簡易算定法の検証 
２次元簡易算定法の評価精度について試算例 8)を用いて検証する。対象モデルは屋根ス
ラブ、外壁、屋根部分の梁である。断面形状を図 3.4.10 に示す。精算法では断面を有限要
素法によりモデル化し、実荷重履歴を用いて時刻歴解析行った 8)。簡易法では断面を有限
体積法によりモデル化し、温度変化に関しては周期定常（正弦波）を用いた解析を行った。
材料定数、熱伝達率等の解析条件は文献 8)と同じ値を用いた。屋根（水平面）、外壁（西面）
における夏期の一日の相当外気温の履歴を図 3.4.11 に示す。水平面においては両者の最高
温度と平均温度は一致するように設定した。外壁（西面）においても外気温と日射それぞ
れの最大値、平均値が同じになるように設定しているが、簡易算定法の相当外気温におい
ては両者の時間的なずれを考慮できないため最大値が過大評価となることから、
ISO/TR9492 に倣い相当外気温の振幅を 0.9 倍に低減している。 
図 3.4.12 は外的条件、熱定数の入力及び解析結果の出力画面とモデル入力画面（梁の解
析例）を示す。 
対象となる部材平均温度の最大値（夏期）を表 3.4.3 に示した。左から 2 番目が精算解
（実荷重を用いた時刻歴解析）である。屋根スラブと西面壁においては、比較のため１次
元簡易算定法も行っているが最大値は 2 次元算定法とほぼ一致している。精算解と簡易法
との差（表では「実荷重と２次元との差」）は最大 1.7℃、誤差 5.7％（西面外壁）と小さ
く、安全側（温度が高い側）に評価されていることからも実用上十分な精度であると考え
られる。誤差(%)の算定においては基準温度（東京の年平均温度として 15.6℃とした）と
最高温度との差を比較している。 
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押さえコンクリート
防水層 タイル モルタル 石膏板
図 3.4.10 解析対象 4) 
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図 3.4.11 1 日の相当外気温履歴（実荷重、周期定常(sin 波)）4) 
 
屋根表面の相当外気温度（夏期）   
 壁西面の相当外気温度（夏期） 
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D
X 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 m
m
DY 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10 0 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 0
10 0 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 0
20 0 A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A 0
20 0 A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A 0
20 0 A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A A 0
5 0 B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B 0
5 0 B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B B 0
30 0 C C C C C C C C C C C C C D D D D D D D D D D D D D D C C C C C C C C C C C C C C 0
30 0 C C C C C C C C C C C C C D D D D D D D D D D D D D D C C C C C C C C C C C C C C 0
30 0 C C C C C C C C C C C C C D D D D D D D D D D D D D D C C C C C C C C C C C C C C 0
30 0 C C C C C C C C C C C C C D D D D D D D D D D D D D D C C C C C C C C C C C C C C 0
30 0 C C C C C C C C C C C C C D D D D D D D D D D D D D D C C C C C C C C C C C C C C 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
25 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 D D D D D D D D D D D D D D 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
10 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
10 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
10 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
10 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
表 3.4.3 部材平均温度の最大値（夏期、℃）の比較 4) 
図 3.4.12 外的条件、熱定数入力及び解析結果の出力画面とモデル入力画面 4) 
要素グループごとに熱伝導率、容積比熱を設定する。 要素グループ毎の平均温度を出力 
出力 
モデル入力画面出
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3.5  3 章のまとめ 
  
3 章では変動する外気温、日射の影響を受ける構造体の温度を、簡易に算定する手法を
検討した。 
構造体温度の算定法としては、大別して下記の 3 種類があり、非定常、周期定常、定常
の順に誤差が大きくなる。 
 
実温度変化の時刻歴に基づく非定常解析 
温度変化を一定周期、振幅の繰り返しと仮定する周期定常解析 
温度が最高、最低温度で一定だと仮定する定常解析 
 
鋼構造部材は比較的薄肉の鋼板から構成されており、外気温の変化に対する追随性が高
く、定常解析を用いても、十分な精度が得られる。日射の影響を等価な温度上昇として評
価した「相当外気温」を用いれば、日射を受ける鋼構造部材の温度を予測できることを示
し、金属部材の温度実測結果と比較することにより精度を検証した。 
鉄筋コンクリート部材は熱容量が大きく、外気温等の変化が伝達されるのに時間がかか
る。このような部材に定常解析を適用すると温度荷重を過大に評価することになる。鉄筋
コンクリート部材に対しては「周期定常解析」の適用を試みた。まず、ISO テクニカルレ
ポートの手法を調査し、その手法を拡張することで簡易算定法を開発し、表計算ソフト上
で計算できるプログラムを作成した。精算法（FEM モデルを用いた非定常解析）との比
較を行い、実務上十分な精度が得られることを確認した。 
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第 4 章 温度荷重と他の荷重との組合せに関する研究 
4.1 研究の目的 
 
4 章では、温度荷重と他の荷重が同時に作用している場合の組合せ応力の最大値を推定する方
法を検討し、設計に適用可能な簡易な評価式を提案することを目的とする。 
温度荷重の主要因である外気温は１年を通じ夏の最高気温から冬の最低気温まで変化しており、
１日の間でも昼夜の日変化を繰り返している。従って、「温度荷重」は変化しながらも常に建築物
に作用しており、雪、風、地震といった荷重が作用する時にも何らかの温度荷重が作用している。
長大建物などのように温度荷重が他の荷重に比べ無視できない大きさになる場合には、雪、風、
地震荷重と温度荷重との組合せを考慮すべきと考えられる。 
2 章で行った設計の現状調査において、回答のあった 56 件の設計例の内、地震荷重との組合せ
考慮した設計例は 20 件、風荷重との組合せは 12 件、雪荷重との組合せが 11 件（重複含む）あ
った。しかし、組合せ応力は各荷重に対する応力の単純和で評価しており、荷重係数を用いた例
は 1 例しかなく、設計者からも組合せ荷重に関する設定法の整備が要望されていた。 
国内外の基規準においては温度荷重との組合せについて記述されたものがあり、本論文の 1.4.4
節において ASCE1)、道路橋示方書 13)における荷重組合せの式を紹介している。ASCE において
は雪荷重との組合せにおいて積載荷重 L と同じ荷重係数を与えている。道路橋示方書においては
温度荷重 T を組合せた場合に許容応力度を割り増しており、温度荷重との組合せの発生頻度を評
価しているものと解釈できる。両者とも根拠となる研究論文を見出すことができなかったため、
本論文では新たに荷重組合せの検討を行うこととした。 
4 章では雪、風、温度に関しては積雪深、風速、外気温といった日毎の気象観測データ 2)をも
とに荷重、応力を算定し、それらの和として日毎の組合せ応力を直接求める。その年最大値の分
布を求めることで組合応力を評価し、従の荷重に対する荷重係数を用いて整理する。 
一方、地震荷重は数十年に１回という頻度の荷重であり、雪や風のように気象データから直接
組合せ応力を求めることはできない。本研究では、地震荷重と温度荷重が同時に発生する確率を
両者の確率の積として求める。 
基準期間中の荷重組合せの最大値を評価する方法として、「Turkstra の経験則」3)がある。
Turkstra の経験則は「組合せ荷重の年最大値は、主の荷重が年最大となる時刻の、主の荷重と従
の荷重との和によって近似的に評価できる」とするものである。本研究ではこの経験則を用いた
組合せ応力の評価も併せて行い、組合せ応力の年最大値との比較を行う。 
2015 年に改訂された荷重指針 4)には、他の荷重と組合せる場合の温度荷重に対する荷重係数が
提案されている。4 章ではこの荷重係数の妥当性についても検討する。 
4 章は筆者らがすでに発表または発表予定の論文、梗概 9)～12)に基づいているが、本論文をまと
めるにあたり、計算、検討、考察を追加し、書き直している。 
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4.2 対象とする気象データと荷重、応力の定義 
 
気象データは気象庁が公開している「過去の気象データ・ダウンロード」のページ 2)より日毎
の日最深積雪、日最大風速、日最高気温、日最低気温をダウンロードした。対象期間は気象観測
方法が全国的に整備された 1961 年以降とし、2013 年までの 53 年間とした。 
 
4.2.1 雪荷重 
 
検討対象は多雪地域に限定し、気象台、または特別地域気象観測所のある地点の中から札幌、
旭川、高田(新潟県)の 3 地点を選択した。札幌は多雪地域を代表する大都市として、旭川は比較
的最低気温が低い地域として、高田は日本海側であることと、比較的最深積雪が大きい地域とし
て選んだ。それぞれの地域の日最大積雪深の最大値を表 4.2.1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
日毎の雪荷重（単位水平面積当たりに作用する荷重）S は荷重指針 4)(5.1～5.3)式（下記に(4.2.1)
式として引用）を準用して求める。雪は降雪後圧縮され単位体積重量が増大する性質があり、年
最大積雪深と年最大積雪重量を記録する日の積雪深は必ずしも一致しない。荷重指針 4)では年最
大積雪重量を年最大積雪深で除した値を元に等価単位体積重量 p0を算定して用いている。本検討
ではこの式を準用し、d0に日最深積雪を代入することで日毎の雪荷重 S を求める。 
 S = 𝑘env𝑑0𝑝0          (4.2.1) 
𝑝0 :等価単位積雪重量(kN/m3) 
    𝑝0 = 0.72 ∙ � 𝑑0𝑑𝑟𝑒𝑓 + 2.32 
𝑑0  ：日最深積雪を代入(m)、 
𝑑𝑟𝑒𝑓：基準積雪深(1m) 
𝑘𝑒𝑛𝑣：環境係数、1.0 とする 
 
  
地点 
対象期間の日最深積雪の
最大値(cm) 
札幌 145 
旭川 138 
高田 324 
表 4.2.1 3 地点の最深積雪（対象期間の日最深積雪の最大値） 
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雪荷重 S の年最大値の確率分布と再現期間 100 年を求める。桜井ら 7)は、グンベル、フレシェ、
ワイブル分布及び正規、対数正規分布の適合性を検討し、年最大積雪深の最適分布は地点により
異なることを指摘している。一方、和泉ら 8）は年最大積雪深をもたらす降雪機構の混在を考える
と、実際には異なる母集団に属するデータが入り混じっている観測値全体に対して唯一の確率分
布の適合性を論ずる意味はあまりないことを指摘し、グンベル確率紙上にプロットされたデータ
の上位何個かに回帰直線を当てはめ、比較的長期の再現期間に対する値を推定する方法を提案し
ている。荷重指針 4)は和泉らの提案に従い、年最大積雪深をヘイズン(Hazen)プロットを用いてグ
ンベル(Gumbel)確率紙上にプロットし、データの上位 1/3 の値に対して回帰直線を当てはめて分
布形と基本値（再現期間 100 年に対する値）を求めている。本論文は荷重指針の方法を採用し雪
荷重の分布を求める。荷重指針では地上積雪深の分布を求めているが、本論文では他の荷重と比
較する目的から雪荷重（(4.2.1)式を用いて計算）の分布形を求める(図 4.2.1)。温度荷重、風荷重
に対しても同じ方法で分布形を求める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
再現期間(年)に対する
雪荷重(kN/m2) 
札幌 4.8 
旭川 4.4 
高田 12.6 
表 4.2.2 再現期間 100 年に対する雪荷重 s100 
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  図 4.2.1 年最大雪荷重の分布（札幌、旭川、高田 1961 年～2013 年） 
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127 
4.2.2 風荷重 
 
風荷重との組合せを検討する対象地点は全国を網羅するため那覇、福岡、名古屋、東京、松江、
金沢、仙台、札幌の 8 地点とした。 
対象期間は前述のように 1961 年から 2013 年までの 53 年間としたが、この期間中にも測器の
変更、観測地点の移転などの観測条件の変更が行われているので風速データの補正を行う。 
気象庁のダウンロードデータ 2)には観測条件の変更の有無を明示するため「均質情報」が添付
されている。1975 年には「3 杯型風速計」から「風車型風向風速計」への変更が行われている。
文献 5)は 1969 年の台風時の両者の観測値の比や気象庁観測部統計課の資料を参考に 3 杯型から
風車型風速計への風速の補正係数を 0.9 とすることが妥当であるとしている。本研究でもこの方
法によって 1974 年以前の風速データを補正した。1975 年以降の風速データについては均質情報
をもとに地点ごとに観測条件の変更された時点を特定した。変更時点前の風速について、文献 6)
を参考に変更時点の前後 5 年間の平均風速の比を用いて補正した。補正の度合いが最も大きかっ
た金沢の日最大風速について補正前と補正後とを比較した（図 4.2.2a,b）。補正によりほぼ均一な
データ分布が得られている。 
補正した日毎の風速 u から年最大値を抽出し、Gumbel の確率紙にプロットした（図 4.2.3）。
非超過確率は Hazen 法によっている。雪荷重と同様に、上位 1/3 のデータを最小二乗法により直
線近似した。近似線から再現期間 100 年に対する風速 u100を求め表 4.2.3 に示した。 
 
 
 
 
 
風荷重（単位面積当たりの風圧力）W は一般的に風速 u の二乗に比例するので比例定数 C を
用いて(4.2.2)式で表す。再現期間 100 年に対する風荷重 w100は風速 u100を用いて（4.2.3)式で表
す。 
 
𝑊 = 𝐶 ∙ 𝑢2           (4.2.2) 
𝑊 ：風荷重（単位面積当たりの風圧力、日毎の値） 
𝑢  ：日最大風速 
𝐶  ：風速の二乗 u2と風荷重 W との比例定数 
 
𝑤100 = 𝐶 ∙ 𝑢1002           (4.2.3) 
 
 
  
那覇 福岡 名古屋 東京 松江 金沢 仙台 札幌
風速 m/s 44.2 27.5 26.9 20.4 28.0 36.1 23.6 26.4
表 4.2.3 再現期間 100 年に対する風速 u100 
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図 4.2.3 年最大風速の分布（1961 年～2013 年） 
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4.2.3 温度荷重 
 
建築物を構成する部材は温度変化により伸縮し、建物の変形や部材の応力といった荷重効果を
生じさせる。温度荷重はこのような荷重効果をもたらす「温度変化」と定義される 4)。部材に温
度変化を生じさせる要因として外気温、日射、室内温度等がある。4 章では雪、風等の荷重との
組合せを検討するため、強風時、積雪時には日射の影響は小さいと考え外気温のみを考える。図
4.2.4 は東京において最高気温を記録した 2004 年の１年間の外気温の変化を表したものである。
季節的な大きな変動の中に日毎の変動が重なっている様子がわかる。 
雪荷重との組合せの対象である 3 地点（札幌、旭川、高田）、風荷重との組合せ対象である 8
地点（那覇、福岡、名古屋、東京、松江、金沢、仙台、札幌）の計 10 地点（札幌は両者に共通）
について再現期間 100 年に対する最高、最低気温を求める。対象期間は前述のように 1961 年か
ら 2013 年までの 53 年間とする。気象データ 2)から年最高気温、年最低気温を抽出し、Gumbel
の確率紙にプロットした（図 4.2.4）。非超過確率は Hazen 法によっている。上位 1/3 のデータを
最小二乗法により直線近似し、近似線上の再現期間100年に相当する値を求め表4.2.4に示した。 
 
 
 
 那覇 福岡 名古屋 東京 松江 金沢 仙台 札幌 旭川 高田 
最高温度 36.0 38.4 40.1 39.8 38.2 38.4 37.2 36.7 － － 
最低温度 6.3 -5.4 -7.2 -5.7 -8.9 -7.4 -10.7 -20.4 -29.7 -10.5 
 
温度変化が 0 である時の温度（建設時の温度に相当）を「基準温度」と呼ぶ。温度荷重 T は基
準温度との温度差であり、日最高温度、日最低温度と基準温度との差の大きい方を日毎の温度荷
重 T とする（(4.2.4)式）。同様に再現期間 100 年に対する温度荷重 t100を定義する（(4.2.5)式）。 
 
T ＝ max(|日最高気温－基準温度|、|日最低気温－基準温度|)  (4.2.4) 
t100＝ max(年最高気温(再現期間 100 年)－基準温度、基準温度－年最低気温(再現期間 100 年))
         (4.2.5) 
 
本論文では基準温度として年平均気温、夏期平均気温、冬期平均気温の 3 ケースを設定する。
文献 3)より対象期間の各月の月平均気温をダウンロードし、月ごとに平均値を算出した。月平均
気温の平均値の最大値を夏期平均気温、最低値を冬期平均気温、すべての月の平均値を年平均気
温とした。設定した基準温度を表 4.2.5 に示す。 
 
 
  
表 4.2.4 再現期間 100 年に対する外気温 
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図 4.2.4 外気温の年変化(東京、2004 年)と基準温度 
表 4.2.5 設定した基準温度 
 
 
図 4.2.5 年最高、最低気温の分布(1961 年～2013 年) 
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4.2.4 組合せ応力の定義と基準化 
 
荷重はそれぞれ次元が異なるので足し合わせることができない。そこで、荷重効果としての「部
材応力」の足し合わせにより「荷重組合せ」を評価する。 
 構造架構が弾性であれば、部材応力（雪、風、温度の順に𝑆𝑇, 𝑆𝑊, 𝑆𝑇 とする）は荷重大きさ（順
に𝑆,𝑊,𝑇とする）に比例すると考えられるので比例定数（順に𝛼𝑇, 𝛼𝑊, 𝛼𝑇）を用いて次式で表す。 
 
  𝑆𝑇   = 𝛼𝑇 ∙ 𝑆  
  𝑆𝑊 = 𝛼𝑊 ∙ 𝑊 
  𝑆𝑇  = 𝛼𝑇 ∙ 𝑇        (4.2.6) 
 
 再現期間 100 年に対する応力（順に𝑠𝑇,100 , 𝑠𝑊,100, 𝑠𝑇,100とする）も同様に再現期間 100 年に対
する荷重（順に𝑠100, 𝑤100, 𝑡100とする）を用いて次式で表すことができる。 
 
  𝑠𝑇,100     = 𝛼𝑇 ∙ 𝑠100  
  𝑠𝑊,100   = 𝛼𝑊 ∙ 𝑤100  
  𝑠𝑇,100    = 𝛼𝑇 ∙ 𝑡100        (4.2.7) 
 
ここで、日毎の応力を再現期間 100 年に対する応力で除して基準化すると、それらは日毎の荷
重を再現期間 100 年の荷重で除した値と等しくなり、気象データのみで算定できる値となる。 
 
   𝑆𝑇
𝑠𝑇,100  = 𝛼𝑇 ∙ 𝑆𝛼𝑇 ∙ 𝑠100 = 𝑆𝑠100  
   𝑆𝑊
𝑠𝑊,100  = 𝛼𝑊 ∙ 𝑊𝛼𝑊 ∙ 𝑤100 = 𝑊𝑤100 
   𝑆𝑇
𝑠𝑇,100  = 𝛼𝑇 ∙ 𝑇𝛼𝑇 ∙ 𝑡100 = 𝑇𝑡100                        (4.2.8) 
 
日毎の組合せ応力(𝑆𝑇+𝑇 , 𝑆𝑊+𝑇 ,𝑆𝑇+𝑊+𝑇）は同じ日のそれぞれの応力の和である。 
, 
  𝑆𝑇+𝑇       = 𝑆𝑇 ± 𝑆𝑇 
  𝑆𝑊+𝑇     = 𝑆𝑊 ± 𝑆𝑇 
  𝑆𝑇+𝑊+𝑇 = 𝑆𝑇 ± 𝑆𝑊 ± 𝑆𝑇                  (4.2.9) 
 
これらを再現期間 100 年に対する応力で基準化すると(4.2.10)式のようにそれぞれの荷重の再
現期間 100 年に対する比 (S/s100, W /w100, T /t100)と再現期間 100 年に対する応力の比
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( 𝑠𝑇,100
𝑠𝑆,100 , 𝑠𝑇,100𝑠𝑊,100 ,  𝑠𝑊,100𝑠𝑆,100  , 以下応力比と称す)との組合せで表すことができる。 
  
𝑆𝑇+𝑇
𝑠𝑇,100      =  𝑆𝑇𝑠𝑇,100 ± 𝑆𝑇𝑠𝑇,100      =  𝑆𝑇𝑠𝑇,100 ± 𝑆𝑇𝑠𝑇,100 ∙ 𝑠𝑇,100𝑠𝑇,100  
  
𝑆𝑊+𝑇
𝑠𝑊,100     =  𝑆𝑊𝑠𝑊,100 ± 𝑆𝑇𝑠𝑊,100  =  𝑆𝑊𝑠𝑊,100 ± 𝑆𝑇𝑠𝑇,100 ∙ 𝑠𝑇,100𝑠𝑊,100 
  
𝑆𝑇+𝑊+𝑇
𝑠𝑇,100   =  𝑆𝑇𝑠𝑇,100 ± 𝑆𝑊𝑠𝑇,100 ± 𝑆𝑇𝑠𝑇,100  =  𝑆𝑇𝑠𝑇,100 ± 𝑆𝑊𝑠𝑊,100 ∙ 𝑠𝑊,100𝑠𝑇,100 ± 𝑆𝑇𝑠𝑇,100 ∙ 𝑠𝑇,100𝑠𝑇,100  
         (4.2.10) 
 
本研究では(4.2.10)式で算出した日毎の組合せ応力から年最大値を抽出し、その分布を解析する
ことで組合せ応力の再現期間 100 年に対する値(𝑇𝑆+𝑇
𝑠𝑆,100, 𝑇𝑊+𝑇𝑠𝑊,100 , 𝑇𝑆+𝑊+𝑇𝑠𝑆,100 )を求める。 
基準化応力の算定例を図 4.2.6,7 に示す。 
図 4.2.6 は札幌において雪荷重が対象期間中（1961 年～2013 年）の最大となった 1996 年 2
月の雪、温度、組合せ応力を示したものである。雪、温度荷重による応力はそれぞれの再現期間
100 年に対する値が 1.0 となるように基準化している。組合せ応力は雪、温度荷重による応力の
和としている。雪荷重による応力が最大となる 2 月 10 日に着目すると雪荷重による応力 0.964
に対して温度荷重による応力は 0.708 と雪荷重による応力の 73％の大きさになっている。 
図 4.2.7 は同様に札幌において風荷重が最大となった 1974 年 4 月の風、温度、組合せ応力を示
している。風荷重が最大となる 4 月 21 日において風荷重による応力 0.951 に対して温度荷重に
よる応力は 0.419 と風荷重の 44%の値となっている。 
雪、風、温度に関しては日最深積雪、日最大風速、日最高、最低外気温といった日毎の気象観
測データが長期的に整備されている 2)。それらを用いれば図 4.2.6,7 に示したように日毎の組合せ
応力を直接計算することができる。また、組合せ応力の年最大値の分布を用いて任意の再現期間
に対する組合せ応力（例えば再現期間 100 年に対する値）を求めることができる。 
一方、Turkstra の経験則は「組合せ荷重の年最大値は、主の荷重が年最大となる時刻の、主の
荷重と従の荷重との和によって近似的に評価できる」とするものであり、日毎の組合せ応力から
年最大値を求める代わりに、主の荷重が年最大値となる時刻の組合せ応力で近似する方法である。
図 4.2.6,7 の例では主の荷重（雪、風）が年最大値となる日には組合せ応力も年最大値となって
おり、Turkstra の経験則の有効性を示唆している。 
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図 4.2.6 雪、温度及び組合せ応力の変化 
（札幌、1996 年 2 月、基準温度＝夏期平均気温） 
図 4.2.7 風、温度及び組合せ応力の変化 
（札幌、1974 年 4 月、基準温度＝夏期平均気温） 
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4.2.5 荷重係数を用いた組合せ応力の表現 
 
組合せる荷重の相関性が低く、確率的に「独立」と見なせる場合はそれぞれの荷重の最大値が
同時に発生する確率は低い。従って組合せ応力の最大値は各荷重による応力の最大値の単純和よ
り小さくなると考えられる。 
組合せ応力の主因となる荷重を「主の荷重」、それ以外の荷重を「従の荷重」と呼ぶ。本論文で
は再現期間 100 年に対する応力の大きい方の荷重を主の荷重とする。組合せ応力の最大値を、主
の荷重に対する応力の最大値と従の荷重に対する応力の最大値に荷重係数を乗じた値との和で表
すことにする（下式）。 
 
雪荷重と温度荷重との組合せ 
 
𝑠𝑇+𝑇,100 = 𝑠𝑇,100 ± 𝑘𝑇𝑇,100 ∙ 𝑠𝑇,100 (𝑠𝑇,100 ≥ 𝑠𝑇,100の場合)   (4.2.11)  
𝑠𝑇+𝑇,100 = 𝑠𝑇,100 ± 𝑘𝑇𝑇,100 ∙ 𝑠𝑇,100 (𝑠𝑇,100 ≤ 𝑠𝑇,100の場合)    (4.2.12) 
ここで、 𝑘𝑇𝑇,100：雪荷重が主の荷重の場合の温度荷重による応力に対する荷重係数 
𝑘𝑇𝑇,100：温度荷重が主の荷重の場合の雪荷重による応力に対する荷重係数 
 
風荷重と温度荷重との組合せ 
 
𝑠𝑊+𝑇,100 = 𝑠𝑊,100 ± 𝑘𝑇𝑊,100 ∙ 𝑠𝑇,100 (𝑠𝑊,100 ≥ 𝑠𝑇,100の場合)  (4.2.13)  
𝑠𝑊+𝑇,100 = 𝑠𝑇,100 ± 𝑘𝑊𝑇,100 ∙ 𝑠𝑊,100 (𝑠𝑊,100 ≤ 𝑠𝑇,100の場合)    (4.2.14) 
   
ここで、 𝑘𝑇𝑊,100：風荷重が主の荷重の場合の温度荷重による応力に対する荷重係数 
𝑘𝑊𝑇,100：温度荷重が主の荷重の場合の風荷重による応力に対する荷重係数 
 
 (4.2.11)～(4.2.14)式を変形して荷重係数を求める式を導く。応力はすべて正の値であるとする。 
 
𝑘𝑇𝑇,100 = (𝑠𝑇+𝑇,100 − 𝑠𝑇,100)/𝑠𝑇,100 (𝑠𝑇,100 ≥ 𝑠𝑇,100の場合)   (4.2.15)  
𝑘𝑇𝑇,100 = (𝑠𝑇+𝑇,100 − 𝑠𝑇,100)/𝑠𝑇,100 (𝑠𝑇,100 ≤ 𝑠𝑇,100の場合)   (4.2.16) 
 
𝑘𝑇𝑊,100 = (𝑠𝑊+𝑇,100 − 𝑠𝑊,100)/𝑠𝑇,100 (𝑠𝑊,100 ≥ 𝑠𝑇,100の場合)   (4.2.17)  
𝑘𝑊𝑇,100 = (𝑠𝑊+𝑇,100 − 𝑠𝑇,100)/𝑠𝑊,100 (𝑠𝑊,100 ≤ 𝑠𝑇,100の場合)    (4.2.18) 
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4.3 雪荷重と温度荷重との組合せに関する検討 
 
多雪地域においては冬期に積雪があり、雪荷重が生じている。この時期には外気温も低くなり、
夏期に建設された建物などでは温度荷重（基準温度との温度差）が最大となる。本節では気象観
測データをもとに雪、温度荷重の組合せ応力を求め、応力比、基準温度、再現期間等が組合せ応
力の大きさに与える影響について検討する。 
本検討の内容は既に文献 9)に発表されている。図、表は文献 9)から引用する。 
 
4.3.1 応力組合せの分布と再現期間 100年に対する組合せ応力 
 
a. 荷重の分布 
検討対象は多雪地域の中で気象台、または特別地域気象観測所のある札幌、旭川、高田(新潟
県)の 3 地点を選択した。札幌は多雪地域を代表する大都市として、旭川は比較的最低気温が低
い地域として、高田は日本海側であることと、比較的最深積雪が大きい地域として選んだ。気象
観測データは 1961 年~2013 年の 53 年間のうち 1 月から 3 月の日毎の値とした。12 月、4 月に
も雪荷重は生じているが、年最大値を評価することからこの期間で十分であると判断した。 
対象期間中の日毎の雪荷重と温度荷重の組合せを図 4.3.1 に示す。高田では弱い相関が見られ
る。札幌、旭川では回帰直線に対する決定係数 R2は 0.1 以下で相関性はほとんどない。 
4.2 節の方針に従って対象期間の気象データを用いて各荷重を計算し、応力比(𝑠𝑇,100
𝑠𝑆,100)を仮定して
組合せ応力を計算した。算定された各応力の頻度分布の一例を図 4.3.2 に示す。縦軸はそれぞれ
の応力に対し積分値が 1.0 になるように基準化した確率密度を示している。雪荷重は、札幌、旭
川ではある平均値を中心に分布しているのに対し、高田では応力が大きい程発生確率が小さくな
る分布形をしている。 
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  図 4.3.1 雪荷重と温度荷重との相関関係(基準温度＝年平均気温)9) 
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 図 4.3.2 日毎の応力の分布(応力比 sT,100/sS,100 =1.0,基準温度=年平均気温) 9) 
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b. 応力の分布 
(4.2.9)式に気象観測データを代入することで日毎の組合せ応力を計算した。組合せ応力の年最
大値を抽出し Gumbel の確率紙にプロットした。図 4.3.3 に基準温度=年平均気温、応力比=1.0
とした場合の分布を示す。比較として雪荷重による応力、温度荷重による応力の年最大値もプロ
ットしている。温度荷重による応力の分布は雪荷重による応力の分布に比べ再現期間（基準化変
数）によるバラつきが少ない（勾配が低い）。組合せ荷重の分布傾向（勾配）は両者の中間となっ
ている。上位 1/3 のデータに対して直線近似を行い、再現期間 100 年に対する組合せ応力𝑠𝑆+𝑇,100
𝑠𝑆,100 を
求めた。 
図 4.3.3 の札幌の例では再現期間 100 年に対する組合せ応力𝑠𝑆+𝑇,100
𝑠𝑆,100 は 1.662 となった。 
この値と雪荷重による応力
𝑠𝑆,100
𝑠𝑆,100 = 1.0、温度荷重による応力𝑠𝑇,100𝑠𝑆,100 = 1.0 を(4.2.15)、(4.2.16)式
に当てはめ荷重係数を求めると、下式のように温度荷重に対する荷重係数𝑘𝑇𝑇,100と雪荷重に対す
る荷重係数𝑘𝑇𝑇,100はどちらも 0.662 となる。 
 
𝑘𝑇𝑇,100  = 𝑠𝑇+𝑇,100 − 𝑠𝑇,100𝑠𝑇,100 = 1.662− 1.01.0 = 0.662             (4.3.1) 
     
𝑘𝑇𝑇,100  = 𝑠𝑇+𝑇,100 − 𝑠𝑇,100𝑠𝑇,100 = 1.662 − 1.01.0 = 0.662             (4.3.2) 
 
以上の結果からもわかるように、応力比が 1.0 すなわち雪荷重による応力（𝑠𝑇,100）と温度荷重
による応力（𝑠𝑇,100）とが等しい時には(4.2.15)式と(4.2.16)式とは同じ値をとり、荷重係数𝑘𝑇𝑇,100と
𝑘𝑇𝑇,100は等しくなる。 
図 4.3.4 は横軸を温度荷重による応力、縦軸を雪荷重による応力として対象期間のすべての日
の応力組合せを＋印でプロットしたものである（札幌、基準温度＝年平均気温、応力比＝1.0）。
そのうち組合せ応力が年最大値となる日の組合せを●印で示した。 
破線（横）は雪荷重による応力の、破線（縦）は温度荷重による応力の、一点鎖線は下式のよ
うに組合せ応力の再現期間 100 年に対する値（𝑠𝑇+𝑇,100 = 1.662）を表している。 
 
𝑆𝑇 + 𝑆𝑇 = 𝑠𝑇+𝑇,100       (4.3.3) 
 
組合せ応力が年最大値となる組合せ（●印）は破線と一点鎖線で囲まれた領域内に納まってい
る。 
A 点は雪荷重と温度荷重の再現期間 100 年に対する応力が同時に発生していることに相当する
点であるが、再現期間 100 年に対する組合せ応力（一点鎖線）の右上にある事から組合せ応力を
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過大評価している。 
B 点は組合せ応力と雪荷重による応力が再現期間 100 年に対する値 ( 𝑠𝑇+𝑇,100＝1.662、𝑠𝑇,100＝
1.0) となる点であり、雪荷重が主の荷重、温度荷重が従の荷重である場合の(4.2.11)式の関係を
示している。温度荷重による応力を示す横軸の値は、荷重係数 𝑘𝑇𝑇,100＝0.662 に再現期間 100 年
に対する温度荷重による応力の 1.0 を乗じた値となっている。同様に C 点は温度荷重が主の荷重、
雪荷重が従の荷重の場合の(4.2.12)式の関係を示しており、温度荷重による応力は再現期間 100
年に対する応力である 1.0 を、雪荷重による応力を示す縦軸の値は荷重係数 𝑘𝑇𝑇,100＝0.662 に再
現期間 100 年に対する雪荷重による応力の 1.0 を乗じた値となっている。(4.3.1)、(4.3.2)式で明
らかにしたように、応力比が 1.0 の場合に 𝑘𝑇𝑇,100 と 𝑘𝑇𝑇,100 とが等しくなることがこのグラフ
からも理解できる。 
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図 4.3.3 応力の年最大値の分布(応力比=1.0、基準温度＝年平均気温) 9) 
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4.3.2 荷重係数に対する応力比、基準温度、再現期間の影響 
 
組合せ応力に対する応力比、基準温度の影響を検討する。組合せ応力の大きさは荷重係数の形
で整理する。 
 
a. 応力比の影響 
ここでは、応力比
𝑠𝑇,100
𝑠𝑆,100 が組合せ応力に与える影響を検討する。図 4.3.5 は対象とする 3 地点に
ついて応力比を 0.5、1.0、2.0 とした場合の応力組合せの分布を見たものである。基準温度は年
平均気温としている。対象期間のすべての日の応力組合せを＋印で、組合せ応力が年最大値とな
る日の組合せを●印で示した。 
札幌、旭川では雪荷重による応力と温度荷重による応力とには相関が見られず、ほぼ楕円系の
分布となっている。一方、高田では温度荷重による応力の増加に対して雪荷重による応力が増加
する右上がりの傾向が見られる。 
組合せ応力の年最大値の分布から再現期間 100 年に対する値を求め、(4.2.15)、(4.2.16)式にあ
てはめて荷重係数を算出した。算出した荷重係数を図 4.3.5 に示す。 
雪荷重が主の荷重である場合（応力比
𝑠𝑇,100
𝑠𝑆,100 =0.5、1.0）の温度荷重に対する荷重係数𝑘𝑇𝑇,100はど
の都市においても応力比＝1.0 の場合の方が大きい。同様に温度荷重が主の荷重である場合の雪
荷重による応力に対する荷重係数𝑘𝑇𝑇,100は応力比＝1.0 の場合の方が大きい。 
応力比を 0.1～10 まで変化させて荷重係数を求め、図 4.3.6 に示した。応力比が 1.0 以下の場
合は雪荷重が主の荷重であり、温度荷重による応力に対する荷重係数𝑘𝑇𝑇,100を●で示した。応力
比が 1.0 以上の場合は温度荷重が主の荷重となる領域であり雪荷重による応力に対する荷重係数
(𝑘𝑇𝑇,100)を◆で示した。それぞれの印の白抜きの点（○、◇）は本論文では適用範囲外としている
点であり、例えば○印は温度荷重による応力が雪荷重による応力よりも大きい場合に対して
(4.2.15)式により温度荷重に対する荷重係数を求めたものである。荷重係数は従の荷重による応力
の主の荷重による応力に対する比が大きいほど大きくなる傾向があり、応力比が 1.0 の時に最大
値となる。また、前述したように、応力比が 1.0 の時 2 つの荷重係数𝑘𝑇𝑇,100、𝑘𝑇𝑇,100は同じ値とな
る。荷重係数として応力比 1.0 に対する値を共通で用いれば組合せ応力を簡便かつ安全側に評価
できるものと考えられる。 
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図 4.3.6 荷重係数に対する応力比の影響 (基準温度=年平均気温、再現期間=100 年) 9) 
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b. 基準温度の影響 
基準温度が組合せ応力に与える影響を検討する。基準温度は「年平均気温」と「夏期平均気温」
に加え両者の平均である「中間」の 3 種類とした。一例として札幌で基準温度が年平均気温と夏
期平均気温の 2 ケース（応力比＝1.0、再現期間＝100 年）について応力組合せの分布を図 4.3.7
に示した。基準温度が夏期平均気温の場合は年平均気温の場合より、雪荷重との組合せの対象と
なる冬期の気温との温度差（温度荷重）が大きく、応力組合せ分布は温度荷重による応力が大き
い側（右側）に寄っている。このため荷重係数𝑘𝑇𝑇,100は基準温度が夏期平均気温の場合(0.739)の
方が年平均気温の場合(0.662)より大きくなっている。 
再現期間 100 年に対する温度荷重𝑡100（再現期間 100 年に対する外気温（表 4.2.4 の値）と基
準温度（表 4.2.5）との差）をパラメータにして荷重係数との関係を検討する。応力比は 0.1～10.0
とした。図 4.3.8,9 に検討結果を示した。横軸は温度荷重（外気温と基準温度との差、再現期間
100 年）であり年平均気温を基準温度とした場合の温度荷重で基準化している。温度荷重（外気
温と基準温度との差）が大きいほど荷重係数が大きくなる傾向が確認できた。 
荷重指針 4)では雪荷重との組合せに関して温度荷重の荷重係数を 0.8 としている。図 4.3.8 にお
いて高田で応力比が 1.0、基準温度＝夏期平均気温の場合に荷重係数が 0.8 を若干超えているが、
それ以外のケースではすべて 0.8 以下となっており、再現期間が 100 年の場合には荷重指針で示
された荷重係数はほぼ妥当な値と考えられる。 
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図 4.3.7 応力分布に対する基準温度の影響 (札幌、応力比＝1.0、再現期間=100 年) 9) 
基準温度＝年平均気温 
基準温度＝夏期平均気温 
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図 4.3.8 荷重係数に対する基準温度の影響 
 (雪荷重が主の荷重である場合の温度応力用荷重に対する荷重係数𝑘𝑇𝑇,100、再現期間=100 年) 9) 
札幌 
旭川 
 
高田 
 
荷重指針 4)による荷重係数（0.8） 
荷重指針 4)による荷重係数（0.8） 
荷重指針 4)による荷重係数（0.8） 
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図 4.3.9 荷重係数に対する基準温度の影響 
 (温度荷重が主の荷重である場合の雪荷重に対する荷重係数𝑘𝑇𝑇,100、再現期間=100 年) 9) 
札幌 
旭川 
 
高田 
 
荷重指針 4)による荷重係数（0.8） 
荷重指針 4)による荷重係数（0.8） 
荷重指針 4)による荷重係数（0.8） 
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c. 再現期間の影響 
ここまでの検討（a,b）では再現期間を 100 年としてきたが、ここでは再現期間が変化した場
合に組合せ応力（荷重係数）がどのように変化するかを検討する。 
年最大値の回帰直線を用いて再現期間t𝑅年に対する雪、温度荷重による応力 𝑠𝑇,𝑡𝑅 , 𝑠𝑇,𝑡𝑅 を求め、
日毎の応力をこれらの値で基準化する。基準化した日毎の応力は下式で与えられる。 
 
基準化した雪荷重による応力 = 𝑇𝑆
𝑠𝑆,𝑡𝑅     (4.3.4) 
基準化した温度荷重による応力= 𝑇𝑇
𝑠𝑇,𝑡𝑅    (4.3.5) 
基準化した組合せ応力 = 𝑇𝑆+𝑇
𝑠𝑆,𝑡𝑅  =  𝑇𝑆𝑠𝑆,𝑡𝑅 + 𝑇𝑇𝑠𝑇,𝑡𝑅 ∙ 𝑠𝑇,𝑡𝑅𝑠𝑆,𝑡𝑅  (4.3.6) 
ここで、 
𝑠𝑇,𝑡𝑅
𝑠𝑆,𝑡𝑅 ：再現期間t𝑅年における応力比 
 
(4.3.6)式で求めた組合せ応力から年最大値を抽出し、年最大値の分布から再現期間t𝑅年に対す
る組合せ応力を求めた。札幌で基準温度＝年平均気温とした場合の再現期間 20、100、500 年に
対する組合せ応力を図 4.3.10 に示した。図中の●は組合せ応力が年最大値となる日の応力組合せ
を示している。温度荷重による応力の再現期間t𝑅年に対する値（縦の破線）に比べ雪荷重による
応力の再現期間t𝑅年に対する値（横の破線）の方が変化の度合いが大きい。これは図 4.3.3 にお
けるそれぞれの荷重の分布の勾配の違いによるものでありこのことが組合せ荷重の大きさにも影
響を与えている。 
再現期間t𝑅年に対する組合せ応力に対し、下式を用いて荷重係数𝑘𝑇𝑇,𝑡𝑅を算出した。 
 
𝑘𝑇𝑇,t𝑅 = (𝑠𝑇+𝑇,t𝑅 − 𝑠𝑇,t𝑅)/𝑠𝑇,t𝑅      (4.3.7) 
 
再現期間t𝑅年における応力比( 𝑠𝑇,𝑡𝑅𝑠𝑆,𝑡𝑅 )を 1.0 とし、基準温度は年平均気温と夏期平均気温の 2 種
類とした。算出した荷重係数を図 4.3.11 に示す。対象とした 3 都市において、再現期間が長くな
るほど荷重係数が小さくなる傾向が見られる。荷重係数として再現期間 100年の値を用いる場合、
再現期間 100 年以上の組合せ応力を対象とする場合には組合せ荷重を安全側の評価できるが、再
現期間が 100 年未満の場合には危険側となるので別途算出するなどの評価が必要になる。 
荷重指針による荷重係数 0.8 は、再現期間 100 年に対しては概ね妥当であるが、再現期間が 100
年より短い場合には過小評価となる場合がある。 
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図 4.3.10 荷重分布と組合せ応力の再現期間 t𝑅 年に対する値 9) 
 (再現期間 t𝑅 年における応力比𝑠𝑇,𝑡𝑅𝑠𝑆,𝑡𝑅 =1.0、基準温度＝年平均気温) 
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 図 4.3.11 荷重係数に対する再現期間の影響 (再現期間t𝑅R年における応力比𝑠𝑇,𝑡𝑅𝑠𝑆,𝑡𝑅＝1.0）9) 
札幌 
旭川 
 
高田 
 
荷重指針 4)による荷重係数（0.8） 
荷重指針 4)による荷重係数（0.8） 
荷重指針 4)による荷重係数（0.8） 
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4.3.3 Turkstra の経験則による組合せ応力の評価 
 
応力の組合せを評価する方法として「Turkstra の経験則」3)はしばしば引用される。それは「組
合せ荷重の年最大値は主の荷重が年最大となる時刻の、主の荷重と従の荷重との和によって近似
的に評価できる」とするものである。ここではこの経験則の考え方に従い、主の荷重が年最大値
となる日の組合せ応力を用いた近似について検討する。 
図 4.3.12 は札幌における応力組合せの例である。応力比＝1.0、基準温度＝年平均気温として
いる。上図の●印は雪荷重による応力が年最大値となった日の応力組合せを示している。●印は
雪荷重による応力が大きい側（上側）に分布している。温度荷重による応力を示す横軸方向の分
布はばらついている。組合せ応力の年最大値の分布から再現期間 100 年に対する値を求め、
(4.2.15)式にあてはめて荷重係数 0.609 を算出した。 
下図の●印は温度荷重による応力が年最大値となった日の応力組合せを示している。上図に比
べ温度荷重による応力が大きい側（右側）に●印が分布している。雪荷重による応力を示す縦軸
方向の分布はばらついている。雪荷重による応力に対する荷重係数は 0.712 となった。 
対象とする 3 都市について上記の方法により荷重係数を算出し図 4.3.13 に示した。図では下記
の 3 種類の方法で評価した荷重を都市毎に比較している。 
方法 1：組合せ応力の年最大値から求めた荷重係数 
方法 2：雪荷重が年最大値となる日の組合せ応力から求めた荷重係数 
方法 3：温度荷重が年最大値となる日の組合せ応力から求めた荷重係数 
方法 2、3 で求めた荷重係数は方法 1 で求めた値と近く、Turkstra の経験則により組合せ応力
を近似する方法が有効であることがわかった。 
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図 4.3.12 Turkstra の経験則による組合せ応力の評価 9)  
(札幌、応力比 =1.0、基準温度＝年平均気温、再現期間=100 年) 
雪荷重による応力が年最大となる組合せ 
0.0
1.0
0.0 1.0
雪
荷
重
時
応
力
S S
/s
S 
,1
00
温度荷重時応力 ST/sS ,100
kTS=0.609
0.0
1.0
0.0 1.0
雪
荷
重
時
応
力
S S
/s
S 
,1
00
温度荷重時応力 ST/sS ,100
k S
T
=
0
.7
1
2
温度荷重による応力が年最大となる組合せ 
温度荷重による  
温度荷重による  
雪
荷
重
に
よ
る
応
力
 
雪
荷
重
に
よ
る
応
力
 
 
 
155 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 4.3.13 評価方法による荷重係数の違い (応力比 =1.0、再現期間=100 年) 9) 
基準温度＝年平均気温 
 基準温度＝夏期平均気温 
荷重指針 4)による荷重係数（0.8） 
荷重指針 4)による荷重係数（0.8） 
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4.3.4 まとめ 
 
気象データに基づいて雪荷重と温度荷重との組合せに対する応力を求め、従の荷重による応力
に対する荷重係数という形で整理した結果、以下の知見を得た。 
 
1. 荷重係数は応力比が大きいほど大きくなり、その比が 1.0 の時、最大となる。 
2. 応力比が 1.0 の時、温度荷重による応力に対する荷重係数と雪荷重による応力に対する荷重
係数は一致する。 
3. 基準温度を変化させた場合、温度荷重が大きい程、荷重係数は大きい。 
4. 再現期間が長い程、荷重係数は小さくなる。 
5. Turkstra の経験則で求めた荷重係数は組合せ応力の最大値から求めた荷重係数と近く、近似
できていると考えられる。 
6. 荷重指針による荷重係数 0.8 は、再現期間 100 年に対しては概ね妥当な値であるが、再現期
間が 100 年より短い場合には過小評価となる可能性がある。 
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4.4 風荷重と温度荷重との組合せに関する検討 
 
この節では風荷重と温度荷重との組合せについて 4.3 と同様の手順で検討する。 
温度荷重（基準温度からの温度変化量）は季節的に変動し、夏期と冬期にピークを持つ。一方、
風荷重は台風によるものと、季節風によるものとが考えられ、どちらが卓越するかは地域により
異なるため、風荷重が最大となる時期については地域差があると考えられる。本報告では全国を
網羅するため那覇から札幌までの 8 地点を対象とし、組合せ応力に対する地域的な影響を分析す
る。本検討の内容は日本建築学会技術報告集に投稿中であり 11) 、図、表は投稿中の論文から引
用している。 
 
4.4.1 応力組合せの分布と再現期間 100年に対する組合せ応力 
 
a. 荷重の分布 
検討対象地点は全国を網羅するため那覇、福岡、名古屋、東京、松江、金沢、仙台、札幌の 8
地点とした。 
図 4.4.1 は対象期間の全ての日の日最大風速、日最高気温を発生した月日毎にプロットし、季
節ごとの発生状況を見たものである。 
日最大風速の分布では上段の那覇、福岡、名古屋、東京では夏期に風速が大きい期間が集中し
ており、台風による風速と考えられる。一方、松江、金沢、仙台、札幌では特定の季節には風速
のピークは見られない。 
日最高気温の分布では夏期に高く、冬期に低い傾向がすべての地域で見られ、温度荷重は夏期
と冬期の 2 つのピークを持っている。 
組合せ荷重の大きさには風速と気温のピークの時期的な重なり、ずれが影響するものと考えら
れる。 
図 4.4.2 は日毎の最高気温と風速との組合せの分布を見たものである。那覇では台風によると
思われる風速の高い領域が最高気温 25～30℃の限られた温度帯に現れている。このようなピーク
は福岡、名古屋、東京にも見られる。一方、松江、金沢、仙台、札幌では風速のピークが集中す
る温度帯は見られない。 
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図 4.4.1 日最大風速,日最高気温の年間の分布 
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  図 4.4.2 日最大風速と日最高温度との相関関係 
 
那覇 福岡
仙台 札幌
名古屋 東京
松江 金沢
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b. 応力の分布 
4.2節の方針に従って対象期間の気象データを用いて日毎の応力を計算した。図4.4.3は横軸を
温度荷重による応力、縦軸を風荷重による応力として日毎の応力組合せを＋印でプロットした例
である。応力比は 1.0 としている。那覇、東京では風荷重による応力が大きくなる領域は、温度
荷重による応力の限られた範囲に集中している。一方、金沢、札幌では風荷重による応力の集中
する温度帯は見られない。これは那覇、東京では風荷重による応力が大きくなる期間が台風シー
ズンの夏期に集中しているのに対し、金沢、札幌では特に期間の集中が見られないことが影響し
ていると考えられる。 
組合せ応力が年最大値となる日の応力組合せを図 4.4.3 に●印で示した。●印は風荷重による
応力が大きい領域から温度荷重による応力が大きい領域まで分布している。 
日毎の組合せ応力𝑆𝑊+𝑇を日毎の風、温度荷重による応力の和をとして算出した(4.2.8)式。組合
せ応力の年最大値を Gumbel 分布に当てはめた(図 4.4.4)。比較として風荷重による応力、温度荷
重による応力の年最大値もプロットしている。温度荷重による応力の分布は風荷重による応力の
分布に比べ再現期間（基準化変数）によるバラつきが少ない（勾配が低い）。組合せ応力の分布傾
向（勾配）は両者の中間となっている。上位 1/3 のデータに対して直線近似を行い、近似線上の
再現期間 100 年に対する組合せ応力 𝑠𝑊+𝑇,100 を求めた。 
那覇で応力比＝1.0、基準温度＝年平均気温の場合は再現期間 100 年に対する基準化応力は下
記となった。 
 
風荷重による応力  𝑠𝑊
𝑠𝑊,100  = 1.0  
温度荷重による応力   𝑠𝑇
𝑠𝑇,100   = 1.0  
組合せ応力     𝑇𝑊+𝑇
𝑠𝑊,100 = 1.239 
 
これらの値を(4.2.17、4.2.18)式に当てはめ荷重係数𝑘𝑇𝑊,100、𝑘𝑊𝑇,100を求めるとどちらも 0.239
となる。 
𝑘𝑇𝑊,100  = 𝑠𝑊+𝑇,100 − 𝑠𝑊,100𝑠𝑇,100 = 1.239 − 1.01.0 = 0.239             (4.4.1) 
     
𝑘𝑊𝑇,100  = 𝑠𝑊+𝑇,100 − 𝑠𝑇,100𝑠𝑤,100  = 1.239 − 1.01.0 = 0.239             (4.4.2) 
 
以上の結果からもわかるように、応力比が 1.0 すなわち風荷重による応力（𝑠𝑊,100）と温度荷重
による応力（𝑠𝑇,100）とが等しい時には(4.2.17)式と(4.2.18)式とは同じ値をとり、荷重係数𝑘𝑇𝑊,100と
𝑘𝑊𝑇,100は等しくなる。 
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図 4.4.3 に再現期間 100 年に対する応力を示した。破線（横）は風荷重による応力の再現期間
100 年の値を、破線（縦）は温度荷重による応力の再現期間 100 年の値を示している。一点鎖線
は下式のように組合せ応力の再現期間 100 年に対する値（𝑠𝑊+𝑇,100＝1.239）を表している。 
 
𝑆𝑊 + 𝑆𝑇 = 𝑠𝑊+𝑇,100       (4.4.3) 
 
組合せ応力が年最大値となる組合せ（●印）は破線と一点鎖線で囲まれた領域内に納まってい
る。 
図中A点は再現期間100年に対する風荷重による応力と温度荷重による応力が同時に発生して
いる状態を示している。組合せ応力の再現期間 100 年に対する値𝑠𝑊+𝑇,100 を示す一点鎖線は A 点
より左下にあり、単純和で計算した組合せ応力（A 点）は過大評価であることがわかる。 
B 点では組合せ応力と風荷重による応力が再現期間 100 年の値(𝑠𝑊+𝑇,100＝1.239、𝑠𝑊,100＝1.0)
をとっている。この点は風荷重が主の荷重、温度荷重が従の荷重である場合の(4.2.13)式の関係を
示しており、(4.2.17)式を用いて温度荷重による応力の荷重係数 𝑘𝑇𝑊,100 を計算すると 0.239 と
なる。同様に C 点は温度荷重が主の荷重、風荷重が従の荷重の場合（（4.2.14）式）を示しており、
(4.2.18)式を用いて風荷重による応力の荷重係数𝑘𝑇𝑊,100 を計算すると 0.239 となる。前述したよ
うに、応力比が 1.0 の場合に𝑘𝑇𝑇,100と𝑘𝑇𝑇,100とが等しくなることがこの図からも理解できる。 
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図 4.4.3 風、温度荷重による応力の分布(応力比＝1.0,基準温度＝年平均気温） 
+：日毎の組合せ、●：組合せ応力が年最大値となる日の組合せ 11) 
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図 4.4.4 応力の年最大値の分布 （応力比＝1.0、基準温度＝年平均気温）11) 
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4.4.2 荷重係数に対する応力比、基準温度、再現期間の影響 
 
a. 応力比、基準温度の影響 
図 4.4.5 は那覇と札幌について応力比を 0.5、2.0 とした場合の応力組合せの分布を見たもので
ある（基準温度＝年平均気温）。応力比が 0.5 の場合（主の荷重＝風荷重）も 2.0 の場合（主の荷
重＝温度荷重）も 1.0 の場合（図 4.4.3）に比べ荷重係数が小さくなる傾向が見られる。 
図 4.4.6 は那覇と札幌について基準温度を夏期、冬期の平均気温とした場合の応力組合せの分
布を見たものである（応力比＝1.0）。那覇においては冬期平均気温を基準温度とした場合に風荷
重による応力が大きい領域が右に移動することから荷重係数が大きくなっている。札幌では基準
温度の変化による応力分布の変化は小さく、荷重係数の変化も小さい。 
対象の 8 地点に対し、気象データを用いて再現期間 100 年に対する組合せ応力を算定し、
(4.2.17,18)式に代入して荷重係数を求めた。図 4.4.7 は荷重係数と応力比との関係を基準温度毎
に示したものである。応力比が 1.0 以下の場合は風荷重が主の荷重であり、温度荷重による応力
に対する荷重係数(kTW,100)を●で示した。応力比が 1.0 以上の場合は温度荷重が主の荷重となる領
域であり、風荷重による応力に対する荷重係数(kWT,100)を◆で示した。それぞれの白抜きの点（○、
◇）は(4.2.17,18)式の適用範囲を超えた点で主の荷重に対する荷重係数に相当する。図 4.4.3、4.4.5
で見られたように応力比が 1.0 の場合に荷重係数が最大となっている（松江、基準温度＝冬期平
均気温の場合を除く）。 
応力比が 1.0 の場合の基準温度と荷重係数との関係を図 4.4.8 に示した。全国 8 地点を台風の
影響の大きいと思われる地点（那覇、福岡、名古屋、東京）と台風の影響が小さいと思われる地
点（松江、金沢、仙台、札幌）に分けて示した。台風の影響が大きい地域では基準温度が冬期平
均気温の場合の方が夏期平均気温の場合に比べ荷重係数が大きくなっている。これは台風による
風荷重と温度荷重（基準温度＝冬期平均気温）のどちらも夏期に最大となり組合せ応力が大きく
なることが影響していると考えられる。一方、台風の影響が小さい地域では基準温度の違いによ
る荷重係数の変動は大きくない。風速の季節的なピークが見られないことがその要因と考えられ
る。 
荷重指針による荷重係数 0.7 は金沢以外の地点では荷重係数の上限を与えており、概ね妥当な
値であると判断できる。 
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図 4.4.5 風、温度荷重による応力の分布に対する応力比の影響(基準温度＝年平均気温）11) 
 +：日毎の組合せ、●：組合せ応力が年最大値となる日の組合せ 
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図 4.4.6 風、温度荷重による応力の分布に対する基準温度の影響(応力比＝1.0）11) 
+：日毎の組合せ、●：組合せ応力が年最大値となる日の組合せ 
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図 4.4.7a 荷重係数に対する応力比、基準温度の影響（再現期間 100 年）11) 
基準温度 那覇 福岡
冬期平均気温
年平均気温
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基準温度 名古屋 東京
冬期平均気温
年平均気温
夏期平均気温
図 4.4.7b 荷重係数に対する応力比、基準温度の影響（再現期間 100 年）11) 
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基準温度 松江 金沢
冬期平均気温
年平均気温
夏期平均気温
図 4.4.7c 荷重係数に対する応力比、基準温度の影響（再現期間 100 年）11) 
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基準温度 仙台 札幌
冬期平均気温
年平均気温
夏期平均気温
図 4.4.7d 荷重係数に対する応力比、基準温度の影響（再現期間 100 年）11) 
 
 
171 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 4.4.8 荷重係数に対する基準温度、地域の影響 (応力比＝1.0、再現期間＝100 年) 11) 
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b. 再現期間の影響 
再現期間が荷重係数にどのような影響を与えるかを検討する。観測データから得られた日毎の
応力を、再現期間 tR年に対する応力で基準化し、4.4.1、4.4.2 の手順を準用して荷重係数を算定
した。図 4.4.9 は、応力比 1.0、基準温度＝冬期平均気温の場合について再現期間と荷重係数の関
係を見たものである。台風の影響が大きい那覇、福岡、名古屋、東京では雪荷重との組合せにお
いても見られたように、再現期間が長くなるほど荷重係数が減少する傾向が見られる。一方、台
風の影響が小さい松江、金沢、仙台、札幌では再現期間による明確な増減の傾向が見られない。
これは風荷重と温度荷重との相関がほとんどないことが影響しているものと考えられる。 
荷重指針による荷重係数 0.7 は、再現期間 100 年に対しては概ね妥当な値であるが、再現期間
が 100 年より短い場合には組合せ荷重を過小評価する可能性がある。 
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  図 4.4.9a 荷重係数に対する再現期間の影響(応力比＝1.0,基準温度＝冬期平均気温) 11) 
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図 4.4.9b 荷重係数に対する再現期間の影響(応力比＝1.0,基準温度＝冬期平均気温) 11) 
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4.4.3 Turkstraの経験則 3)による組合せ応力の評価 
 
雪荷重と温度荷重との組合せと同様に「Turkstra の経験則」3)、による年最大組合せ応力の近
似を試みる。主の荷重による応力が年最大値となる日の組合せ応力を用いて再現期間 100 年に対
する組合せ応力を求め、組合せ応力の年最大値から求めた値と比較する。比較は荷重係数で行う。
応力比は 1.0 とし、風荷重が主の荷重である場合と温度荷重が主の荷重である場合について検討
する。 
図 4.4.10 に風または温度荷重による応力が年最大値となる時の応力組合せを●印で示した（基
準温度＝冬期平均気温）。図 4.4.6 と比較すると、風荷重による応力の年最大値を用いたケースで
は荷重係数はほぼ等しい値となっているのに対し、温度荷重による応力の年最大値を用いたケー
スでは過小評価となっている。 
図 4.4.11は 3種類の組合せ応力の年最大値の分布をGumbelの確率紙にプロットして比較した
ものである。組合せ応力の年最大値の分布と風荷重による応力年最大時の組合せの分布とはほぼ
一致している。一方、温度荷重による応力年最大時の組合せ応力は上記に比較して低い値となっ
ている。 
図 4.4.12 は 3 種類の方法で算出した荷重係数を比較したものである。全国 8 地点において風荷
重による応力年最大値を用いた場合の荷重係数は、組合せ応力の年最大値から求めた荷重係数と
ほぼ一致する。一方、温度荷重による応力の年最大値を用いた場合には過小評価となることがわ
かった。Turkstra の経験則は主の荷重として風、温度荷重を仮定した場合の組合せ荷重の大きい
方の値をとればよいと考えれば、非常によい近似ができていると考えられる。 
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図 4.4.10 風または温度荷重による応力が年最大値となる時の応力組合せ 11) 
(応力比＝1.0, 基準温度＝冬期平均気温, 再現期間＝100 年) 
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図 4.4.11 風または温度荷重による応力が年最大値となる日の組合せ応力 11) 
（応力比=1.0,基準温度=冬期平均気温,再現期間=100 年） 
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図 4.4.12 風、温度荷重による応力が年最大値となる日の組合せ応力（荷重係数）11) 
（応力比=1.0,基準温度=冬期平均気温,再現期間=100 年） 
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4.4.4 まとめ 
 
気象データに基づいて日毎の風荷重による応力と温度荷重による応力を算定し、両者を足し合
わせることで組合せ応力を評価した。また、評価した組合せ応力をもとに従の荷重による応力に
対する荷重係数を求め、荷重係数の大きさに与える要因について分析した。以下に主な知見をま
とめる。 
 
1. 荷重係数は応力比が 1.0 の時最大となる。 
2. 応力比が 1.0 の時、温度応力に対する荷重係数と風荷重による応力に対する荷重係数は同
じ値をとる。 
3. 台風の影響が強い地域では基準温度が低いほど荷重係数が大きくなる傾向がある。一方、
日本海側や北日本など台風の影響が小さい地域では基準温度の違いによる荷重係数の変動
は小さい。 
4. 再現期間が長いほど荷重係数は減少する傾向がある。 
5. 荷重指針による荷重係数 0.7 は再現期間 100 年に対しては概ね妥当な値である。しかし、
再現期間が 100 年より短い場合には過小評価となる可能性がある。 
6. Turkstra の経験則によれば組合せ応力を精度よく近似できる。 
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4.5 雪荷重、風荷重と温度荷重との組合せに関する検討 
 
この節では雪荷重、風荷重と温度荷重との組合せについて検討する。 
冬期、多雪地域においては日常的に雪荷重が建築物の屋根等に作用している。また、気温が低
いため夏期や中間期に建設した構造架構には温度荷重が作用している。どちらの荷重もある程度
の期間継続的に作用しているので、強風時にも両荷重との組合せを考慮する必要がある。 
図 4.5.1 は対象期間中で組合せ応力が最大となった 1966 年の日毎の雪、風、温度荷重による応
力とそれらの和としての組合せ応力を示している。雪、風、温度荷重による応力はそれぞれの再
現期間 100 年に対する値が 1.0 になるように基準化したものである。温度荷重算定用の基準温度
は年平均気温としている。雪、温度荷重による応力は定常的に 0.5 前後の値となっている。一方、
風荷重による応力は日による変動が大きい。それぞれの応力が年最大となる日のプロットを○で
囲んで示した。 
組合せ応力は上記 3 種類の応力を日毎に足し合わせることで算出した。組合せ応力の年最大値
2.005 は 2 月 3 日に発生しているが、雪、風、温度荷重による応力の年最大値は別の日に発生し
ている。4.2～4.4 節で行った手順を踏襲し、組合せ応力の年最大値の分布から再現期間 100 年に
対する値を評価する。一方、雪荷重との組合せに対して 0.8、風荷重との組合せに対して 0.7 の荷
重係数を用いた組合せ応力の推定式を提案し、組合せ応力と比較する。 
この検討の内容は日本建築学会大会にて発表している。図、表の一部は大会梗概集 10)から引用
している。 
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図 4.5.1 日毎の応力の 3 ケ月間の推移(札幌、基準温度＝年平均気温、 sW,100 = sS,100 = sT,100 = 1.0) 
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4.5.1 応力の算定方針と再現期間 100 年に対する組合せ応力 
 
検討対象は雪荷重との組合せを検討した札幌、旭川、高田の 3 地点とする。検討対象期間は 1961
年から 2013 年までの 1 月から 3 月までの 3 ケ月間である。年最大風速についてはこの 3 ケ月間
における最大値を用い、再現期間 100 年に対する風速を計算した。 
4.3、4.4 節と同様に(4.2.7)式で定義した基準化応力を用い、それらの足し合わせにより日毎の
組合せ応力を求める。組合せ応力に対する応力比の影響を明らかにするため、主の荷重による応
力に対する応力比（再現期間 100 年に対する応力 𝑠𝑊,100 、 𝑠𝑇,100 、𝑠𝑇,100 ,の比）を変数とする
（（4.2.10）式）。雪、風、温度荷重がそれぞれ主の荷重となる 3 ケースを想定する。2 つの従の
荷重による応力に対しそれぞれ 1.0、0.5、0.25 の 3 種類の応力比を採用し、また、基準温度とし
て年平均気温と夏期平均気温の 2 種類を検討する。合計 3×3×3×2 の 54 ケースを検討する。 
日毎の組合せ応力から年最大値を抽出し、グンベルの確率紙にプロットした(図 4.5.2)。図には
各応力の年最大値の分布も示した。上位 1/3 のデータに対して直線近似を行い、再現期間 100 年
に対する組合せ応力𝑠𝑇+𝑊+𝑇,100を求めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
主の荷重：
雪荷重
S W T
1.0 1.0 1.0
1.0 1.0 0.5
1.0 1.0 0.25
1.0 0.5 1.0
1.0 0.5 0.5
1.0 0.5 0.25
1.0 0.25 1.0
1.0 0.25 0.5
1.0 0.25 0.25
S W T
1.0 1.0 1.0
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0.5 1.0 1.0
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S W T
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0.5 1.0 1.0
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0.25 0.5 1.0
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0.5 0.25 1.0
0.25 0.25 1.0
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温度荷重
表 4.5.1 採用した応力比 
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  図 4.5.2 各応力の年最大値の分布(基準温度＝年平均気温、 sW,100 = sS,100 = sT,100 = 1.0)10) 
旭川 
高田 
札幌 
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4.5.2 荷重係数を用いた組合せ応力の推定 
 
4.3、4.4 章では雪荷重と温度荷重、風荷重と温度荷重の組合せ応力を主の荷重の再現期間 100
年に対する値と従の荷重の再現期間 100年に対する値に荷重係数を乗じた値で近似できることを
示した。荷重係数は雪荷重と温度荷重との組合せでは 0.8、風荷重と温度荷重との組合せでは 0.7
を用いることで組合応力を概ね安全側に評価できることがわかっている。また、風、地震荷重と
組合せる場合の雪荷重に対する荷重係数は 0.35 が用いられている 4)。雪、風、温度荷重が同時に
作用している場合の組合せ応力をこれらの荷重係数を準用することで推定する。 
準用にあたり、以下の方針を採用する。 
 
1. 荷重係数は主の荷重と対象の荷重との組合せにおいて用いられている値を採用する。 
2. 主の荷重と従の荷重が入れ替わった場合にも従の荷重に対し同じ荷重係数を用いる。 
 
具体的な荷重係数は以下の値とする。 
 
1. 雪荷重に対する荷重係数は、風荷重が主の荷重である場合には 0.35 を、温度荷重が主の荷
重である場合には 0.8 を用いる。 
2. 風荷重に対する荷重係数は、雪荷重が主の荷重である場合には 0.35 を、温度荷重が主の荷
重である場合には 0.7 を用いる。 
3. 温度荷重に対する荷重係数は、風荷重が主の荷重である場合には 0.7 を、雪荷重が主の荷
重である場合には 0.8 を用いる。 
 
これらの関係を数式で表すと、下式になる。 
 
(主の荷重)     (推定式) 
風  𝑠𝑊+𝑇+𝑇,100   =   𝑠𝑊,100 + 0.35𝑠𝑇,100  + 0.7𝑠𝑇,100   (4.5.1) 
雪  𝑠𝑊+𝑇+𝑇,100   =   𝑠𝑇,100  + 0.35𝑠𝑊,100 + 0.8𝑠𝑇,100    (4.5.2) 
温度  𝑠𝑊+𝑇+𝑇,100   =   𝑠𝑇,100  + 0.7𝑠𝑊,100   + 0.8𝑠𝑇,100    (4.5.3) 
 
荷重係数を用いた推定値に対する組合せ応力の再現期間 100 年に対する値 sW+S+T,100 の比を計
算し、図 4.5.3,4 に示す。推定式に対する比はほぼ 1.0 を下回っており、推定式により組合せ応力
を概ね安全側に評価できていると考えられる。この中で、温度荷重が主の荷重である場合の比の
値は、雪、風荷重が主の荷重である場合に比べ小さくなっている。これは、雪、風荷重に対する
応力の荷重係数が(4.5.1,2)式では 0.35 なのに対し(4.5.3)式では雪荷重に対し 0.8、風荷重に対し
0.7 と大きな値となっていることが原因である。しかし、(4.5.3)式による推定値に対する実応力の
比は最大で 0.9 を上回っており、(4.5.3)式が過大評価しているとは言えない。 
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  図 4.5.3 再現期間 100 年に対する組合せ応力の推定式に対する比(基準温度＝年平均気温) 10) 
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図 4.5.4 再現期間 100 年に対する組合せ応力の推定式に対する比(基準温度＝夏期平均気温) 10) 
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4.6 地震荷重と温度荷重との組合せに関する検討 
 
この節では地震荷重と温度荷重との組合せについて検討する。 
地震荷重は数 10 年に 1 回程度といった頻度で発生する荷重であり、雪、風荷重の場合のよう
に気象データから日毎の組合せ応力を計算することはできない。従って、本節では地震、温度荷
重による応力の発生確率の分布を用いて組合せ荷重の発生確率を計算する。対象地点は札幌、東
京、那覇の 3 地点とする。 
 
4.6.1 地震荷重、温度荷重の確率分布 
 
a. 地震荷重による応力の分布 
再現期間𝑡𝑅年に対する地震荷重（地表面加速度）𝑎𝑡𝑅は荷重指針
4)を参考にして次式により求め
る。 
 𝑎𝑡𝑅 = 𝑎100 ∙ � 𝑡𝑅100�1𝑘       (4.6.1) 
ここで、 𝑎𝑡𝑅 ：再現期間 tR年に対する地表面加速度 
  𝑎100：再現期間 100 年に対する地表面加速度 
𝑎500：再現期間 500 年に対する地表面加速度 
                                          k = ln(500)− ln (100)ln(𝑎500) − ln (𝑎100) 
 
荷重指針より𝑎100 、𝑎500 を読み取り、k の値を計算し、下表に示す。 
 
 
 
 札幌 東京 那覇 
𝑎100 (m/sec2) 1.0 3.0 2.0 
𝑎500 (m/sec2) 2.0 6.0 4.0 
k 2.322 2.322 2.322 
 
地震荷重による応力は地表面加速度に比例すると仮定する。再現期間 𝑡𝑅 年に対する地震荷重
による応力 𝑠𝐸,𝑡𝑅 を再現期間 100 年の値 𝑠𝐸,100 で基準化すると次式の値となる。 
    
𝑠𝐸,𝑡𝑅
𝑠𝐸,100 = 𝑎100 ∙ � 𝑡𝑅100�
1
𝑘
𝑎100
= � 𝑡𝑅100�1𝑘                               (4.6.2)    
  
表 4.6.1 各地の地表面加速度の値と係数 k 
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b. 温度荷重による応力の分布 
温度荷重による応力の確率分布を設定する。1991 年から 2000 年までの 10 年間のすべての日
の時間毎の外気温データをもとに温度毎(0.1℃刻み)の発生頻度を求め外気温の分布形を定める
（図 4.6.1）。 
温度荷重は外気温と 4.2.3 節で求めた基準温度との差として定義する。各基準温度との差を求
めその分布を確率密度で表した（図 4.6.2）。  
雪、風荷重による応力との組合せ検討時と同じように、ここでも温度荷重による応力として再
現期間 100 年の値で基準化した値を用いる。 
  
図 4.6.1 外気温の頻度分布（1991～2000 年の毎時の値） 
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図 4.6.2 温度荷重の確率密度分布（1991～2000 年の毎時の値） 
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4.6.2 組合せ応力と荷重係数の算定 
 
地震荷重と温度荷重による組合せ応力の分布を求め、その大きさを評価する。 
地震荷重による応力𝑆𝐸と温度荷重による応力𝑆𝑇 との間には相関関係がない（確率的に独立であ
る）ため、組合せ応力（𝑆𝐸 + 𝑆𝑇）がある値 Z を超える確率は次式で計算できる。     P[𝑍 < 𝑆𝐸 + 𝑆𝑇] = �𝑃𝐸[𝑍 − 𝑆𝑇] ∙ 𝜌𝑇(𝑆𝑇)𝑑𝑆𝑇                     (4.6.3)  
 
ここで、 𝑃𝐸  ：地震荷重による応力の発生確率 
  𝜌𝑇  ：温度荷重による応力の発生確率密度 
 
地震荷重による応力と温度荷重による応力の発生確率の分布は 4.6.1 節で求めた値を用いる。
雪、風荷重との組合せによると同様、応力比（
𝑠𝑇,100
𝑠𝐸,100）、基準温度、再現期間をパラメータとする。 
算定された再現期間 𝑡𝑅 年に対する組合せ応力𝑠𝐸+𝑇,t𝑅から、再現期間𝑡𝑅年に対する地震荷重によ
る応力𝑠𝐸,t𝑅を減じた値を組合せ時における温度応力とする。この温度応力を再現期間𝑡𝑅年に対す
る温度応力𝑠𝑇,t𝑅で除した値を荷重係数𝑘𝑇𝐸,t𝑅とする。荷重係数は下式で表すことができる。 
 
𝑘𝑇𝐸,t𝑅 = (𝑠𝐸+𝑇,t𝑅 − 𝑠𝐸,t𝑅)/𝑠𝑇,t𝑅       (4.6.4) 
 
4.6.3 荷重係数に対する応力比、基準温度、再現期間の影響 
 
4.6.2 節の方法に従って組合せ応力を計算し、荷重係数を算定する。また、荷重係数に対する応
力比、基準温度、再現期間の影響を検討する。 
図 4.6.3 は東京における組合せ応力の年超過確率の算定例である。実線は(4.6.3)式で計算した
組合せ応力の年超過確率である。破線は(4.6.2)式から導き出される地震荷重による応力の年超過
確率(1/tR)である。ある超過確率に対する組合せ応力と地震荷重による応力との差が温度荷重によ
る応力に相当する。再現期間 100 年に対するこの関係を図中に示した。 
これらの値を(4.6.4)式に当てはめて荷重係数 𝑘𝑇𝐸,t𝑅 を算定した。図 4.6.4 は各都市における応
力比と荷重係数との関係を見たものである。雪、風荷重との組合せ応力の検討と同じように応力
比が大きい程荷重係数が大きくなる。しかし、変化の度合いは雪、風荷重の時よりも小さい。 
基準温度の影響では、札幌と那覇では冬期平均気温を基準温度とした場合が最も荷重係数が大
きくなっているが、東京では夏期平均気温の場合が最も大きく一定の傾向はない。 
図 4.6.5 は再現期間と荷重係数との関係を示す。ここでも雪、風荷重との組合せと同じように
再現期間が長くなるほど荷重係数が大きくなる傾向が見られる。 
 荷重指針による荷重係数0.4は再現期間100年に対して概ね妥当な値であるが、再現期間が100
年より短い場合には組合せ応力を過小評価する可能性がある。 
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  図 4.6.5 再現期間と荷重係数の関係（応力比＝1.0） 
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4.6.4 Turkstraの経験則 3)による組合せ応力の評価 
 
雪荷重、風荷重との組合せにおいて検討したように、地震荷重と温度荷重との組合せにおいて
も「Turkstra の経験則」3)（以下、経験則と称す）による推定を試みる。経験則は「組合せ荷重
の年最大値は主の荷重が年最大となる時刻の、主の荷重と従の荷重との和によって近似的に評価
できる」とするものであるが、雪、風荷重と異なり「地震荷重が年最大となる時刻の温度荷重」
を特定することは困難である。そこで、従の荷重である温度荷重に関しては年平均値を用いるこ
とにする。 
図 4.6.6 に 4.6.3 で組合せ応力から求めた荷重係数と Turkstra の経験則から求めた荷重係数の
推定値とを比較して示した。推定値は地域、基準温度の変化に対し組合せ応力から求めた値と同
じ傾向を示しているがその値は 20％程小さくやや過小評価となっている。 
 
4.6.5 まとめ 
 
地震荷重と温度荷重の確率分布に基づいて組合せ応力の確率分布を求めた。また、評価した組
合せ応力をもとに温度荷重による応力に対する荷重係数を求め、荷重係数の大きさに与える要因
について分析した。以下に主な知見をまとめる。 
 
1. 荷重係数は応力比が大きい程大きくなる。 
2. 荷重係数は基準温度の影響を受けるが、その傾向は地域により異なっている。 
3. 再現期間が長くなるほど荷重係数は小さくなる。 
4. Turkstra の経験則に温度荷重の平均値を当てはめて求めた荷重係数は組合せ応力から
から求めた荷重係数の各パラメータに対する変化の傾向をとらえているが、その値は
20％程度小さく、やや過小評価となった。 
5. 荷重指針による荷重係数 0.4 は再現期間 100 年に対して概ね妥当な値であるが、再現期
間が 100 年より短い場合には組合せ応力を過小評価する可能性がある。 
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図 4.6.6 Turkstra の経験則から求めた荷重係数との比較（応力比＝1.0、再現期間＝100 年） 
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4.7  温度荷重と他の荷重との組合せにおける荷重係数の設定法に関する考察 
 
4.7.1 検討の目的 
 
4.1 から 4.6 節において温度荷重と他の荷重との組合せによる応力を検討し、従の荷重に対する
応力に荷重係数を乗じることで組合せ応力を評価する方法を提案した。また、荷重係数の大きさ
応力比、基準温度、再現期間、建設地の影響があることを明らかにする一方で荷重指針が提案し
ている荷重係数はほぼ安全側の評価ができていることを示した。応力比等の影響を適切に考慮し
て建物ごと、部材ごとに荷重係数を定めればより経済的な設計に結び付くが、一方で設計作業は
煩雑になる。本節では荷重係数の設定法に関して設計上の利点、欠点について考察する。 
 
4.7.2 荷重係数に影響を与える要因ごとの分析 
 
a. 応力比 
荷重係数は応力比が大きい程大きくなり、応力比が 1.0 の時最大となる（図 4.3.6、図 4.4.7、
図 4.6.4）。荷重指針による荷重係数は応力比が 1.0 の場合の荷重係数に対しほぼ安全側（大きい
側）の値となっている。 
雪、風、地震荷重と温度荷重とは荷重の形態が異なり、架構内の部材応力の分布も荷重によっ
て異なる。従って応力比も部材毎に異なるが、部材毎に荷重係数を設定することは設計作業を煩
雑にする。従って、応力比に関しては荷重係数が最大となる 1.0 の場合を採用するのが妥当と考
えられる。 
 
b. 基準温度 
荷重係数は程度の差はあるものの基準温度（建設時期）の影響を受ける（図 4.3.8,9、図 4.4.8、
図 4.6.4）。雪、地震荷重との組合せにおいては基準温度が平均気温である場合よりも、冬期また
は夏期平均気温のように温度差が大きくなる場合の方が荷重係数は大きくなる。また風荷重と温
度荷重との組合せにおいては台風の影響が大きい地域では基準温度が夏期、年平均、冬期となる
に従い、すなわち台風シーズンである夏期に温度荷重が大きくなる程荷重係数が大きくなる。台
風の影響が小さい地域では基準温度による荷重係数の変化は小さい。荷重指針による荷重係数は
もっとも不利な（荷重係数が大きくなる）基準温度に対してほぼ安全側に評価できている。 
一般的には建設時期はある程度の幅があり、工事の進捗状況によっても左右される。よほど特
殊なケースを除き、年間を通していつ建設されてもいいような設計をするべきであるので基準温
度は特定しない方がよい。特殊なケースで建設時期を特定できる場合は、建設時期に対応した基
準温度を設定することができ、より経済的な設計が可能になる。しかし、基準温度による影響は
地域によって異なるため地域の観測データに基づき慎重に検討する必要がある。 
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c. 再現期間 
荷重係数は再現期間が長いほど低下する傾向がある（図 4.3.11、図 4.4.9、図 4.6.5）。荷重指針
による荷重係数は再現期間 100 年に対し、ほぼ安全側に設定されている。再現期間が 100 年以上
の場合には荷重指針による荷重係数は安全側であるので適用できる。再現期間に応じて荷重係数
を低減させることも可能であるが地域ごとに慎重に設定する必要がある。再現期間が 100 年より
短い場合には荷重指針による荷重係数は適用できない。別途、荷重係数を割り増して設計する必
要がある。 
 
d. 建設地 
組合せる荷重（雪、風、地震）毎に複数の地点で荷重係数を検討した。荷重係数は地点により
異なるので観測データに基づき慎重に検討を行えば、荷重指針による荷重係数を用いる場合より
も経済的な設計が可能となる。しかし、本研究で複数の地点で検討したのは、地域が異なっても
荷重係数はある幅の安易に収まることを確認することが目的であって、地点毎の差を説明できる
までの検討は行っていない。建設地毎に荷重係数を設定するためには、建設地の周辺の気象デー
タもあわせて検討するなど慎重な検討が必要になる。 
 
4.7.3 荷重係数の設定法のまとめ 
  
前節の検討の結果、設計条件（応力比、建設時期）に変動幅があることから、ある特定の条件
を設定して荷重係数を詳細に定めることは危険であり、また設計作業も複雑になる。現時点では
荷重指針による値等の安全側の一定の値を用いることが望ましい。 
 建設時期、建設地を特定して個別に荷重係数を設定すればより経済的な設計を行えるが、建設
地周辺の気象データもあわせて検討するなど慎重な検討が必要になる。 
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4.8  4 章のまとめ 
 
4 章では、温度荷重と他の荷重との組合せによる応力の大きさを気象データに基づいて評価し、
組合せ荷重の大きさに影響する要因について分析した。また、荷重係数を用いた評価式で組合せ
応力を評価できることを示した。 
組合せ応力の値は、日毎の気象データに基づいた各荷重に対する応力を足し合わせることで求
め、組合せ応力の年最大値の分布から再現期間に対する組合せ応力を求めた。 
組合せ応力を主の荷重の最大値と従の荷重の和という形で整理した。さらに、従の荷重に対す
る応力は従の荷重の最大値×荷重係数という形で評価した。その結果を分析し、以下のことがわ
かった。 
 
1. 荷重係数は応力比が 1.0（主の荷重による応力と従の荷重による応力が等しい）の時に最
大となる。 
2. 荷重係数は基準温度と温度の最大（最低）値との差が大きい程大きくなる傾向があるが、
風荷重との組合せにおいて台風の影響の小さい地域では影響が小さく、地震荷重との組合
せにおいては一定の傾向が見られない。 
3. 荷重係数は再現期間が短い程大きくなる傾向がある。 
4. Turkstra の経験則に基づき主の荷重が年最大となる日の組合せ応力による推定を行い、組
合せ応力の年最大値に対してよい近似となっていることを確認した。ただし、地震荷重と
の組合せにおいては誤差が 20％程度となった。 
5. 荷重指針による温度荷重に対する荷重係数（雪荷重との組合せに対して 0.8、風荷重との組合
せに対して 0.7、地震荷重との組合せに対して 0.4）は概ね妥当な値であることを示し、設計の
簡便さから荷重指針の値を用いることを推奨した。 
6. 雪、風、温度荷重が同時に作用する場合の組合せ応力は、上記の荷重係数を用いた評価式で安
全側に評価できることを示した。 
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第５章 設計例による検証 
5.1  設計例による検証の目的 
  
5 章では建築物のモデルを用いて、前章までで提案した内容について検証する。 
具体的には、下記の 4 項目について検討する。 
 
1. 温度荷重に対する設計をすべきかどうかの判断 
2. 構造体温度の簡易算定法 
3. 組合せ応力の設定法 
4. 温度荷重による影響を低減する対策 
 
5.2 節では、平屋の鉄骨造建築物について主に温度変化による屋梁の伸縮に伴う変形、応力を
検討する。構造形式は、ラーメン構造と、ブレース構造とを検討する。また、雪、風、地震荷重
との組合せを検討し、荷重係数を用いた組合せ応力の影響について検証する。温度変化による応
力を低減する対策として、ブレースを温度変形の小さい建物内側に配置したケースについてその
効果を検証する。 
5.3 節では、3 階建鉄筋コンクリート構造建築物について検討する。ラーメン構造と、耐震壁構
造を検討する。梁部材の温度は簡易算定法を用いて推定し、断熱材の有無、位置（スラブの上か
下か）により構造体温度がどのように変化するかを把握する。また、地震荷重との組合せを検討
し、荷重係数を用いた組合せ応力の影響について検証する。温度荷重による変形、応力を低減す
る対策として、前出の断熱材による温度変化量低減に加え、エキスパンションジョイント設置に
よる建物長さの低減、耐震壁の位置を変更することによる拘束応力の低減について効果を検証す
る。 
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5.2  鉄骨造生産施設の設計例 
  
鉄骨造建築物への温度荷重の影響を検討する。長大建物の例として、長さ 100ｍの鉄骨造平屋
の生産施設を想定する。雪、風、地震荷重との組合せの影響を確認するために建設地は札幌とし、
対象とする季節は冬期とする。ラーメン構造については主に変形に、ブレース構造については主
に拘束部材（ブレース）の応力に着目する。温度変化による変形、応力を低減する対策を考え、
効果を検証する。 
 
5.2.1 建物概要 
 
検討建物は、鉄骨造平屋の生産施設を想定する。Ｘ方向 10 スパン、Ｙ方向 2 スパンの均等な
架構構成であり、100m×40m の長方形平面形の建物とする。図 5.2.1、5.2.2 に屋根梁伏図、軸
組図を示す。 
構造形式としては純ラーメン構造(S1)とブレース構造(S2,S3)とし、ブレースの配置は建物両端
に配置する形式(S2)と建物内側に配置する形式(S3)とする。表 5.2.1 に対象とする Y2 架構の構造
部材の断面を示す。ラーメン構造については地震荷重による層間変形角が 1/200 以下となるよう
に柱、梁の断面を選定する。ブレース構造については引張ブレースのみで地震力を負担できるよ
うに断面を選定すると共に、柱、梁についてはラーメン構造の部材を 1～2 サイズ低減する。 
 
 
 
 
  
モデル 柱 大梁 ブレース 
S1 □-450x450x16 H-600x200x11x17 なし 
S2 □-400x400x16 H-400x200x8x13 □-175x175x9 
S3 □-400x400x16 H-400x200x8x13 □-175x175x9 
表 5.2.1 部材リスト（Y2 架構） 
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図 5.2.1 屋根梁伏図 
図 5.2.2 Y2 通り軸組図 
2
0.
0
m 
2
0.
0
m 
4
0.
0
m 
S3（建物内側にブレースを配置した例） 
S2（建物両端にブレースを配置した例） 
S1（ラーメン構造） 
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5.2.2 条件設定 
 
以下に、設定した条件を示す。 
 
(1)立地条件 
建設地は札幌。 
 
(2)建物の仕上げ 
外装仕上げ：屋根は折版屋根、外壁は金属パネルとする。 
室内側：塗装のみで耐火被覆はなし。ただし、屋根や外壁は存在するが比較的開放的な建物で、
基本的に室温が外気温と同等であると仮定する。 
 
(3)温度変化の要因 
外気温を対象とする。 
 
(4)室内空調条件 
空調なし。室温＝外気温と仮定する。 
 
(5)解析モデル 
・長辺方向架構のうち中側架構（Y2 通り）を対象とした平面図フレームとする。 
・基礎梁は柱に対して十分な曲げ剛性があるものとし、柱脚を固定として解析する。 
・材料特性は弾性とする。 
・鋼材の線膨張係数は 1.2×10-5 /℃とする。 
・解析は汎用構造解析ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ FAP-3,V5 を用いる。 
 
(6)構造体温度の設定 
鋼材温度 ＝ 部材周辺温度（外気温）とする。 
雪荷重との組合せを検討するため冬期を対象とする。 
 冬期の最低温度は、4 章で計算した再現期間 100 年に対する値として、最低温度－20.4℃とす
る。 
冬期の温度を対象とすることから、基準温度（建設時温度）としては最も温度差が大きくなる
夏期平均気温を採用する。夏期平均気温として 7 月の月平均気温である 22.0℃を採用する。 
温度差は、 －20.4－22.0 ＝ －42.4℃となる。 
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(7)荷重ケース 
荷重としては、以下のケースを想定し、設計時に変形、応力の組合せを考慮する。 
 
固定荷重：屋根の重量として 0.5kN/m2とする。 
雪荷重 ：積雪深 1.4m に比重 3kN/m3を乗じて 4.2kN/m2とする。 
風荷重 ：基準風速 U0=32m/sec とし風圧力を 0.97kN/m2とする。 
地震荷重：地震時重量として屋根の重量に雪荷重の 0.35 倍の値を加える。 
層剪断力係数はラーメン構造の場合 0.2、ブレース構造の場合 0.3 とする。 
温度荷重：(6)参照 
 
(8)クライテリア 
・層間変形角 1/200 以下。 
・断面の応力度が短期許容応力度以下。 
・温度荷重により圧縮側のブレースが座屈しないこと（短期圧縮応力度以下） 
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5.2.3 温度荷重に対する設計を行うかどうかの判定 
 
2.2.3 で提案した推定法を用いて温度荷重に対する変形、応力を推定し、温度荷重に対する設計
が必要かどうかを判断する。 
 
a. 層間変形角の推定 
ラーメン架構 S1 について層間変形角を推定する。 
42.4℃の温度変化に対するラーメン構造の層間変形角の推定値は下式となる。 
 
 
 
想定された層間変形角は地震力に対する変形制限の半分以上と大きい。また、他の荷重との組
合せを考えると設計上クリティカルとなる可能性もあるので温度荷重を考慮した設計を行うべき
と判断する。 
 
b. 拘束応力の推定 
ブレース付き架構 S2 について拘束応力を推定する。 
温度荷重 42.4℃に対する両端固定梁の軸力 P0は下式の値となる。 
    𝑃0 = 𝐸𝐸𝛼𝛥𝑇 = 2.05 × 105 ∙ 8337 ∙ 0.000012 ∙ 42.4 = 870000𝑁                                      (5.2.2) 
 
拘束応力の低減係数は下式となる。 
          𝐾𝐵2𝐾𝐺 + 𝐾𝐵 = 836002 ∙ 21363 + 83600 = 0.660                                                                                  (5.2.3) 
 
拘束応力は 576kN となり、ブレースの軸力は 407kN と座屈応力 180 kN を超えるため温度荷
重を考慮した設計を行うべきと判断する。 
 
  
層間変形角 = α ∙ ⊿𝑇 ∙ 𝐿2ℎ = 0.000012 ∙ 42.4 ∙ 1002 ∙ 10 = 0.00254 = 1393        (5.2.1)  
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5.2.4 ラーメン構造に関する変形と応力の検討 
 
a. 層間変形角に関する考察 
図 5.2.3 に変形図を示す。 
冬期を対象としているため温度荷重により梁が収縮し柱が内側に倒れるように変形しており、
その角度は外側の柱程大きい。最大層間変形角 1/417rad は、推定値 1/393 とほぼ等しい。また、
地震荷重による変形の 1/223rad に対して 54%であり、内外装材及び窓、ドアなどの建具は変形
に対する追随性を検討する必要がある。また、この変形は、梁が自由に収縮した場合の変形（＝
推定値）の 1/394rad に対して 94％と自由変形に近く、拘束が小さいことがわかる（表 5.2.2）。 
 
 
 
 組合せ荷重に対する変形を試算してみる。 
風＋温度の変形は、荷重係数 0.7 を用いて計算すると 30.7mm となり（温度荷重を主の荷重と
している）、単純和の 33.6mm に対して 91%となる。 
 
0.7・9.6＋24.0 ＝ 30.7mm (1/325rad)     (5.2.4) 
 
 地震＋温度の変形も同様に荷重係数 0.4 を用いて計算すると 54.4mm となり、地震時層間変形
44.8mm に対して 21%大きく、単純和の 68.8mm に対して 79％であり、単純和では変形を過大
に評価することになる。また、組合せ荷重に対する層間変形角 1/184rad はクライテリアの 1/200
を上回る結果となるため対策が必要である。 
 
44.8＋0.4×24.0 ＝ 54.4mm (1/184rad)     (5.2.5) 
    
  
荷重ケース 最大層間変形 
(mm) 
最大層間変形角 
(rad) 
備考 
風 9.6 1/1042  
地震 44.8 1/223  
温度 24.0 1/417 地震荷重による変形の
54%、自由変形の 94% 
温度（自由変形） 25.4 1/394  
表 5.2.2 最大層間変形 
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鉛直荷重による変形図 
図 5.2.3 ラーメン構造(S1)の変形図 
雪荷重による変形図 
風荷重による変形図 
地震荷重による変形図 
 
温度荷重による変形図 
9.6mm 
44.8mm 
24.0mm 
変形の方向
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b. 部材応力に関する考察 
5.2.4 に応力図（曲げモーメント図）を示す。 
温度荷重により柱、梁に発生している曲げモーメントは梁の収縮に伴う層間変形に伴うもので
あり、その最大値は地震荷重による曲げモーメントに対して 52％と層間変形とほぼ同じ比率であ
る（表 5.2.3）。ラーメン構造においても温度荷重は変形だけでなく応力に対しても影響が大きい
ことがわかる。 
 
 
下線（ ）は各荷重ケースにおける最大曲げモーメントを示す。 
 
大梁の内端の曲げモーメントについて組合せ応力を計算する。荷重係数は荷重指針 2 章の値を
用いた。表 5.2.4 に組合せ応力の計算例を示す。荷重係数を乗じて得られた組合せ応力は単純和
に対して 0.817～0.934 の範囲にあり、荷重係数を考慮することで設計用応力を低減し、合理的な
設計ができることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
荷重ケース 大梁曲げモーメント kN･m 備考 
外端 内端 
固定 9 18  
雪 82 175  
風 52 42  
地震 245 196  
温度 128 94 地震荷重による応力
の 52% 
表 5.2.3 大梁最大曲げモーメント 
表 5.2.4 組合せ応力（大梁曲げモーメント）の検討 
荷重係数 単純和＊
梁内端ﾓｰﾒﾝﾄ
kN・m
18 175 42 196 94
1.00 1.00 0.80 268 287 0.934
1.00 1.00 0.70 126 154 0.817
1.00 1.00 0.40 252 308 0.817
1.00 0.80 1.00 252 287 0.878
1.00 0.70 1.00 141 154 0.918
1.00 1.00 0.35 0.80 283 329 0.860
1.00 0.35 1.00 0.70 187 215 0.869
1.00 0.80 0.70 1.00 281 329 0.855
＊：風荷重が主の荷重の場合は雪荷重時応力に0.35を乗じる。
ハッチは主の荷重を示す。
荷重ケース
荷重係数
組合せ応力 荷重係数
/単純和
固定 雪 風 地震 温度
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鉛直荷重による曲げモーメント図 
図 5.2.4 ラーメン構造(S1)の曲げモーメント図 
雪荷重による曲げモーメント図 
風荷重による曲げモーメント図 
地震荷重による曲げモーメント図 
温度荷重による曲げモーメント図 
128kNm 94kNm 
245kNm 196kNm 
52kNm 42kNm 
9kNm 18kNm 
82kNm 175kNm 
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5.2.5 ブレース構造に関する変形と応力の検討 
 
ブレース構造は、建物外側にブレースを配置した S2 と、ブレースの温度応力を低減するため
に建物内側に配置した S3 の 2 種類を検討する。 
 
a. 層間変形角に関する検討 
図 5.2.5 に変形図を示す。 
温度応力による層間変形角はラーメン構造に比べ S2 で 41％、S3 で 76％と低減されている。
温度変形を低減させる方法としてはブレースを配置することは有効である。 
 
 
 
 
 
  
荷重ケー
ス 
ラーメン構造(S1) ブレース構造(S2) ブレース構造(S3) 
層間変形 
(mm) 
層間変形角 
(rad) 
層間変形 
(mm) 
層間変形角 
(rad) 
層間変形 
(mm) 
層間変形角 
(rad) 
風 9.6 1/1042 1.7 1/5882 1.3 1/7692 
地震 44.8 1/223 12.1 1/826 9.1 1/1099 
温度 24.0 1/417 9.9 1/1010 18.3 1/546 
表 5.2.5 最大層間変形 
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地震荷重による変形図(S2) 
 
図 5.2.5 ブレース構造(S2,S3)の変形図 
温度荷重による変形図(S2) 
 
風荷重による変形図(S3) 
地震荷重による変形図(S3) 
温度荷重による変形図(S3) 
風荷重による変形図(S2) 
 
18.3mm 
9.1mm 
1.3mm 
9.9mm 
6.7mm 
1.7mm 
変形の方向
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b. 部材応力に関する検討 
温度変形に対する拘束部材となっているブレースの応力（軸力）に関する検討を行う。 
図 5.2.6 に応力図（軸力図）を示す。変形を拘束するブレースと軸変形を拘束される梁には軸
力が発生している。S2 においては温度荷重によるブレースの圧縮軸力は、地震による軸力よりも
大きく、構造断面を決定する要因となっている。 
 
 
 
c. ブレース位置による応力の低減効果の検討 
ブレースを温度変形の小さい建物の内側に配置したS3ではS2に比べブレース軸力が引張側で
0.84 倍に、圧縮側で 0.68 倍に低減されている。この設計例のように屋根が軽く（地震力が小さ
く）、階高が高い（ブレースが長い）場合には、引張ブレースだけで十分に地震力に抵抗できるた
め、圧縮側のブレースは軸力を負担しない設計をすることが多いが、実際には、温度荷重を受け
た場合、引張ブレースであっても座屈するまでは圧縮力が加わり、座屈後は面外に湾曲して仕上
げ材を破損させることがある。そこで、引張ブレースであっても日常的に発生する温度荷重によ
る座屈を防止することが望ましい。今回の設計例でブレースの座屈の検討を行う。 
 
断面 □－175×175×9  断面積 A＝5767mm2 , 断面 2 次半径 i= 67.1mm 
細長比 λ＝14100 / 67.1 = 211 , fc = 20.9 N/mm2 
 
S2  ブレース圧縮軸力＝258kN 
 応力度 = 258000 / 5767 = 44.7 > 20.9 × 1.5 = 31.3  NG   (5.2.6) 
 
S3 ブレース圧縮軸力＝175kN 
 応力度 = 175000 / 5767 = 30.3 < 20.9 × 1.5 = 31.3 OK   (5.2.7) 
 
以上のように、建物両側にブレースを配置した S2 では温度荷重によるブレースの圧縮軸力が
短期許容応力度を上回っており、座屈する可能性がある。これに対して、ブレースを建物内部に
配置した S3 では短期許容応力度以内に収まっている。ブレース位置を建物の中心に近づける対
策により、ブレースに対する過度の温度応力を低減し、座屈防止を防止することができた。 
荷重ケース ブレース軸力(S2) (kN) ブレース軸力(S3) (kN) 
引張 圧縮 引張 圧縮 
風 58 －51 55 －56 
地震 408 －360 366 －393 
温度 591 －258 498 －175 
温度（S3/S2）   0.84 0.68 
表 5.2.6 ブレース軸力 
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d. 組合せ応力に関する検討 
次に、組合せ応力について検討する。 
 地震＋温度の組合せを考える。軸力が大きい引張側のブレースに着目すると、温度応力の方が
大きいため温度荷重を主の荷重とし、地震による応力に対して荷重係数 0.4 を乗じると組合せ応
力は 754kN となり、単純和の 999kN に対し 75%となる。つまり、組合せ応力として単純和を採
用すると応力を 25％過大に見積もることになる。荷重係数を適切に設定することで合理的な設計
が可能になる。 
 
e. 大梁の軸力に関する検討 
次に、大梁の軸力について検討する。大梁の最大発生軸力を表 5.1.7 に整理した。表には梁の
両端が固定された状態での温度応力も記載した。温度荷重により発生した梁の軸力の固定された
梁の軸力に対する比は、ラーメン構造では 0.08 と小さく、ブレース構造では 0.70(S2), 0.59(S3)
と固定に近くなっている。ブレース構造では梁の端部接合形式をピン接合（剪断力のみ伝えるた
めにウェブのみを接合する）にする場合があるが、接合部においても軸力の伝達についての検討
が必要となろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
荷重ケース 大梁軸力(kN) 
ラーメン構造(S1) ブレース構造(S2) ブレース構造(S3) 
風 2 48 28 
地震 12 340 200 
温度 111 621 515 
温度(両端固定) 1374 870 870 
温度／温度(固定) 0.08 0.70 0.59 
表 5.2.7 大梁軸力 
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地震荷重による軸力図(S2) 
 
図 5.2.6 ブレース構造(S2,S3)の軸力図 
温度荷重による軸力図(S2) 
 
風荷重による軸力図(S3) 
地震荷重による軸力図(S3) 
温度荷重による軸力図(S3) 
風荷重による軸力図(S2) 
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5.3  鉄筋コンクリート造教育施設の設計例 
 
 鉄筋コンクリート造建物への温度荷重の影響を検討する。長大建物の例として、長さ 96ｍの 3
階建て教育施設を想定する。この長さは鉄筋コンクリート造建物としては比較的長く、温度荷重
による影響が大きいことが予想される。鉄骨造の設計例に比べ床面積あたりの重量が大きく、地
震荷重が卓越するため、雪、風荷重は考慮しない。建設地は東京とし、対象とする季節は夏期と
する。最上階の梁に日射の影響を考慮し、断熱材の有無、位置による梁温度の違いを検討する。
構造架構は鉄骨造と同様にラーメン構造と耐震壁構造の 2 種類を検討する。ラーメン構造では主
に層間変形に着目する。変形を低減する手段として、エキスパンションジョイントにより建物長
さを低減する対策についてその効果を把握する（RC2）。耐震壁併用構造の場合は温度変形の拘束
材となる耐震壁に発生する剪断力に着目し、剪断ひび割れに対する検討を行う。温度荷重による
剪断力を低減する対策として、耐震壁を温度変形が小さい建物内側に配置したケース(RCW2)を
考え応力の低減効果を把握する。 
 
5.3.1 建物概要 
 
8m スパンを単位とするＸ方向 12 スパン、Ｙ方向 3 スパンの均等な架構とし、96m×24m の
長方形平面の建物とする。図 5.3.1、5.3.2 に床梁伏図、軸組図を示す。 
構造形式としては純ラーメン構造(RC1,2)と耐震壁併用ラーメン構造(RCW1,RCW2)とする。表
5.3.1 に対象とする Y2 架構の構造部材の断面を示す。 
温度荷重による影響を低減する対策として、ラーメン構造ではエキスパンションジョイントに
よる建物長さの低減をはかり(RC2)、耐震壁併用構造では耐震壁の位置による応力低減をはかる
(RCW2)。 
 
 
コンクリートの設計基準強度 Fc ＝ 24 N/mm2 
 
 
  
モデル 柱 大梁 耐震壁 
RC1 □‐750x750 □‐500×800 なし 
RC2 □‐750x750 □‐500×800 なし 
RCW1 □‐750x750 □‐500×800 厚さ 200mm 
RCW2 □‐750x750 □‐500×800 厚さ 200mm 
表 5.3.1 部材リスト（Y2 架構） 
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5.3.2 条件設定 
 
以下に、設定した条件を示す。 
 
(1)立地条件 
建設地は東京。 
 
(2)屋根の断熱条件 
屋根の断熱条件としては下記の 3 ケースを想定する。 
・内断熱：床、梁の室内側に断熱を施す。構造体温度としては最も変化が大きくなる。 
・無断熱：床上にも下にも断熱がない。 
・外断熱：屋根スラブの上に断熱層を設け、その上に押えコンクリートをのせる。構造体温度
の変化は最も小さくなる。 
近年では温度変化による屋根躯体の伸縮による不具合（壁のひび割れ等）を防止するため外断
熱工法が主流であるが、ここでは温度変化の影響を見るため 3 ケースの比較を行う。 
 
(3)温度変化の要因 
屋根面は外気温と日射の影響を考慮する。 
日射と外気温により夏期に最も大きな温度差が生じると考えられるため、季節は夏期を仮定す
る。室内は 26℃に空調されているものとする。 
 
(4)解析モデル 
・長辺方向架構のうち中側架構（Y2 通り）を対象とした平面フレームとする。 
・基礎梁の曲げ剛性を考慮するが、軸伸縮はないものとする。 
・材料特性は弾性とする。 
・コンクリートの線膨張係数は 1.0×10-5 /℃とする。 
・応力と変形の解析は汎用構造解析ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ FAP-3,V5 を用いる。 
 
(5)構造体温度の設定 
外気温は東京における最高温度の再現期間 100 年に対する値として、39.8℃とする。屋根面に
は日射を考慮する。室内は 26℃で一定とする。大梁の温度は 2 次元簡易算定法を用いて計算する。
5.3.4 に計算結果を示す。柱、壁及び最上階以外の梁は室内空調温度と同じであるとし、26℃と
する。 
基準温度（建設時温度）は夏期の応力や変形に対し最も条件が厳しい冬期平均気温とし、東京
の 1 月の月平均気温である 5.6℃を採用する。 
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(6)解析ケース 
荷重としては、以下のケースを想定し、設計時に応力の組合せを行う。 
固定＋積載荷重：架構用 12kN/m2、地震用 11kN/m2とする。 
地震荷重：1 階の層剪断力係数を 0.2 とし、高さ方向の分布は Ai 分布とする。 
温度荷重：(5)参照 
 
(7)クライテリア 
・相関変形角 1/200 以下。 
・断面の応力度が短期許容応力度以下。 
・温度荷重により鉄筋コンクリート耐震壁に剪断ひび割れが生じないこと（短期許容剪断応力度
以下） 
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5.3.3 温度荷重に対する設計を行うかどうかの判定 
 
設定した条件に対して温度荷重による変形、応力を推定し、温度荷重に対する設計が必要かど
うかを判断する。 
 
a. 層間変形角の推定 
ラーメン架構 RC1 について層間変形角を推定する。内断熱を想定し、最上階梁の温度変化を
35.7℃とする。階高は建物高さとして 12ｍとする。 
温度変化に対するラーメン構造の層間変形角の推定値は下式となる。 
 
 
 
想定された層間変形角は地震荷重に対するクライテリアである1/200の1/3程度であるが1/800
を超えることから壁のひび割れが懸念される。また、地震荷重との組合せを考えると設計上クリ
ティカルとなる可能性もあるので温度荷重を考慮した設計を行うべきと判断する。 
 
b. 拘束応力の推定 
耐震壁付き架構 RW1 について拘束応力を推定する。 
温度荷重 35.7℃に対する両端固定梁の軸力 P0は下式の値となる。 
    𝑃0 = 𝐸𝐸𝛼𝛥𝑇 = 2.27 × 104 ∙ 400000 ∙ 0.00001 ∙ 35.7 = 3242000𝑁                                      (5.2.2) 
 
拘束応力の低減係数は下式となる。 
          𝐾𝐵2𝐾𝐺 + 𝐾𝐵 = 12690002 ∙ 113000 + 1269000 = 0.848                                                                                  (5.2.3) 
 
拘束応力は 2749kN となり、コンクリートのひび割れ応力とほぼ等しいため温度荷重を考慮し
た設計を行うべきと判断する。 
 
 
  
層間変形角 = α ∙ ⊿𝑇 ∙ 𝐿2ℎ = 0.00001 ∙ 35.7 ∙ 962 ∙ 12 = 0.00143 = 1700         (5.2.1)  
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5.3.4  断熱材による梁温度の低減効果 
 
最上階の梁について断熱材の有無、位置による温度変化の違いについて検討する。断熱条件は、
5.3.2 (2)の 3 ケース(内断熱、無断熱、外断熱)を対象とする。 
鉄筋コンクリート梁は熱容量が大きく、構造体温度＝外気温（最高、最低）と仮定すると過剰
な温度荷重を考慮することになる。そこで、最上階梁の温度は、外気温、日射の日変動を考慮し
た 2 次元簡易算定法により求める。 
図 5.3.3 に 3 ケースの断熱条件に対する解析結果（日平均温度の分布）を示す。赤が相当外気
温度平均値(45℃)、青が室温(26℃)を表している。内断熱をしたケースでは梁断面全体が相当外
気温度に近い温度になっているのに対し、外断熱をしたケースでは梁全体の温度が室温に近くな
っている。各ケースの最高温度（梁断面の平均値）、基準温度（冬期平均気温）との温度差を表
5.3.2 に示す。断熱の無いケースを基準とすると、内断熱では温度差が 1.25 倍とかえって大きく
なっている。外断熱としたケースでは逆に 0.75 倍と温度差が低減されている。 
このように、内断熱は構造体の温度応力を増大させ、壁のひび割れの要因となるため、近年で
は外断熱とすることが多い。しかし、以下の変形と応力の検討においては温度荷重の影響が最も
大きい内断熱のケースを対象とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
表 5.3.2 梁最高温度と基準温度に対する温度差（℃） 
梁最高温度 基準温度 温度差 比率
　内断熱 41.3 5.6 35.7 1.25
　断熱なし 34.1 5.6 28.5 1.00
　外断熱 27.1 5.6 21.5 0.75
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  図 5.3.3 温度分布（夏期、日平均温度） 
内断熱 
断熱なし 
外断熱 
断熱材 
押さえコンクリート
断熱材 
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5.3.5 ラーメン構造に対する変形と応力の検討 
 
a. 層間変形角に関する検討 
図 5.3.4 に地震、温度荷重に対するラーメン構造(RC1)の変形と応力（曲げモーメント）を示す。 
温度荷重による変形は夏期を対象としているため、冬期を対象とした鉄骨のラーメン構造（Ｓ
１）と反対に梁の伸び出しにより柱が外側に倒れるように変形しており、その角度は外側の柱程
大きい。温度荷重による変形角は最大で 1/615rad（1 階外柱）と地震荷重による 1 階の相関変形
角の 1/606 とほぼ同じ大きさであり、温度荷重の影響が大きい。2 階の梁が自由に伸び出した場
合の層間変形角 1/408 に対する比は 66％であり、架構の剛性により変形が低減されている。最上
階の水平変位ではその比率は 84％となっているのは、下階の梁も伸び出しているため架構の拘束
力が低下しているためと考えられる。 
 
 
温度荷重により柱、梁に発生している曲げモーメントは梁の伸び出しに伴う層間変形によるも
のであり、地震荷重による曲げモーメントに対する比は、柱で 84%、大梁で 73%(2 階)、101％(R
階)と層間変形における地震との比とほぼ同じである(表 5.3.4）。 
 
 
 
  
荷重ケース R 階水平変位 
(mm) 
1 階層間変位 
(mm) 
最大層間変形角 
(rad) 
地震 18.8 6.6 1/606 
温度 15.2 6.5 1/615 
温度（自由変形） 17.1 9.8 (1/408) 
温度/地震 0.81 0.99  
温度/温度(自由) 0.84 0.66  
荷重ケース 曲げモーメント(kN･m) 
1 階柱脚 2 階梁外端 R 階梁外端 
固定+積載 55 363 298 
地震 848 561 241 
温度 716 409 243 
温度/地震 0.84 0.73 1.01 
表 5.3.3 最大層間変形 
表 5.3.4 大梁最大曲げモーメント 
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b. 組合せ応力に関する検討 
荷重係数を用いた組合せ応力を算定し、単純和と比較する。最上階外端部大梁の曲げモーメン
トについて組合せ応力を計算した結果を表 5.3.5 に示す。地震荷重が主の荷重である場合の温度
応力に対する荷重係数は 0.4 としている。 
荷重係数を用いず、各応力を単純に加えた場合(③)に対して、荷重係数を乗じて得られた組合
せ応力の比は 0.81～0.82 とおよそ 2 割の低減となっている。荷重係数を適切に考慮することで合
理的な設計ができることがわかった。 
 
 
 
 
  
 
 
 
  
①
G+Q+E
②
G+Q+E+0.4T
③
G+Q+E+T
2階梁外端ﾓｰﾒﾝﾄ
kN・m
363 561 409 924 1088 1333 1.18 0.82
R階梁外端ﾓｰﾒﾝﾄ
kN・m
298 241 243 539 636 782 1.18 0.81
②/③②/①
組合せ応力
荷重ケース
固定+積載
G+Q
地震
E
温度
T
表 5.3.5 組合せ応力（大梁曲げモーメント）の検討 
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図 5.3.4 ラーメン構造(RC1)の変形と応力 
地震荷重による曲げモーメント図(RC1) 
 
温度荷重時変形図(RC1) 
 
温度荷重による曲げモーメント図(RC1) 
地震荷重による変形図(RC1) 
 変形の方向
 
温度荷重による変形図(RC1) 
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c. エキスパンションジョイントによる変形と応力の低減 
ラーメン構造では、温度荷重による影響（変形、応力）は主に梁の伸縮が原因である。梁の伸
縮量は温度変化量と梁の長さに比例している。そこで、エキスパンションジョイントを設けて建
物を構造的に分割し、伸縮する梁の長さを短くする対策を考える。 
対象とする架構は、図 5.3.2 に示す RC2 であり、RC1 に対して建物長さを半分（48m）として
いる。図 5.3.5 に地震、温度荷重に対する変形と応力（曲げモーメント）を示す。変形、応力を
エキスパンションジョイントがない RC1 と比較した（表 5.3.6）。地震荷重に対する変形、応力が
エキスパンションジョイントの有無にほとんど影響されないのに対し、温度荷重に対する変形、
応力はおよそ半分に低減されている。変形、応力共に建物長さに比例して小さくなっている。ラ
ーメン構造の場合にはエキスパンションジョイントを設けて構造架構の長さを短くすることによ
り温度荷重に対する変形、応力を低減できることがわかった。 
 
 
 
  エキスパンションジ
ョイント無し（RC1） 
エキスパンションジ
ョイント有り（RC2） 
低減率 
(RC2/RC1) 
最上階変位 地震 18.8 18.4 0.98 
温度 15.2 8.1 0.53 
２階梁曲げモ
ーメント 
地震 561 548 0.98 
温度 409 195 0.48 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
表 5.3.6 エキスパンションジョイントによる変形、応力の低減 
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  図 5.3.5 エキスパンションジョイントを設けた場合(RC2)の変形と応力 
地震荷重による曲げモーメント図(RC2) 
 
温度荷重による曲げモーメント図(RC2) 
地震荷重による変形図(RC2) 
 変形の方向
 
温度荷重による変形図(RC2) 
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5.3.6 耐震壁構造に関する変形と応力の検討 
 
耐震壁を併用した構造(RCW1,RCW2)に関して温度荷重による影響を把握すると共に、荷重係
数を用いた組合せ応力の大きさの評価、温度荷重に対する影響を低減する対策とその効果につい
て検討を行う。 
 
a. 変形に関する検討 
図 5.3.6 に地震、温度荷重による変形を示す。 
温度荷重による層間変形角はラーメン構造(RC1)に比べて RCW1 で 42％、RCW2 で 80％と減
少している。これは耐震壁が梁の伸縮を拘束しているものと考えられる。特に RCW1 では建物の
両端に配置された耐震壁が、梁の伸縮を拘束している。耐震壁には変形を拘束された梁からの反
力が働き、剪断力が発生する。 
 
 
 
  
荷重 
ケース 
ラーメン構造(RC1) 耐震壁構造( RCW1) 耐震壁構造( RCW2) 
層間変形 
(mm) 
層間変形角 
(rad) 
層間変形 
(mm) 
層間変形角 
(rad) 
層間変形 
(mm) 
層間変形角 
(rad) 
地震 6.6 1/606 1.8 1/2222 1.6 1/2500 
温度 6.5 1/615 2.7 1/1481 5.2 1/769 
表 5.3.7 1 階の最大層間変形 
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図 5.3.6 耐震壁構造の変形 
温度荷重による変形図(RCW1) 
 
地震荷重による変形図(RCW2) 
 
温度荷重による変形図(RCW2) 
地震荷重による変形図(RCW1) 
 
変形の方向
 
変形の方向
 
 
 
228 
b. 応力に関する検討 
地震、温度荷重による応力（剪断力）を図 5.3.7 に、耐震壁の剪断力の最大値を表 5.3.8 に示す。
RCW1 では温度荷重による剪断力が地震による剪断力の約 2 倍と大きく、構造断面を決定する荷
重となっている。温度荷重に対する剪断応力度はコンクリートの短期許容応力度である
1.09kN/mm2 を上回っており、剪断ひび割れが発生する可能性が高い。このひび割れは配筋を増
やすなどの補強では制御が困難であるので、応力を低減する対策が必要である。 
 
 
c. 組合せ応力に関する検討 
地震、温度荷重による組合せ応力（耐震壁の剪断力）について検討する。温度荷重による剪断
力の方が地震による剪断力よりも大きいため、温度荷重を主の荷重とする。荷重係数 0.4 を用い
た組合せ応力(T+0.4E)、単純和(T+E)とを計算し、表 5.3.9 に示した。荷重係数を用いた組合せ
応力は単純和に対して 0.7、0.8 倍と小さく、荷重係数を適切に設定することで合理的な設計が可
能になると考えらえる。 
 
 
 地震 
E 
温度 
T 
荷重係数 
T+0.4E 
単純和 
T+E 
(T+0.4E) 
/(T+E) 
RCW1 1553 3099 3720 4652 0.80 
RCW2 1590 1629 2265 3219 0.70 
 
d. 耐震壁の配置により温度応力を低減する方法の検討 
鋼構造におけるブレースの配置と同様、耐震壁をより温度変形の小さな建物内側に配置するこ
とにより温度応力を低減する対策(RCW2)についてその効果を把握する。 
建物の内側に配置した場合(RCW2)の耐震壁の剪断力 1629kN は、建物両端に配置した場合
(RCW1)3099kN に比べ 0.53 倍に低減している(表 5.3.8)。耐震壁の位置は地震荷重に対する強度
には影響しないので温度応力が小さくなる配置をすることが望ましい。 
 
  
荷重ケース RCW1  RCW2 
剪断力 
(kN) 
剪断応力度
(N/mm2) 
剪断力 
(kN) 
剪断応力度
(N/mm2) 
地震 1553 0.97 1590 0.99 
温度 3099 1.94 1629 1.02 
表 5.3.8 耐震壁の剪断力 
表 5.3.9 地震、温度荷重に対する組合せ応力(kN) 
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図 5.3.7 耐震壁構造の剪断力図 
温度荷重による剪断力図(RCW1) 
 
地震荷重による剪断力図(RCW2) 
 
温度荷重による剪断力図(RCW2) 
地震荷重による剪断力図(RCW1) 
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5.4  5 章のまとめ 
 
5 章では温度荷重の影響が大きいと考えられる建築物のモデルを用いて、前章までで提案した
内容について検証した。以下に項目別に検討結果をまとめる。 
 
１．温度荷重に対する設計が必要かどうかの判断 
2.2.3 で提案した推定法に従い変形、応力を推定した。推定値と精算値との対応は下表のとお
りである。鉄骨造のブレース軸力に関しては誤差が大きいが、これは推定値においてブレース
両側の柱の軸変形を考慮していないこと等が原因と考えられる。他の要素に関する誤差は 10％
程度であり初期に設計を行うかどうかを判断するには十分な精度であると考えられる。 
 
 
構造モデル 変形/応力 推定値 精算値 誤差 
S ラーメン 層間変形角 1/392 1/417 6% 
S ブレース ブレース軸力 407kN 258kN 57% 
RC ラーメン 層間変形角 1/700 1/615 12% 
RC 耐震壁 耐震壁剪断力 2749kN 3099kN 11% 
 
2．構造体温度の簡易算定法 
鉄筋コンクリート造屋根梁の温度を簡易算定法を用いて推定した。日射、外気温、室内気温
などの温度条件と、断熱の種類、有無を考慮でき、また簡易に温度を推定することができ、設
計ツールとして有効である事を確認した。 
 
3．組合せ応力の設定法 
4 章で提案した荷重係数を用いて組合せ応力を算出した。算出した組合せ応力は各応力を単
純和した値に対し 0.8 倍程度であった。荷重係数を用いることにより合理的な設計に寄与する
と考えられる。 
 
4．温度荷重による影響を低減する対策 
温度荷重による影響を低減するため 3 種類の対策を検討した。 
断熱材により最上階の鉄筋コンクリート梁の温度変化量を低減する対策では、外断熱により
約 25％の低減効果があった。一方、内断熱にすると逆に 25％増大するため注意が必要である。 
ブレース、耐震壁に作用する応力を低減するため、温度による変形が小さい建物内側に配置
する対策を検討した。拘束部材に働く応力はブレースでは 0.84～0.68 倍に、耐震壁では 0.53
倍に低減され、対策として有効であることがわかった。 
エキスパンションジョイントを用いて架構の長さを低減する対策について検討した。変形、部
材応力はほぼ架構の長さに比例して低減され、有効な対策であることがわかった。 
表 5.4.1 温度荷重による変形、応力の精算値と推定値 
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6 章 結論 
  
本論文では「温度荷重を考慮した建築物の設計」の現状を分析し、残された課題に対する検討
を行った結果、温度荷重を考慮した設計を行うかどうかの判断の目安、構造体温度の簡易算定法、
他の荷重との組合せ方法を提案した。 
1、2 章では温度荷重に関する現状を分析し、課題を抽出した。 
1 章では、まず温度変化の要因を分類し、本論文では、外気温、日射による温度変化を扱うこ
ととした。次に、温度荷重の建築物への影響を実測例、不具合事例を通じて検討し、建築物の条
件（温度条件、長さ、剛性バランス等）によっては不具合を生じさせる程の大きな影響があるこ
とを明らかにした。特に日射による温度上昇が不具合につながっているケースが多く、日射によ
る温度上昇を評価する手法を整備することが必要であるとした。また、既往の研究について調査
した結果、構造体の温度を簡易に算定する方法については情報が不足していることがわかった。 
2 章では設計の観点から現状を分析した。 
まず、設計の流れに従って検討を行い、課題を抽出した。課題の内、温度荷重に対する設計を
行うかどうかの判断の目安、レベル 2 荷重に対する扱い、日常的な繰返し温度応力に対する疲労
に関して検討した。設計を行うかの判断については、変形と応力の簡易な推定法を示した。レベ
ル 2 荷重に対しては、温度荷重の増分は 10％程度と小さい事、部材降伏後は温度応力が緩和され
ること、部材の終局耐力には温度荷重は影響しないこと等を示した。疲労検討では、部材応力が
材料の弾性範囲にあれば、供用期間 100 年程度の繰返し荷重に対しては疲労破壊が生じないこと
を示した。 
次に設計者に対するアンケートを実施し、設計の実情を調査した。この中で荷重組合せについ
ては多くの設計例で検討しているものの、荷重係数等により組合せ応力の大きさを評価した事例
はほとんどなく、組合せ荷重の検討と設計法の開発が必要なことがわかった。 
1、2 章で抽出した課題の内、「構造体温度の簡易算定法」と「他の荷重との組合せに対する応
力の評価」について取組むこととした。 
3 章では構造体温度を簡易に算定する方法を提案した。 
鋼構造部材は比較的薄肉の鋼板から構成されることから、鋼材温度は取り巻く環境温度と等し
いことが実測例で明らかになった。また、日射の影響を「相当外気温度」として評価することで
鋼材温度を算定する手法について提案し、実測値との対応がよいことを示した。鉄筋コンクリー
ト部材の温度に関しては、外気温、日射の日変動を正弦波近似し、「周期定常」解析により簡易に
算定できるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを開発し、精算法との比較により誤差 2℃以下で十分な精度があることを示し
た。 
4 章では他の荷重との組合せによる応力の評価法を提案した。 
気象データに基づき組合せ応力を直接求め、従の荷重に対する荷重係数という形で整理した。
荷重係数の大きさに対する「応力比」、「基準温度」、「再現期間」の影響の影響を明らかにした。
荷重係数は応力比が大きい程、基準温度と最高、最低温度の差が大きくなる程、再現期間が短い
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ほど大きくなる。また、荷重指針に示されている荷重係数（雪荷重との組合せに対して 0.8、風
荷重との組合せに対して 0.7、地震荷重との組合せに対して 0.4）を用いることで簡便かつ安全側
に組合せ応力を評価できることを示した。雪、風、温度荷重が同時に作用する場合の組合せ応力
も、これらの荷重係数を用いた組合せにより安全側に評価できることを示した。 
 5 章では鉄骨造と鉄筋コンクリート造のモデル建物の試設計を通じて、本論文で提案した「温
度荷重に対する設計を行うかどうかの判断の目安」、「構造体温度の簡易算定法」、「他の荷重との
組合せ応力の評価法」、「温度応力を低減する対策」について検証を行った。温度荷重に対する変
形、応力の推定法により、設計初期段階に温度荷重に対する設計を行うかどうかの判断が可能な
ことを確認した。鉄筋コンクリート梁の部材温度の算定において簡易算定法が有効であることを
確認した。組合せ応力の評価では荷重係数を用いた場合、単純和に対して 20％程度の応力低減に
なることから、合理的な設計が可能であることを確認した。温度応力を低減する対策として、エ
キスパンションジョイントを設けること、ブレース、耐震壁の位置を建物内側にすること、外断
熱工法により部材温度変化を低減することなどが有効であることを確認した。 
 
残された課題 
 
1.  1、2 章で抽出した課題の内、「基準温度の合理的な設定法」については今後の課題であ
る。基準温度とは構造架構構築時の温度であり、温度荷重が 0 である時の温度であり、そ
の後の温度変化が温度荷重となる。一年の中でどの時期に建設されたかで温度荷重の大き
さが大きく左右される。このように大きな影響を持つ基準温度だが、合理的に設定する手
法については明らかにされていない。また、構造架構が長期にまたがる場合には架構の部
分で異なる基準温度を持つことになるがその評価方法が必要である。 
2.  構造体温度の簡易算定法に関しては、鋼材温度の実測値との比較、「精算解」との比較は
行ったが、鉄筋コンクリート部材温度実測値との比較は行っていない。実測を行うか、既
往の文献を参考に比較を行うことが必要である。また、簡易算定法の適用範囲（部材寸法
等）を明らかにする必要がある。 
3.  他の荷重との組合せの検討において、温度変化は外気温のデータのみを用いたが、地震
荷重との組合せにおいては日射の影響を加味した検討も行う必要がある。 
4.  繰返し応力に対する疲労の検討では、弾性範囲では疲労破壊は起こらないことを明らか
にしたが、部材降伏レベルの繰返しの影響について検討し、その影響が大きい場合には降
伏応力に対して適切な安全率を考慮することも提案する必要がある。 
5.  温度荷重による不具合事例については調査が十分とは言えない。設計者に対する注意喚
起の観点からも継続的に事例の収集を行う必要がある。 
 
筆者は今後もこれらの課題に取り組む所存である。また、他の研究者、実務者による調査、研
究にも期待したい。 
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